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「電気通信事業分野における競争状況の評価 2014」（概要） 

 

（１） 総務省では、2003 年度から、電気通信事業分野に関する市場の競争状況を

分析・評価し、政策の展開に反映するため、「電気通信事業分野における競争

状況の評価」（以下「競争評価」という。）を毎年度１回のサイクルで実施し

ている。 

（２） 競争評価は、その基本的な考え方（「電気通信事業分野における競争状況の

評価に関する基本方針」）（注）、及び毎年度定める具体的な競争評価の実施プ

ロセス等（「電気通信事業分野における競争評価に関する実施細目」）に基づ

き、 

   ① 収集した情報を元に評価対象とすべき市場の範囲を決定する「市場画定」 

   ② 各サービスの需要側及び供給側からの「情報収集」 

   ③ 画定した市場の競争状況の「分析・評価」（市場支配力を有する事業者の

有無等） 

   の一連の過程を経て行われる。 

（注） 競争評価の試行段階である第一期（2003 年度～2005 年度）においては毎年度改定し

ていたが、現在の定点的評価（毎年度継続して評価）及び戦略的評価（各年度において

特定のテーマに焦点を当てて評価）の仕組みが確立した第二期（2006 年度～2008 年度）

の 2006 年度改定時に中期的な計画（３カ年）として位置づけた後、第三期（2009 年度

以降）の 2009 年度改定において、急速な市場の変化に柔軟かつ迅速に対応するため、

必要に応じ（期間を定めず）見直しを行うこととしている。 

（３） 競争評価は、分析の指標となる各種データ（契約数、売上高等）や調査結

果等を基に定期的・経年的な分析・評価を行う「定点的評価」と、電気通信

事業分野における競争政策の展開との機動的な連携を図る観点から、特定の

テーマに焦点を当てて 2006 年度から分析を行っている「戦略的評価」で構成

される。2014 年度は、今後の政策展開への反映という点に関し、単なる市場

の分析・評価にとどめるのではなく、当該分析・評価の結果を基に、競争政

策等の展開に当たり総務省として留意する事項を「競争評価等留意事項」と

して整理した。現行の市場分析・評価の仕組みによるものとしては最後の取

組となるものであり、10 年超にわたる取組の集大成として位置付けられると

ともに、2015 年度以降開始予定の新たな分析・検証の仕組みへの橋渡しを視

野に入れたものとなっている。 

（４） 競争評価では、その実施に当たり、客観性や中立性を確保するため、経済

学、経済法等の専門家９名による「競争評価アドバイザリーボード」を開催

し、その助言を踏まえた上で評価結果を作成している（競争評価アドバイザ

リーボードの構成員については後述のとおり。）。 
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第１編 定点的評価 

  



 

第１編 定点的評価 
 

１ 定点的評価における市場の画定 

(1) サービス市場 

サービス市場の画定について、電気通信事業分野における競争状況の評価 2014（以下「競

争評価 2014」という。）においては、以下の①から⑦までを市場とし、⑧を①の、⑨及び⑩

を③の部分市場として位置付ける。 

① 移動系データ通信市場 

② 移動系音声通信市場 

③ 固定系ブロードバンド市場 

④ ISP 市場 

⑤ 固定電話市場 

⑥ 050-IP 電話市場 

⑦ WAN サービス市場 

⑧ 移動系超高速ブロードバンド市場 

⑨ 固定系超高速ブロードバンド市場 

⑩ FTTH 市場 

 

【参考１】 サービス市場の画定 



 

(2) 地理的市場 

地理的市場の画定については、2013 年度のものを原則として維持し、固定系ブロードバン

ド市場についてはブロック別、固定電話市場については東西別、その他については全国を市

場とする。 

 

【参考２】 地理的市場の画定 

 

 

２ 定点的評価の構成  

定点的評価の構成については、上記の市場の画定を踏まえ、以下のとおりとしている。 

第１章 移動系通信 

第２章 固定系データ通信 

第３章 固定系音声通信 

第４章 法人向けネットワークサービス 
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移動系通信の分析及び競争状況の評価 

 

１ 本章では、「移動系通信」（移動系データ通信市場及び移動系音声通信市場）について分析・

評価を行う。 

 

２ 具体的には、評価のための指標として、以下のとおり従来の基本データに加え、近年の移動

系通信分野の動向を踏まえ、評価に当たって勘案すべき要素について分析を行い、評価を行う

こととする。 

基本データとして、以下の点について分析を行う。 
(1) 市場の規模等（契約数、売上高等） 

(2) 事業者別シェア 

(3) 市場集中度 

(4) 事業者間取引関連（接続料、MVNO の状況等） 

(5) 料金等（ARPU も含む。） 

(6) サービス品質（通信速度等） 

(7) サービス変更コスト（解約手数料、SIM ロック解除の状況、番号ポータビリティの状

況等） 

また、評価に当たっての勘案要素として、移動系データ通信市場においては上位下位レイヤ

ーをレバレッジとしたネットワークレイヤーへの影響について、移動系音声通信市場において

はソフトフォン等による代替性の有無について、事業者アンケート1や利用者アンケート2等の

結果も踏まえつつ分析を行う。 

 

３ これらの分析結果に基づき、移動系データ通信市場及び移動系音声通信市場に関し、以下の

点について競争状況の評価を行う。 

(1) 単独又は複数の事業者による市場支配力の存在の有無 

(2) 上記市場支配力の存在が認められる場合にはその行使の有無 

(3) 料金・サービスの評価  

                                                  
1 競争評価 2014 事業者アンケートの概要は以下のとおり。 

調査方法：電子メールによる任意のアンケート調査 

  対象：42 者（MVNO を含む主な電気通信事業者） 

  スケジュール：2015 年１月 22 日 アンケートの送付 

  備考：サービス卸に関するアンケートについては別途実施 
2 競争評価 2014 利用者アンケートの概要は以下のとおり。 

調査方法：Web によるアンケート調査 

  対象：固定及び移動通信利用者 2,129 名 

移動通信のみの利用者  1,037 名 

  スケジュール：2015 年２月下旬 アンケートの実施 

  備考：サービス卸に関するアンケートについては別途実施 
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１ 市場の動向 

１．１ グループ内取引の状況 

近年、移動系通信分野では、事業者の買収等により、MNO3は３つのグループに集約されてい

る。こうした中、KDDI グループ（KDDI、沖縄セルラー及び UQ コミュニケーションズ。以下本

章において同じ。）及びソフトバンクグループ4（ソフトバンクモバイル、ワイモバイル及びWireless 

City Planning。以下本章において同じ。）において、MNO が、同じグループに属する他の MNO

から MVNO5の立場で提供を受けた携帯電話や BWA6のサービスを、１つの移動系通信端末等で自

社のサービスと併せて提供する形態がある。図表Ⅰ－１のとおり、KDDI 及びソフトバンクモバ

イルから発売された LTE7端末の多くが BWA 用周波数に対応しており、この形態のものが急速に

増加している。 

このように、グループ内における周波数の一体運用にみられるようなグループ化の動きが一

層進展していることを踏まえ、本章では図表Ⅰ－２のとおり、電気通信事業分野における競争

状況の評価 2013（以下「競争評価 2013」という。）におけるグルーピングの基準を引き継いだ

上で、個社単位ではなくグループ単位を中心とする分析・評価を行うこととする。 

また、移動系通信（携帯電話、PHS 及び BWA。以下同じ。）の契約数について、利用者視点か

らの実態と乖離したものとならないよう、図表Ⅰ－１のとおり、単純合算ではなくグループ内

取引調整後の数値を中心に分析・評価を行うとともに、特段の記載がない限り当該契約数につ

いてはグループ内取引調整後の数値とする。 

その場合、契約数シェアについて、グループ内取引調整後のものと単純合算によるものとで

は数値が異なることとなるが、 

① KDDI及びソフトバンクモバイルが近年発売しているLTE端末の大部分がBWA用周波数に

も対応している中で、単純合算の場合、単なる端末の機種変更がシェアの変化をもたらす

こととなり、競争の実態を的確に評価できない可能性があること 

② 他方、単純合算の数値も一つの集計結果であり、多面的な観点からの評価を行う上では

参考とすべきものであること 

の双方を踏まえ、グループ内取引調整後のものを基本としつつ、必要に応じ単純合算による

ものを補足的に使用することで評価を行うこととする。 

  

                                                  
3 電気通信役務としての移動通信サービス（以下単に「移動通信サービス」という。）を提供する電気通信事業を営む

者であって、当該移動通信サービスに係る無線局を自ら開設（開設された無線局に係る免許人等の地位の承継を含む。）

又は運用している者をいう。 
4 2015 年４月１日にソフトバンクモバイルは、ソフトバンク BB、ソフトバンクテレコム及びワイモバイルを吸収合併

し、同年７月１日にソフトバンクに商号変更を行っている。ただし、本章においては特段の記載がない限り同年３月

末現在の社名で表記する。 
5 ①MNO の提供する移動通信サービスを利用して、又は MNO と接続して、移動通信サービスを提供する電気通信事業者

であって、②当該移動通信サービスに係る無線局を自ら開設しておらず、かつ、運用をしていない者をいう。 
6 2.5GHz 帯を使用する広帯域移動無線アクセスシステム(WiMAX 等)でネットワークに接続するアクセスサービス 
7 携帯電話等を用いて 3.9 世代移動通信システムでネットワークに接続するアクセスサービス 
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【図表Ⅰ－１】 移動系通信契約数のグループ内取引調整 

 

出所：総務省資料 

 

【図表Ⅰ－２】 グルーピングの基準 

 
※ 「親会社等」とは、親会社、親会社の企業集団の国内総売上高に占める割合が過半である会社及び移動系通信市場又は固定系

通信市場における市場シェアが第１位である会社をいう。 

出所：総務省資料 
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１．２ 供給側データに係る分析 

(1) 市場の規模 

① 契約数 

2014 年度末時点における携帯電話の契約数は 1 億 4,998 万（前年度末比＋5.4％：単純合算

では１億 5,270 万）、移動系通信の契約数は 1億 5,722 万（前年度末比＋5.0％：単純合算では

１億 7,732 万）と増加している。 

 

【図表Ⅰ－３】 移動系通信の契約数の推移 

 
(注) 2011 年３月末までは一般社団法人電気通信事業者協会資料による。 

出所：（一社）電気通信事業者協会及び総務省資料 

 

このうち、移動系超高速ブロードバンド（LTE 及び BWA）については、単純合算の LTE の契

約数は 6,778 万（前年度末比＋46.0％）、単純合算の携帯電話の契約数に占める割合は 44.4％

（前年度末比＋12.2 ポイント）、単純合算の BWA の契約数は 1,947 万（前年度末比＋160.9％）

と大きく増加している。 

ただし、前述のとおり、KDDI 及びソフトバンクモバイルから発売された LTE 端末の多くが

BWA 用周波数に対応していることを背景に、BWA 契約数の大部分がこのような LTE 端末に係る

ものとなっている。 
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【図表Ⅰ－４】 LTE 及び BWA の契約数の推移 

 
出所：総務省資料 

 

移動系通信の拡大の背景の一つとして、通信モジュールの普及がある。通信モジュールは、

エレベーター・自動販売機の遠隔監視、自動車のカーナビ等の機械同士の通信であるM2M（Machine 

to Machine）通信、電力・ガスの検針など、多岐にわたる企業活動で利用されている。 

通信モジュールの契約数は 1,211 万（前年度末比＋17.3％）と増加傾向である。 

 

【図表Ⅰ－５】 通信モジュールの契約数の推移 

 

出所：総務省資料 
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また、移動系通信には、わずかではあるが音声専用のサービスも存在する。 

2014年度末時点における移動系音声通信専用サービスの契約数は58万（前年度末比▲17.7％）

と近年は減少傾向である。 

 

【図表Ⅰ－６】 移動系音声通信専用サービスの契約数の推移 

 

出所：総務省資料 

 

なお、競争評価 2014 における移動系データ通信市場とは、移動系通信全体から移動系音声

通信専用サービスを除いたものである。 

 

② 売上高等 

2014年度末における移動系通信全体の売上高をみると、11兆6,864億円（前年度末比＋10.2％）
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【図表Ⅰ－７】 移動系通信全体の売上高の推移 

 

(注) 各社の決算額等から市場の売上高を算出。ただし、移動系通信事業の売上高を公表していない社については推計値を使用。 

出所：各社決算資料を基に総務省作成 

 

2014年度における移動系通信サービスの主要事業者の売上高をみると、NTTドコモは４兆3,834

億円（前年度末比▲1.7％）と最も大きな売上高となっているが近年は減少傾向となっている。

ソフトバンクグループは４兆 1,895 億円（前年度末比＋32.3％）8となっている。 

なお、KDDI については、2012 年度から移動通信事業のセグメント情報の公表を取りやめた

ことから図表Ⅰ－８では推計値を用いているほか、2013 年度からワイモバイル（旧イー・アク

セス）がソフトバンクグループの連結子会社となったことから、同年度以降はソフトバンクグ
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【図表Ⅰ－８】 各社の売上高の推移 

 
(注) ソフトバンクモバイルの 2013 年度以降の売上高については、ソフトバンクグループの数値。また、2014 年度の売上高におい

ては一部の海外事業も含まれている。 

出所：各社決算資料を基に総務省作成 
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(注) ソフトバンクモバイルの 2013 年度以降の営業利益については、ソフトバンクグループの数値。また、2014 年度の営業利益に

おいては一部の海外事業も含まれている。 
 出所：各社決算資料を基に総務省作成 
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(2) シェア及び市場集中度 

① 移動系通信全体 

ア 契約数シェア等 

2014 年度末時点における移動系通信の契約数シェアをグループ別でみると、NTT ドコモは

42.4％（前年度末比＋0.2 ポイント）、KDDI グループは 28.6％（前年度末比＋0.5 ポイント）、

ソフトバンクグループは 29.0％（前年度末比▲0.7 ポイント）となっている。 

このように、前年度末比で NTT ドコモのシェアがこれまでの減少傾向からわずかに増加に

転じているが、契約数には MVNO への提供回線数も含まれていることから、契約数シェアの

増加が必ずしもエンドユーザーとの契約でみた場合のシェアの増加を意味するものではない

こと、及びエンドユーザーとの契約数が増加している場合においても、スマートフォン等の

サービスとは一契約当たりの収益が大きく異なる通信モジュール等が増加している可能性が

あることから、市場支配力の評価に当たっては、後述する収益シェアについても十分考慮す

る必要がある。 

2014 年度末時点における移動系通信市場全体の市場集中度（HHI）9をグループ別でみると

3,455 となっており、ほぼ横ばいで推移している。 

 

  

                                                  
9 公正取引委員会「企業結合審査における独占禁止法の運用指針」（2011 年６月改定）においては、市場集中度につい

て、次の考え方が示されている。 

○垂直型企業結合の場合 

企業結合後：シェア 10％以下、又は HHI 2,500 以下（かつシェア 25%以下）・「競争を実質的に制限することとな

るとは考えられない」 

企業結合後：HHI 2,500 以下（かつシェア 35％以下）・「競争を実質的に制限することとなるおそれは小さい」 

○水平的企業結合の場合 

企業結合後：HHI 1,500 以下、又は HHI 1,500 超 2,500 以下（かつ HHI 増分 250 以下）、又は HHI 2,500 超（かつ

HHI 増分 150 以下）・「競争を実質的に制限することとなるとは通常考えられない」 
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【図表Ⅰ－10】 移動系通信の契約数における事業者別シェア及び市場集中度の推移 

（グループ別） 

 
出所：総務省資料 
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クグループは 32.5％（前年度末比＋1.1 ポイント）となっており、NTT ドコモが減少傾向と

なっている。 

 

【図表Ⅰ－11】 移動系通信の契約数（単純合算）における事業者別シェアの推移 

（グループ別） 

 
出所：総務省資料 
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しかしながら、図表Ⅰ－12 の個社別の契約数シェアの推移から分かるとおり、シェアを伸

ばしているのは BWA事業者である KDDIグループの UQコミュニケーションズとソフトバンク

グループの Wireless City Planning であり、前述のような両グループにおける BWA 用周波

数に対応した LTE 端末の普及によるものと考えられる。 

 

【図表Ⅰ－12】 移動系通信の契約数（単純合算）における事業者別シェアの推移 

（個社別） 

 
出所：（一社）電気通信事業者協会及び総務省資料 
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【図表Ⅰ－13】 携帯電話に係る収益シェア・端末設備シェアの推移 

収益シェアの推移          端末設備シェアの推移 

 

出所：総務省資料 

 

ウ 周波数の保有状況 

周波数の保有状況は供給能力に関係するものであり、利用者の選択の結果を示すものでは

ないことから、契約数シェア、収益シェア及び端末設備シェアとは性質を異にするものであ

るが、保有する周波数の違いは通信速度等のサービスの質に影響を与え得るものであること
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保有周波数及び移動系通信の契約数をグループ別でみた場合、保有周波数はソフトバンク
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【図表Ⅰ－14】 保有周波数及び移動系通信の契約数（グループ別） 

 
（注１） 2014 年度末時点 

（注２） 小電力である PHS は、無線局の免許及び登録は要しないことから、免許又は登録が必要な携帯電話及び BWA とは位置付け

が異なる。 

出所：総務省資料 

 

保有周波数及び単純合算の移動系通信の契約数を個社別でみた場合、どちらもNTTドコモ、KDDI、

ソフトバンクモバイルの順となっている。 

 

【図表Ⅰ－15】 保有周波数及び単純合算の移動系通信の契約数（個社別） 

 
（注） 2014 年度末時点 

出所：総務省資料 
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【参考】 個社別・グループ別の周波数帯ごとの保有状況 

 
（注） 実線は PHS 抜き、点線は PHS 入り 

出所：総務省資料 

 

周波数保有量１MHz 幅当たりの契約数である周波数ひっ迫度をグループ別でみた場合、移動系

通信の契約数についてグループ内取引調整後、単純合算のいずれを用いた場合であっても、NTT

ドコモが最も高い。 

KDDI グループ及びソフトバンクグループにおいては、グループ内取引調整後の契約数に基づく

数値の方が単純合算の契約数に基づく数値よりも周波数ひっ迫度が低い。 

 

【図表Ⅰ－16】 周波数ひっ迫度（グループ別） 

 
（注） 2014 年度末時点の各グループにおける周波数保有量及び移動系通信の契約数を基に周波数ひっ迫度（移動系通信の契約数／

MHz）を算出。 

出所：総務省資料 
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② 移動系データ通信 

移動系データ通信は、前述のとおり移動系通信全体から移動系音声通信専用サービスを除い

たものである。 

移動系データ通信の契約数をグループ別でみると、NTT ドコモは 42.5％（前年度末比＋0.2

ポイント）、KDDI グループは 28.6％（前年度末比＋0.5 ポイント）、ソフトバンクグループは

28.8％（前年度末比▲0.6 ポイント）となっている。 

2014年度末時点における移動系データ通信市場のHHIは3,459とほぼ横ばいで推移しており、

契約数シェアにおいても HHI においても、移動系通信全体の数値とほぼ同じであった。 

 

【図表Ⅰ－17】 移動系データ通信の契約数における事業者別シェア及び市場集中度の

推移（グループ別） 

 

出所：総務省資料 

 

③ 移動系超高速ブロードバンド 

前述のとおり、LTE 及び BWA の契約数の合計が移動系超高速ブロードバンドの契約数である

が、LTE のみのグループ内取引に係る契約数を把握できないことから、グループ内取引調整後

の移動系超高速ブロードバンドの契約数を算出することができないのが現状である。 

また、BWA 契約数の大部分が BWA 用の周波数に対応した LTE 端末に係るものとなっているこ

とから、単純合算の契約数に基づき契約数シェアを算出した場合、利用者視点からの実態と乖

離し、市場の実態を的確に反映しないため、競争評価 2014 では移動系超高速ブロードバンド

の契約数シェアについては扱わないこととする。 
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④ 移動系音声通信 

移動系音声通信は、移動系通信全体から移動系データ通信専用サービス（BWA、通信モジュ

ール、Wi-Fi ルーター等）を除いたものである。 

移動系データ通信専用サービスのみのグループ内取引に係る契約数を把握できないことから、

移動系音声通信についてはグループ内取引調整後の契約数を算出することができないため、便

宜的に単純合算の契約数を使用して契約数シェアを示すこととする。 

ただし、単純合算の移動系音声通信の契約数には、グループ内取引調整後の数値を大きく乖

離させる BWA の契約数を含まないことから、単純合算の数値を用いた場合であっても、市場の

実態をおおむね反映したものになると考えられる。 

単純合算の移動系音声通信の契約数をグループ別でみると、NTT ドコモは 43.6％（前年度末

比±0.0 ポイント）、KDDI グループは 30.0％（前年度末比＋0.5 ポイント）、ソフトバンクグル

ープは 26.4％（前年度末比▲0.5 ポイント）となっている。 

 

【図表Ⅰ－18】 移動系音声通信の契約数（単純合算）における事業者別シェアの推移 

（グループ別） 

 
出所：総務省資料 

 

(3) 接続料 

第二種指定電気通信設備を設置する MNO（NTT ドコモ、KDDI、沖縄セルラー及びソフトバン

クモバイル）は、電気通信事業法第 34 条第２項において接続料等を定め、届け出ることと規

定されており、その具体的な算定ルールは「第二種指定電気通信設備制度の運用に関するガイ
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ドライン」12において示されている。  

これら MNO が総務省に届け出た 2014 年度のデータ通信接続料（レイヤー２接続・10Mbps 当

たり月額）については、NTT ドコモの場合は 95 万円（前年度末比▲23.5％）、KDDI13の場合は 117 

万円（前年度末比▲57.6％）、ソフトバンクモバイルの場合は 135 万円（前年度末比▲61.5％）

といずれも低減している。  

なお、ここでいうレイヤー２接続とは、MVNO が運営・管理するパケット交換機を MNO のネッ

トワークに接続する形態であり、MVNO が認証、セッション管理機能等を担うことにより、MVNO

独自のサービス設計（低料金・低容量サービス等）が可能となる。 

 

【図表Ⅰ－19】 携帯電話のデータ接続料（レイヤー２）の推移 

 

 
（注） 各年度のデータ接続料については、2014 年３月の「第二種指定電気通信設備制度の運用に関するガイドライン」の改正によ

り、おおむね各年度末に「前年度実績値」に基づき算定された接続料の変更届出がなされ、前年度の期首に遡及して精算さ

れる。 

出所：総務省資料 

  

                                                  
12 2009 年の情報通信審議会の答申を受け、第二種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者の接続料の算定方法、

アンバンドル等に係る考え方を明確化するため作成されたガイドライン（2014 年３月改正）。 

http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kiban03_02000243.html 
13 沖縄セルラーの接続料は KDDI と同じ。 

年度
単位：円

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

NTTドコモ 12,671,760 9,396,038 7,458,418 4,843,632 2,846,478 1,234,911 945,059

KDDI － － － － － 2,751,142 1,166,191

SBM － － － － － 3,517,286 1,352,562



26 

音声接続料は、過去 10 年間に各社で３分の１以下となる引下げが行われてきた。その背景には、

コストの低廉化等のほか、第二種指定電気通信設備制度に係る接続会計の導入や携帯電話事業者の

接続料の算定方法等について定めた「第二種指定電気通信設備制度の運用に関するガイドライン」

が策定されるなど、接続料の基本的枠組みの整備14によってモバイル接続料算定の適正性が向上し

たことなどが主な要因として挙げられる。 

 

【図表Ⅰ－20】 携帯電話の音声接続料（区域内）の推移（３分当たり） 

 

 

（注） 各年度の音声接続料は、おおむね各年度末に「前年度実績値」に基づき算定された接続料の変更届出がなされ、各年度の期

首に遡及して精算される。 

※ 2013 年度にウィルコムと合併・商号変更の上、ワイモバイルへ。2015 年４月１日付けでワイモバイルがソフトバンクモバイル

へ吸収合併され、同日以降はソフトバンクモバイルの旧ワイモバイル網に係る接続料となる。 

出所：総務省資料 

  

                                                  
14 接続料算定について、事業者ごとに異なる取扱いが行われている状況を踏まえ、2009 年の情報通信審議会において

接続料算定の適正性向上に向けた検討が行われ、それ以降「接続料算定ルール及び検証の仕組みの整備」「接続会計の

導入」等の、接続料算定/検証の基本的枠組みが整備されてきた。 

年度
単位：円

2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

NTTドコモ 37.08 35.82 34.74 33.84 32.94 32.4 28.8 24.3 15.66 12.24 12.06 10.26 9.72

KDDI 40.5 39.06 37.62 36.36 35.28 34.38 31.5 25.74 18.72 16.74 14.76 12.78 11.88

ＳＢＭ 40.86 40.5 39.78 39.42 39.06 38.7 36.72 30.6 22.86 17.82 14.76 13.14 12.42

ＹＭ（旧ＥＡ）
※１

― ― ― ― ― ― 29.34 24.3 23.4 18.36 12.06 12.06 12.06
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１．３ 需要側データに係る分析 

(1) 料金及びサービス品質等 

① 料金 

従来、MNO 主要各社のスマートフォン向けデータ通信料金プランは、月額７GB を上限とされ

ていたほか、利用者の利用実態に応じた多段階のプランが設定されていなかったといえる。 

このような中、2014 年６月以降、MNO 各社はデータ通信に係る料金プランの多段階化と通話

定額制等の組合せを内容とする新料金プランを導入した。NTT ドコモ、KDDI（au）及びソフト

バンクモバイルのいずれも通話定額料金を含む基本料が 2,700 円となっている等、おおむね横

並びとなっている。 

この新料金プランの動向等については、第２編第２章「移動系通信に関する新たな料金施策

の競争環境への影響に関する分析」において分析を行っており、本章においては従来の旧料金

プランを中心に扱う。 

 

【図表Ⅰ－21】 携帯電話各社の新料金プラン（スマートフォンの場合） 

 
（注） 税抜・2015 年３月末現在 

出所：各社ウェブサイトを基に総務省作成 

 

NTT ドコモ、KDDI（au）、及びソフトバンクモバイルのデータ定額通信料は、おおむね各社横

並びであるが、各社ともスマートフォンの利用を前提としたフルブラウザ利用時の料金は、フ

ィーチャーフォン時代より高めに設定されている。 

 

  

会社名 ＮＴＴドコモ ＫＤＤＩ （ａｕ）
ソフトバンク

モバイル
ワイモバイル

基本料
（国内通話のかけ
放題を含む）

カケホーダイプラン
（２年契約）

電話カケ放題プラン
（２年契約）

通話し放題プラン
（２年契約）

スマホプランＳ/Ｍ/Ｌ
（２年契約）

2,700円 2,700円 2,700円
Ｓ（1ＧＢ）：2,980円
M（3ＧＢ）：3,980円
Ｌ（7ＧＢ）：5,980円

ネット
接続料

spモード LTE NET S!ベーシックパック
基本料に含む

300円 300円 300円

デ
ー
タ
通
信
料
金

2GB 3,500円 3,500円 3,500円

基本料に含む

3GB － 4,200円 －

5GB 5,000円 5,000円 5,000円

8GB 6,700円 6,700円 －

10GB 9,500円 ※ 8,000円 9,500円 ※

13GB － 9,800円 －

15GB 12,500円 ※ － 12,500円 ※

20GB 16,000円 ※ － 16,000円 ※

30GB 22,500円 ※ － 22,500円 ※

合計 6,500円～25,500円 6,500円～12,800円 6,500円～25,500円 2,980円～5,980円

備考

※10GB以上は家族間でデータ容量
をシェアすることが可能。

・2014年6月1日提供開始。
・同年10月から未使用の容量を翌月
に繰り越し可能。

・3GB、13GBのプランも提供。

・家族間において、データ通信量を
0.5GB単位で融通可能。

・2014年8月13日提供開始。

※10GB以上は家族間でデータ容量
をシェアすることが可能。

・未使用の容量を翌月に繰り越し可能。
・2014年7月1日提供開始。
・同年8月1日から、10GBプランの定
額料が9,500円から8,000円に変更。

・他社携帯電話・ＰＨＳ・固定電話（ＩＰ
電話含む）への１回当たり10分以内
の国内通話が月300回まで可能。

・2014年8月1日提供開始。
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【図表Ⅰ－22】 携帯電話料金（データ定額通信料）の推移 

 
※１ フルブラウザ利用時の料金は 5,700 円となる。 

※２ データ通信量は７GB（ワイモバイルは５GB）が上限。上限超過後は速度制限。但し、各社とも２GB 当たり 2,500 円の追加料金

で速度制限を解除することが可能。NTT ドコモは 2014 年８月に新規受付終了。 

※３ Xi パケ・ホーダイ ライト プラン（データ通信量は３GB が上限） 

※４ データ通信専用プランの場合は、基本料金として別途 1,700 円が課金される。 

出所：各社ウェブサイトを基に総務省作成 

 

携帯電話の基本料金は、2007 年にソフトバンクモバイルによるホワイトプランの導入（同年

１月）、NTT ドコモと KDDI による「モバイルビジネス活性化プラン」15に対応した分離プラン

の導入（同年 11 月）に加え、長期割引契約が主流になったことで利用者が契約する主要なプ

ランの料金は、大幅に低下した。 

NTT ドコモ、KDDI（au）及びソフトバンクモバイルの基本使用料が安い主要なプランに関す

る比較では、ソフトバンクモバイルのホワイトプランが他の２社よりも低い水準にあったが、

2008 年以降、フィーチャーフォンについては３社間でほぼ同じ水準で推移してきた（図表Ⅰ－

23）。 

なお、2014 年度における各社の LTE の旧料金プランは、ほぼ横並びの状況にある16（図表Ⅰ

－24）。 

 

  

                                                  
15 総務省が、2007 年に開催した「モバイルビジネス研究会」の報告書（同年９月 20 日公表）を踏まえ策定した、モ

バイルビジネス市場の一層の活性化を実現することにより、利用者利益の向上等を図るためのプラン（同年９月 21 日

公表）。 
16 上位３事業者は 2014 年夏以降のサービスとしてオールネット（全キャリア）音声通話定額の基本料を組み込んだ新

プランを発表している。 

３G LTE

NTTドコモ パケ・ホーダイ パケ・ホーダイ パケ・ホーダイ ダブル パケ・ホーダイ フラット※1 Xiパケ・ホーダイ フラット※2 パケあえるプラン※4

KDDI(au) ダブル定額ライト ダブル定額ライト ダブル定額ライト ISフラット※1 LTEフラット※2 データ定額
ソフトバンクモバイル デュアルパケット定額 パケットし放題 パケットし放題 パケットし放題 for スマートフォン※1 パケットし放題フラットfor4G LTE※2 スマ放題

ワイ・モバイル - - - - データ定額５※2 スマホプラン

UQコミュニケーションズ － － － － UQ Flat UQ Flatツープラスギガ放題

3,900 3,900 
4,200 

5,200 
4,200 4,200 3,900 

0
1,000
2,000
3,000
4,000
5,000
6,000
7,000
8,000
9,000

10,000
11,000
12,000

2005年11月 2007年10月 2008年10月 2011年5月

（フィーチャーフォン） （フィーチャーフォン） （フィーチャーフォン） （3Gスマートフォン）

NTTドコモ au ソフトバンクモバイル

5,700 

3,696 
4,267 

2014年3月 2015年7月

（LTE/BWA） （LTE/BWA）

ワイ・モバイル UQコミュニケーションズ

～～ ～～ ～～

22,500
(30GB)

22,000

2,000 
(200MB)

3,500 
(2GB)

9,800
(13GB)

2,980 
(1GB)

4,880
(制限無し)

5,980
(7GB)

4,196 
(7GB)

4,700 
(3GB)

※3

（単位：円／月） ワイモバイル
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【図表Ⅰ－23】 携帯電話料金(基本使用料・通話料)の推移 

 

（注） 各社の通話料は 50 分の通話料総額(無料通信分：25 分を考慮) 

※１ ２年間契約を前提とした基本料割引 （以降も同様） 

   (ドコモ:ファミ割 MAX50/一人でも割、KDDI(au):誰でも割、ソフトバンクモバイル:新・自分割等) 

※２ 端末の割賦販売対応による基本料低減化 （ソフトバンクモバイルは「新スーパーボーナス」が相当） 

※３ 2014 年 11 月末終了予定であったが、同年 11 月 26 日に継続を発表 

出所：各社ウェブサイト等を基に総務省作成 

 

【図表Ⅰ－24】 LTE の旧料金プランの各社比較 

 
※ 2014 年８月末に新規受付終了 

出所：各社ウェブサイト等を基に総務省作成 
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■ 通話料

■ 基本使用料

■ 通話料

■ 基本使用料

３G LTE

新料金プラン（通話定額）

オンネット
定額化

オールネット
定額化

2006年4月 2007年10月 2008年10月 2011年10月 2013年4月～ 2014月6/7月 2015年7月

フィーチャーフォン
（３Ｇ）

フィーチャーフォン、スマートフォン （３Ｇ） スマートフォン （LTE）

NTTドコモ
タイプSS

無料通話¥1,000
タイプSS（※1）

無料通話¥1,000
タイプSSバリュー（※2）

無料通話¥1,000

タイプXiにねん
無料通話無し（追加料金で
DCM携帯宛24時間無料）

カケホーダイ 国内通話無料
※LTEはカケホーダイプランのみ

KDDI（au）
プランSS

無料通話¥1,000
プランSS（※1）
無料通話¥1,000

プランSSシンプル
(※2)

プランZシンプル LTEプラン LTEプラン

無料通話¥1,000
１時～21時はau携帯宛通話が無料

（追加料金で24時間無料）
電話カケ放題プラン 国内通話無料

SBM
オレンジプランSS
無料通話¥1,000

ホワイトプラン
１時～21時はSBM 携帯宛通話が無料 （追加料金で24時間無料）

ホワイトプラン（※3）

スマ放題 国内通話無料

（単位：円／月）

会社名 NTTドコモ（※） KDDI （au）
ソフトバンク
モバイル

ワイモバイル

基本料
タイプXi にねん（2年契約） LTEプラン（誰でも割、2年契約） ホワイトプラン（2年契約）

LTE電話プラン
（にねん）

743円 934円 934円 934円

通話料
20円／30秒

Xiｶｹ・ﾎｰﾀﾞｲ：667円／月
（自網内24時間無料）

１～21時の自網内通話無料
上記以外は：20円／30秒
au通話定額：477円／月
（自網内24時間無料）

１～21時の自網内通話無料
上記以外は：20円／30秒

定額オプション：477円／月
（自網内24時間無料）

※2013年1月サービス提供開始

自網内24時間無料
上記以外は：18円／30秒

ネット
接続料

spモード LTE NET S！ベーシックパック ―

300円 300円 300円

データ
通信料

Xiﾊﾟｹ・
ﾎｰﾀﾞｲ
ﾌﾗｯﾄ

iPhone
Xiﾊﾟｹ・
ﾎｰﾀﾞｲ
ﾗｲﾄ

LTE対応
スマホ

iPhone
LTE対応
スマホ

iPhone データ定額５

5,700円 5,200円 4,700円 5,700円
5,200円

（最大2年）
5,700円

5,200円
（最大２年）

2,762円
（LTEスマホ割適用時）

合計
(通話料

除く)
6,743円 6,243円 5,743円 6,934円 6,434円 6,934円 6,434円 3,696円
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代表的な MVNO のサービス・料金の概要については図表Ⅰ－25 のとおりである。MNO の料

金プランと比較すると、データ通信量の上限が低いものの、月額料金が安いものが多い。 

 

【図表Ⅰ－25】 MVNO のサービス・料金の概要(代表例)  

 
（注１） 2015 年５月８日時点 

（注２） 税抜の金額 

（注３） 容量制限のあるものは、容量制限を超えると低速のサービスに切り替わる。 

（注４） 音声通信可能のプランの音声通話料は、20 円/30 秒の従量制 

（注５） 端末セットプランは、24 か月までの料金。25 か月以降は通信料金のみに値下げ 

出所：各社ウェブサイトを基に総務省作成 

 

データ通信料金について、音声利用可能な端末用のプランとデータ通信専用端末用のプラン

ごとに月額料金別のデータ通信量の経年変化について比較したものが図表Ⅰ－26 である。MNO

については、新料金プランの提供に伴うデータ通信上限量の多段階化が行われており、MVNO

については、料金値下げやデータ通信上限量の引上げが行われたことがうかがえる。 
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【図表Ⅰ－26】 月額料金別のデータ通信量の比較 

音声利用可能な端末 

 

データ通信専用端末 

 

出所：各社ウェブサイトを基に総務省作成 
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2014 年度の内外価格差調査17では、携帯電話のモデル料金18による国際比較を実施してい

る。その結果によると、スマートフォンユーザーＡ、スマートフォンユーザーＢ及びスマー

トフォンユーザーＣ19のモデル料金による国際比較は図表Ⅰ－27 のとおりとなっている。 

 

【図表Ⅰ－27】 携帯電話料金のモデル料金による国際比較 

スマートフォンユーザーＡのモデル料金による国際比較 

 

スマートフォンユーザーＢのモデル料金による国際比較 

 

スマートフォンユーザーＣのモデル料金による国際比較 

 

出所：総務省「平成 26 年度 電気通信サービスに係る内外価格差に関する調査」に基づき作成

                                                  
17 http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kiban03_02000315.html 
18 各都市の通信料金を比較するために、通信回数、通話時間、メール送受信数、データ通信量など利用形態（モデル）

を設定し、このモデルに従って要する月当たりの総支払額を指す。 
19 スマートフォンユーザーＡは、LTE で音声月 36 分・メール月 129 通・データ月２GB の利用。 

スマートフォンユーザーＢは、LTE で音声月 36 分・メール月 129 通・データ月５GB の利用。 

スマートフォンユーザーＣは、LTE で音声月 36 分・メール月 129 通・データ月７GB の利用。 
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移動系通信サービスの主要事業者の ARPU をみると、NTT ドコモは 4,370 円（前年度末比▲130

円）、KDDI は 4,550 円（前年度末比＋50 円）、ソフトバンクモバイルは 4,230 円（前年度末比

▲220 円）となっている。 

 

【図表Ⅰ－28】 各社の ARPU の推移 

 
（注１） 各社の ARPU は、各社ごとの基準で算出、公表されているもの。同一の計算方法で算出されたものではない。 

（注２） 四捨五入表示のため、各 ARPU の合算の数値と合計の ARPU の数値が合わない場合がある。 

（注３） NTT ドコモはスマート ARPU、KDDI は付加価値 ARPU も含む。 

（注４） KDDI の 2012 年度以降の ARPU は「パーソナルセグメント」の「au 通信 ARPU」を使用。音声 ARPU からは割引適用額を控除。 

（注５） ソフトバンクモバイルの 2011 年度までの ARPU は、通信モジュールを含む。また、2014 年度は合計の ARPU のみ公表。 

出所：各社決算資料 

 

② サービス品質等 

ア 速度（実効速度） 

民間事業者の実施したサンプル調査の分析結果により、最大通信速度（ベストエフォート）

と一定の条件下における複数ユーザーの実効速度分布を表したのが図表Ⅰ－29 である。LTE

のデータ通信速度を事業者別にみると、分布には差異がみられた。 

なお、実効速度の計測に当たっては、ユーザーの地理的事情、利用するサービス、利用す

る時間帯等の細かい条件により、大きく異なる結果となる可能性がある点に留意する必要が

ある。 
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【図表Ⅰ－29】 LTE のデータ通信速度の各社比較 

 
（注） 本調査20は、調査対象の母集団、インターネット利用環境、サンプル数をはじめとした測定条件が確立される前の特定の条

件下のものである。また、本実効速度は、サンプル値の一定（中央値に近い 80％）の分布を示したものであり、この幅を超え

た実効速度も存在している。 

出所：民間事業者によるサンプル調査の分析結果 

 

総務省では、「インターネットのサービス品質計測等の在り方に関する研究会」を開催し、

実効速度等のサービス品質計測等の在り方や必要な方策を検討し、2015 年７月に報告書を公

表している21。また、同報告書を受けて、移動系通信事業者が提供するインターネット接続

サービスの事業者共通の実効速度計測手法及び利用者への情報提供手法等をまとめた「移動

系通信事業者が提供するインターネット接続サービスの実効速度計測手法及び利用者への情

報提供手法等に関するガイドライン」を公表している。 

今後は、同ガイドラインに則した実効速度が MNO 各社から示されることが想定される。 

 

イ オフロードの状況 

スマートフォン等の普及による移動体通信トラヒックの増加に対応し、そのトラヒックに

ついて携帯電話網から Wi-Fi を通じた固定回線網へのオフロード需要が高まっている。利用

者アンケートによれば、スマートフォン利用者のうちオフロードを利用している割合は63.0％

                                                  
20 調査の内容は以下のとおり。 

調査時期：2014 年 12 月（（株）イードによる調査）。サンプル数：全 24 万４千サンプルのうち、一部から作成。 

調査概要：利用者端末にイードが配布するアプリをインストールし、イードの測定サーバーとやりとりしたデータ

により速度を測定。また、回線種別等は、利用者の選択入力であり実際の回線と一致していない場合が

ある（表示速度を超える実効速度は異常値として除外して集計）。 
21 http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kiban04_02000095.html 
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であり前年度より若干の増加がみられた。その回答の内訳をみると、自宅内での利用の方が、

自宅外での利用よりも多かった。後者について、移動系通信事業者も無料公衆無線 LAN サー

ビスの提供を行うなど、オフロードの促進に取り組んでいる。 

 

【図表Ⅰ－30】 オフロードの利用状況（スマ－トフォン利用者） 

 

出所：競争評価 2013・2014 利用者アンケート 

 

ウ テザリングの状況 

2014年度に発売されたスマートフォンのテザリング対応機種の割合は91.2％と高く（図

表Ⅰ－31）、また、スマートフォン利用者におけるテザリング機能の利用率は 23.7％（前

年度末比＋0.7 ポイント）と増加している（図表Ⅰ－32）。 

なお、テザリング利用料金については、各社で月額利用料の対象プランが異なるもの

の、NTT ドコモ、KDDI 及びソフトバンクモバイルにおいては、新料金プランのデータ定

額パックの場合は追加料金不要となっている。 
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【図表Ⅰ－31】 テザリング対応機種の割合の推移 

  

出所：総務省資料 

 

【図表Ⅰ－32】 移動体通信端末のテザリング機能の利用状況 

 
出所：競争評価 2013・2014 利用者アンケート 
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③ サービスの利用状況 

移動系通信端末での１週間当たりのインターネット利用時間について尋ねたところ、利用

者全体と移動系超高速ブロードバンドサービス利用者（以下「超高速サービス利用者」とい

う。）では、後者の方がインターネットの利用時間が長い傾向にある。 

ただし、利用者全体では平均利用時間が前年度末比で増加しているものの、超高速サービ

ス利用者の平均利用時間は減少している。その要因としては、移動系超高速ブロードバンド

の普及が進み、同利用者としてライトユーザーが増えてきたことが考えられる。 

 

【図表Ⅰ－33】 移動系通信端末での１週間当たりのインターネットの利用時間 

 
出所：競争評価 2013・2014 利用者アンケート 

 

移動系通信端末での１か月当たりのデータ通信利用量について尋ねたところ、インターネ

ットの利用時間同様、利用者全体よりも超高速サービス利用者の方がデータ通信利用量が多

い傾向にある。 

ただし、両者の差は小さくなっており、超高速サービス利用者の平均利用量が減少した要

因としては、前述と同様の理由が考えられる。 
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【図表Ⅰ－34】 移動系通信端末での１か月当たりのデータ通信利用量 

 
出所：競争評価 2013・2014 利用者アンケート 

 

移動系通信端末での１週間当たりの通話利用回数は、前年度に引き続き３回未満のライ

トユーザーの割合が５割を超えている。また、前年度と比べて「１回未満」、「１回以上３

回未満」、「３回以上５回未満」が増加しており、移動系音声通信の利用頻度の低下が進ん

でいることがうかがえる。 

 

【図表Ⅰ－35】 移動系通信端末での１週間当たりの通話利用回数 

 
出所：競争評価 2013・2014 利用者アンケート 
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次に、１週間当たりの通話利用時間についてみると、前年度に引き続き５分未満のライ

トユーザーの割合が５割を超えている。前年度と比べて「１分以上５分未満」が増加して

いるが、全体の傾向としてはほぼ横ばいとなっている。 

 

【図表Ⅰ－36】 移動系通信端末での１週間当たりの通話利用時間 

 
出所：競争評価 2013・2014 利用者アンケート 

 

④ 満足度等 

図表Ⅰ－37のとおり、現在主に利用している移動系通信サービスに対する満足度について、

「非常に満足」と「満足」という回答割合の合計は 40.9％であり、全体では前年度と比較す

ると増加している。 

同様に、図表Ⅰ－38 のとおり、現在主に利用している移動系データ通信速度に対する満足

度についても全体では 39.1％と増加している。 

ただし、どちらも主要な事業者間では若干の差異がみられる。 
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2013年度(n=1,829) 2014年度(n=1,761)
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【図表Ⅰ－37】 現在主に利用している移動系通信サービスに対する満足度 

 

出所：競争評価 2013・2014 利用者アンケート 

 

【図表Ⅰ－38】 現在主に利用している移動系データ通信速度に対する満足度 

 

出所：競争評価 2013・2014 利用者アンケート 

 

現在主に利用しているサービスを選択した理由について尋ねたところ、「月額利用料金が

安いこと」が 46.8％と最も多く、それに次いで「初期費用が安いこと」（37.2％）、「家族割

引があること」（33.5％）、「利用可能エリアが広いこと」（24.4％）の順となっており、前

年度の回答の多い順番と同じである。 
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【図表Ⅰ－39】 現在主に利用しているサービスを選択した理由 

 
（注） 複数回答可 

出所：競争評価 2013・2014 利用者アンケート 

 

(2) サービス変更 

需要側に着目して事業者間の競争の状況を分析する上で、料金やサービス品質と並んで、利

用者の他の事業者へのサービスの乗換えの自由度を表すスイッチングコスト22を測定することが

重要である。 

 

① スイッチングコスト等の構成及び試算 

一般的に携帯電話の利用者が他事業者の通信サービスに変更しようとした場合、転出手数料

（2,000 円=(b)）及び新規契約事務手数料（3,000 円=(c)）を支払わなければならないほか、長

期契約期間中に解約する場合には、解約事務手数料23（9,500 円=(a)）が必要となる。これら３

つの手数料（=(a)+(b)+(c)）は、主要事業者３社で共通である。３つの手数料以外のサービス

変更時に要するコストは、保有している端末等によって異なり、次のア及びイの場合に分けら

れる。また、様々な割引等が適用された場合の試算は後述のウ及びエのとおりである。 

  

                                                  
22 スイッチングコストについては、総務省「電気通信事業分野における競争状況の評価に関する基本方針」（2012 年

２月）において、サービスの乗換えにかかる手間・費用・時間・心理的抵抗などのコストのことと定義している。な

お、同基本方針において、電気通信サービスはネットワーク効果が大きく、新規顧客の囲込み競争を刺激する側面が

あるが、スイッチングコストの存在が他のサービスや他事業者への乗換えを困難とする競争制限的な側面も存在する

と指摘している。 
23 携帯電話各社は、１年又は２年を契約期間とする料金プランを提供しており、期間中に契約解除を行う場合は解約

手数料を支払う必要がある。その金額は、２年の契約条件の場合、おおむね 9,500 円となっている。 
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固定電話やインターネット接続回線サービス、ISPなど他の通信サービスとの一括
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【図表Ⅰ－40】 スイッチングコストの構成 

 

出所：総務省資料 

 

ア 端末を変更せずに他事業者のサービスに変更することが可能である場合（試算【Ａ】） 

SIM ロック解除が可能な端末の場合、利用者は SIM ロック解除を行うことで、他の事業者

のサービスに変更しても当該端末を継続して利用することが可能である。 

SIM ロック解除の手数料については、申込み方法により異なっており、2015 年５月１日以

降新たに発売される端末については、MNO３社ともにインターネットによる受付の場合は無

料となるが、店頭受付の場合は手数料24（3,000 円=(d)）が発生することとなる。その時の

スイッチングコストは次の式となる。 

[解約事務手数料]＋[転出手数料]＋[新規契約事務手数料]＋[SIM ロック解除手数料] 

＝(a)＋(b)＋(c)＋(d)＝14,500 円又は 17,500 円 

 

  

                                                  
24 NTT ドコモにおいては電話による受付も行っており、店頭受付の場合同様、3,000 円の手数料が発生する。 
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イ 端末を変更せずに他事業者のサービスに変更することが不可能である場合（試算【Ｂ】） 

現在利用中の機種が SIM ロック解除に対応していない場合などにおいては、新規の端末を

購入する必要がありその費用を負担しなければならないことから、スイッチングコストとな

る。 

事業者ごとに発売している端末の数と機種が多種多様であることから、一例としてiPhone6

及び XperiaZ4 について調べたところ、それぞれの端末価格については８万円から 10 万円程

度とキャリアによって価格設定が異なっている。 

 

【図表Ⅰ－41】 各社の端末価格例 

 
（注） 端末価格は各社ウェブサイト（オンラインショップ）に掲載されていたもの（2015 年７月時点）。 

出所：各社ウェブサイトを基に総務省作成 

 

また、転出元と転入先の事業者の違いでスイッチングコストに差が生じることとなる。こ

のため、iPhone6及びXperiaZ4の各種手数料及び新規端末購入費を番号ポータビリティ（MNP25）

の利用の有無に分けて主要３事業者間のスイッチングコストの関係を整理したところ、９万

円から 11 万円程度となる。 

 

  

                                                  
25 Mobile Number Portability の略。携帯電話・PHS の利用者が電話会社を変更した場合に、電話番号はそのままで変

更後の電話会社のサービスが利用可能となるもの。 

 携帯電話の番号ポータビリティは 2006 年 10 月 24 日から、携帯電話と PHS 間の番号ポータビリティは 2014 年 10 月

１日から開始。 

事業者 機種 購入価格

ドコモ iPhone6（64GB） ¥89,400

ドコモ XperiaZ4 ¥86,400

KDDI iPhone6（64GB） ¥80,000

KDDI XperiaZ4 ¥78,000

SBM iPhone6（64GB） ¥95,760

SBM XperiaZ4 ¥81,120

事業者 平均価格

ドコモ ¥87,900

KDDI ¥79,000

SBM ¥88,440

各社平均 ¥85,110
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【図表Ⅰ－42】 各種手数料及び新規端末購入費 

 

出所：公表資料等を基に総務省推計 

 

このことから、新規端末を購入する場合、各種手数料及び新規端末購入費のスイッチング

コストは次の式となる。 

[解約事務手数料]＋[転出手数料]＋[新規契約事務手数料]＋[新規端末購入費]  

＝(a)＋(b)＋(c)＋(e)＝９万円から 11 万円程度 

 

ウ 端末相当分の割引等適用（試算【Ｃ】） 

MNO 各社は端末価格に対応した金額を月額料金から割り引いており、端末価格相当の割引

等を考慮したのが図表Ⅰ－43 であるが、サービスの変更に伴う負担額は▲0.6 万円から６万

円程度まで圧縮される。 

 

【図表Ⅰ－43】 端末相当分の割引等適用 

 

出所：公表資料等を基に総務省推計 

iPhone6（MNPあり）

転入先
転出元 NTTドコモ KDDI SBM

NTTドコモ ¥97,500 ¥113,260

KDDI ¥106,900 ¥113,260

SBM ¥107,900 ¥98,500

（円） XperiaZ4（MNPあり）

転入先
転出元 NTTドコモ KDDI SBM

NTTドコモ ¥92,500 ¥95,620

KDDI ¥100,900 ¥95,620

SBM ¥101,900 ¥93,500

（円）

iPhone6（MNPなし）

転入先
転出元 NTTドコモ KDDI SBM

NTTドコモ ¥95,500 ¥111,260

KDDI ¥104,900 ¥111,260

SBM ¥104,900 ¥95,500

（円） XperiaZ4（MNPなし）

転入先
転出元 NTTドコモ KDDI SBM

NTTドコモ ¥90,500 ¥93,620

KDDI ¥98,900 ¥93,620

SBM ¥98,900 ¥90,500

（円）

iPhone6（MNPあり）

転入先
転出元 NTTドコモ KDDI SBM

NTTドコモ ¥43,167 ¥45,220

KDDI ¥33,100 ¥45,220

SBM ¥34,100 ¥44,167

（円） XperiaZ4（MNPあり）

転入先
転出元 NTTドコモ KDDI SBM

NTTドコモ ¥29,500 ▲6,389

KDDI ¥23,600 ▲6,389

SBM ¥24,600 ¥30,500

（円）

iPhone6（MNPなし）

転入先
転出元 NTTドコモ KDDI SBM

NTTドコモ ¥41,167 ¥43,220

KDDI ¥36,500 ¥43,220

SBM ¥36,500 ¥41,167

（円） XperiaZ4（MNPなし）

転入先
転出元 NTTドコモ KDDI SBM

NTTドコモ ¥42,500 ¥50,420

KDDI ¥63,600 ¥50,420

SBM ¥63,600 ¥42,500

（円）
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このことから、新規端末を購入するとともに、端末相当分の割引が発生する場合、そのス

イッチングコストは次の式となる。 

[解約事務手数料]＋[転出手数料]＋[新規契約事務手数料]＋[新規端末購入費] 

－[端末相当分の割引等]＝▲0.6 万円から６万円程度 

 

エ 学割等のキャンペーン割引等適用（試算【Ｄ】） 

図表Ⅰ－44 では、典型的なキャンペーンである学生割引による新規加入割引として利用者

に還元されることを前提に試算しているが、その結果として、サービス変更を行う利用者の

実質的な負担額は合計でゼロに近いか下回ることが分かった。 

 

【図表Ⅰ－44】 学割等のキャンペーン割引適用 

SIM ロック解除あり 

 
SIM ロック解除なし 

 

出所：公表資料等を基に総務省推計 

 

XperiaZ4（MNPあり）

転入先
転出元 NTTドコモ KDDI SBM

NTTドコモ ¥2,500 ¥15,500

KDDI ¥12,500 ¥15,500

SBM ¥13,500 ¥3,500

（円）

XperiaZ4（MNPなし）

転入先
転出元 NTTドコモ KDDI SBM

NTTドコモ ¥15,500 ¥15,500

KDDI ¥15,500 ¥15,500

SBM ¥15,500 ¥15,500

（円）

iPhone6（MNPあり）

転入先
転出元 NTTドコモ KDDI SBM

NTTドコモ ¥33,167 ¥35,220

KDDI ¥23,100 ¥35,220

SBM ¥24,100 ¥34,167

（円） XperiaZ4（MNPあり）

転入先
転出元 NTTドコモ KDDI SBM

NTTドコモ ¥14,500 ▲16,389

KDDI ¥18,600 ▲16,389

SBM ¥19,600 ¥15,500

（円）

iPhone6（MNPなし）

転入先
転出元 NTTドコモ KDDI SBM

NTTドコモ ¥31,167 ¥43,220

KDDI ¥36,500 ¥43,220

SBM ¥36,500 ¥31,167

（円） XperiaZ4（MNPなし）

転入先
転出元 NTTドコモ KDDI SBM

NTTドコモ ¥42,500 ¥50,420

KDDI ¥63,600 ¥50,420

SBM ¥63,600 ¥42,500

（円）
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このことから、SIM ロック解除（店頭受付）を行い端末の変更をせず、学割等のキャンペ

ーン割引適用が発生する場合、そのスイッチングコストは次の式となる。 

[解約事務手数料]＋[転出手数料]＋[新規契約事務手数料]＋[SIM ロック解除手数料] 

－[学割等のキャンペーン割引適用]＝0.2 万円から 1.6 万円程度 

 

また、新規端末を購入し、端末相当分の割引及び学割等のキャンペーン割引適用が発生す

る場合、そのスイッチングコストは次の式となる。 

[解約事務手数料]＋[転出手数料]＋[新規契約事務手数料]＋[新規端末購入費] 

－[端末相当分の割引等]－[学割等のキャンペーン割引適用]＝▲1.6 万円から６万円程度 

 

ただし、これら割引は MNO においては一般的となっているものの、資金力の違い等を背景

に、MVNO では同様の割引は容易ではないと考えられることから、MVNO への乗換えに当たっ

てのスイッチングコストは MNO への乗換えに比べてより高額となる点に留意が必要である。 

 

オ その他の割引 

事業者は、前述ウ及びエの割引等以外にも、特定の利用者を対象とした様々な割引を実施

している。その代表例である学生割引以外にも、番号ポータビリティ（MNP）の利用による

新規加入割引、基本料やタブレット導入割引、公衆無線 LAN サービスの無料提供、スマート

フォンのアプリ無料提供等が行われている。また、各販売代理店等が独自のキャッシュバッ

クキャンペーンを行っている場合もある。 

 

【図表Ⅰ－45】 各社の MNP キャンペーン概況 

 

（注１） 各種割引は、対象機種、学生、家族に学生がいること、年齢制限等の適用条件があるものがある（2015 年７月調べ）。 

（注２） 上記との組合せにより、各販売代理店等で様々な MNP に伴うキャッシュバックキャンペーン等を実施している。 

     各社ウェブサイトにより調査したところ、10,000 円～70,000 円程度のものがみられた（2015 年７月調べ）。 

出所：公表資料等を基に総務省推計 

 

事業者

端末分割払い金に相当する額等に
相当する割引

期間限定のキャンペーン

通信料からの
定期的な割引

端末代金割引
月々の

基本使用料割引
その他割引 備考

NTT
ドコモ

月々サポート
（最大93,312円～
最小13,608円）

デビュー割
・U25応援割
カケホーダイプランから500円割
引

・おかえりボーナス
最大10,800円割引（iPhone契
約時）

月々サポートと
デビュー割は機
種によっていず
れか一方が適用

KDDI
毎月割
（最大115,200円
～最小10,800円）

-
・誰でも割
プランによって割引率異なる
（最大で半額）

・夏っトク！iPhone乗りかえ
キャンペーン
本体価格最大10,000円割引

－

SBM
月月割
（最大92,520円～
最小24,480円）

-
・のりかえ割
（1,000円×10ヶ月=10,000円割
引）

－ －
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② キャッシュバックに係る長期利用ユーザーの料金負担 

短期間で携帯電話事業者を乗り換えるユーザー（MNP 利用者）は、長期間にわたり同一事業

者で同一端末を利用する利用者と比較して、毎月の支払額（月々サポート等による割引）及び

端末の購入代金相当額分（キャッシュバック）の双方において、優遇されている状況にあった

とされる。これらのコストは、長期利用ユーザーが負担している通信料の一部で賄われる状況

にあったとされる。 

多額のキャッシュバック等については、「ICT サービス安心・安全研究会」の報告書26（2014

年 12 月）等において、 研究会のヒアリング等において自主的な取組を実施していく方針が各

事業者から示されたことを踏まえ、SIM ロック解除等の競争環境整備を通じた適正化が提言さ

れている。これを受け、総務省では、2015 年 3 月、電気通信事業報告規則（昭和 63 年郵政省

令第 46 号）を改正し、販売奨励金等の支払総額の報告を受けることとなった。 

 

【図表Ⅰ－46】 キャッシュバックに係る料金負担のイメージ 

 

出所：総務省資料 

 

③ 番号ポータビリティの状況 

直近２年間の MNP の利用数は、2013 年度第 4 四半期（2014 年１月から３月まで）が最大の

約 260 万であり、次の四半期では各社キャッシュバックの収束等により約３分の１に減少して

いる。その後は携帯電話と PHS 間の番号ポータビリティ開始等を背景として増加傾向を示して

いる。  

                                                  
26 http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kiban08_02000152.html 

データ通信定額料
5,000円

ネット接続料
300円

基本料
2,700円

データ通信定額料
2,000円

ネット接続料
300円

基本料
4,200円
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【図表Ⅰ－47】 MNP の利用状況の推移 

 

出所：総務省資料 

 

④ SIM ロック解除の普及状況 

総務省では、海外渡航時や MNP の利用時など、利用者の SIM ロック解除に対する要望を踏ま

え、2010 年６月に「SIM ロック解除に関するガイドライン」（以下「SIM ロック解除ガイドライ

ン」という。）を策定している。 

これを受けて 2011 年度から、NTT ドコモ及びソフトバンクモバイルによる SIM ロック解除の

自主的な取組が開始された27。 

2014 年度末における SIM ロック解除可能な端末の種別数は、当該年度に発売された種別数

82 のうち、32（39.0％）であった。 

 

  

                                                  
27 実際には、2011 年度以前においても、ワイモバイル（旧イー・アクセス）及びノキアにおいて SIM フリー端末等が

販売されている。 
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【図表Ⅰ－48】 端末種別数及び SIM ロック解除可能な端末の種別数の推移 

 
出所：競争評価 2010～2014 事業者アンケート 

 

利用者アンケート結果によれば、SIM ロックの認知度は「聞いたことはある」も含めれば 83％

程度と上昇している。また、SIM ロック解除の意向のある利用者は「将来解除予定」を含める

と 28％程度であった（図表Ⅰ－49）。 

なお、SIM ロックを解除したことがある又は将来解除する予定のある利用者が挙げた SIM ロ

ック解除の理由としては「現在利用している端末を国内の他社のSIMで利用するため」が50.8％

と最も高かった（図表Ⅰ－50）。 

 

【図表Ⅰ－49】 SIM ロックの認知度等の推移 

 
出所：競争評価 2012～2014 利用者アンケート 
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【図表Ⅰ－50】 SIM ロック解除を行った理由 

 
（注） 複数回答可 

出所：競争評価 2012～2014 利用者アンケート 

 

総務省では、2014 年 12 月に前述の SIM ロック解除ガイドラインを改正28し、2015 年５月１

日以降新たに発売する端末については、原則無料で SIM ロックの解除を行うこととしている。

現在、各社は同ガイドラインに沿った SIM ロック解除に係る運用方針を公表しており、今後の

動向を注視する必要がある。 

 

⑤ その他のコスト 

現在の携帯電話契約で一般化している長期継続割引の自動更新については、利用者の負担

するスイッチングコストとして直接算定することが難しいが、利用者の選択を制限する側面

があることは否定できない。 

 

  

                                                  
28 http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kiban03_02000275.html 
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【図表Ⅰ－51】 長期継続割引の例(新料金プラン)  

 
出所：総務省資料 

 

携帯電話契約に関し、過去２年以内に契約期間が新たに進行する契約を店舗で行った者を

対象にしたアンケートでは、期間拘束・自動更新付契約への加入割合が 86.0％となっている

29（図表Ⅰ－52）。 

また、有期契約に関する意見として、有期契約者は「いつでも解約できるようにしてほし

い」という意見が最も多かった（図表Ⅰ－53）。 

 

  

                                                  
29 利用者視点からのサービス検証タスクフォース第４回（2015 年６月 29 日開催）資料３ 

http://www.soumu.go.jp/main_content/000366073.pdf 

事業者 NTTドコモ KDDI（au） ソフトバンクモバイル

名称 カケホーダイプラン 電話カケ放題プラン スマ放題

基本料金 2,700円＋データ定額料 2,700円＋データ定額料 2,700円＋データ定額料

契約期間 ２年間 ２年間 ２年間

自動更新 あり
（契約満了月の翌月以外に解約した場

合、解約金 （9,500円）が発生）

あり
（契約満了月の翌月以外に解約した場合、

解約金 （9,500円）が発生）

あり
（契約満了月の翌月以外に解約した
場合、解約金 （9,500円）が発生）

更新時期の
プッシュ型通
知

更新月を告知するメールの送
信（申込み不要）を開始

（2015年６月）

更新月を告知するメールの送
信（申込み不要）を開始

（2015年６月）

請求確定通知メールに更
新月の告知を追記すること

（申込不要）を開始
（2015年７月）

端末買換に関
する制約

なし なし なし
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【図表Ⅰ－52】 期間拘束・自動更新付契約への加入割合 

 

出所：利用者視点からのサービス検証タスクフォース資料を基に一部加工 

 

【図表Ⅰ－53】 移動系通信の有期契約に関する意見 

 

出所：競争評価 2014 利用者アンケート 

 

総務省では、「利用者視点からのサービス検証タスクフォース」30において、期間拘束・自

動更新付契約の在り方について利用者視点からの検証を行い、その成果を『「期間拘束・自

動更新付契約」に係る論点とその解決に向けた方向性』として取りまとめ、2015 年７月に公

表したところである。  

                                                  
30 http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/ict_anshin/index.html 
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１．４ MVNO サービスの動向 

(1) MVNO サービスの契約数の動向 

移動系通信分野において更なる競争促進を図り、一層多様かつ低廉なサービスの提供による

利用者利益の実現を図るため、また、電波の公平かつ能率的な利用を確保するため、MNO の無

線ネットワークを活用して多様なサービスを提供するMVNOの参入促進が必要不可欠である31こ

とから、MVNO サービスの動向について分析を行う。 

2014 年度末時点における MVNO サービスの契約数（MNO である MVNO の契約数を除いた数値）

は 952 万（前年度末比＋28.9％）と増加傾向である。その内訳をみると、携帯電話・PHS サー

ビスを利用しているものが 786 万（同＋31.8％）であるのに対し、BWA サービスの利用が 166

万（同＋16.0％）となっている。 

 

【図表Ⅰ－54】 MVNO（MNO である MVNO を除く）サービスの契約数の推移 

 
出所：総務省資料 

 

移動系通信の契約数に占める MVNO サービスの契約数（MNO である MVNO を除いた数値）の比

率は 6.1％（前年度末比＋1.1 ポイント）と増加傾向となっている。 

 

  

                                                  
31 総務省による 2014 年 10 月 31 日公表の「モバイル創生プラン」では、モバイルの活性化による成果のイメージとし

て、2013 年末において 670 万となっている MVNO 契約数が 2016 年中に 1,500 万になるとしている。 

http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kiban02_02000134.html 
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【図表Ⅰ－55】 移動系通信の契約数に占める MVNO（MNO である MVNO を除く）サービス

の契約数比率の推移 

 
出所：総務省資料 

 

2014 年 12 月末時点における契約数等について、MVNO 各社への事業者アンケートを行った。

当該アンケート結果から得られたデータに基づき、MVNO サービスの契約数を類型別にみると、

「モジュール型」は 272 万、「SIM カード型」は 195 万、「単純再販型」は 181 万、「その他サ

ービス」は 128 万であった。 

 

【図表Ⅰ－56】 MVNO サービス類型別の契約数 

 

（注１） 一次 MVNO のうち契約数３万以上の事業者を対象としたものであるため、契約数の合計は図表Ⅰ－54 と一致しない。 

（注２） 「モジュール型」 通信モジュール等を提供する事業形態（カーナビ、遠隔監視等）。 

「SIM カード型」 MNO とは異なる独自の料金プラン（月間通信量の制限による低料金のプラン）、月ごとプラン変更可等で

あり、SIM カードによるデータ通信サービス単体を提供する事業形態。 

「単純再販型」 MNO と同一の料金プランであり、全てのネットワークを MNO に依存したサービスを提供する事業形態。 

「その他サービス」 MVNE 事業など、上記に該当しない事業形態。 

出所：競争評価 2014 事業者アンケート 
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(2) MVNO サービスの事業者数の動向 

2014 年度末時点における MVNO サービスの事業者数は、MNO である MVNO を除くと 181 社（同

＋25 社）と、契約数と同様に増加傾向となっている。 

 

【図表Ⅰ－57】 MVNO サービスの事業者数の推移 

 

出所：総務省資料 

 

2014 年 12 月末時点における MVNO 事業者を契約数ベースで見た場合、MVNO サービスの契約

数が３万以上の事業者は 25 社、契約数 10 万以上の事業者は 18 社、契約数 50 万以上の事業者

は５社となっている。 

そのうち、「SIM カード型」を提供しているものは、契約数３万以上の事業者は 13 社、契約

数 10 万以上の事業者は９社、契約数 50 万以上の事業者は２社である。 
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【図表Ⅰ－58】 MVNO の事業規模別の事業者数及び「SIM カード型」提供事業者数 

 
（注） カッコ内は、2013 年 12 月末の数値。 

出所：総務省資料及び競争評価 2013・2014 事業者アンケート 

 

電気通信事業報告規則様式第 15 の２の報告対象事業者に対する事業者アンケートの結果、

2014 年 12 月末時点における卸電気通信役務による提供事業者は 19 社（前年度比＋６社）、事

業者間接続による提供事業者は２社（前年度末比＋１社）、卸・接続の両方による提供事業者

は５社（前年度比▲３社）となっている。 

 

【図表Ⅰ－59】 事業者間接続／卸電気通信役務別の MVNO 事業者数 

 

出所：競争評価 2013・2014 事業者アンケート 
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また、2014 年 12 月末時点における「データ通信のみ」を提供する MVNO サービスの事業者は

12 社（前年度比▲３社）であったのに対し、「音声通信・データ通信」の両方を提供している

MVNO は 14 社（前年度比＋７社）と増加している。 

 

【図表Ⅰ－60】 データ通信／音声通信別の MVNO 事業者数 

 

出所：競争評価 2013・2014 事業者アンケート 

 

さらに、2014 年 12 月末時点における MVNO サービスの提供事業者のうち、MVNE32実施事業者

は９社（前年度末±０社）、MVNE 非実施事業者は 17 社（前年度末＋４社）である。 

 

【図表Ⅰ－61】 MVNE 実施事業者数 

 

出所：競争評価 2013・2014 事業者アンケート 

                                                  
32 MVNO との契約に基づき当該 MVNO の事業の構築を支援する事業を営む者（当該事業に係る無線局を自ら開設・運用

している者を除く。）。次の２つの形態を想定。 

① MVNO の課金システムの構築・運用、MVNO の代理人として行う MNO との交渉や端末調達、MVNO に対するコンサ

ルティング業務などを行う場合であって、自らが電気通信役務を提供しない場合 

② 自ら事業用電気通信設備を設置し、一又は複数の MVNO に卸電気通信役務を提供する等の場合 

2013年度 2014年度

12

14

0

4

8

12

16

データ通信のみ 音声通信・データ通信

（単位：社数）

15

7

0

4

8

12

16

データ通信のみ 音声通信・データ通信

（単位：社数）

2013年度 2014年度

9

13

0

3

6

9

12

15

18

MVNE実施 MVNE非実施

（単位：社数）

9

17

0

3

6

9

12

15

18

MVNE実施 MVNE非実施

（単位：社数）



58 

 

(3) MVNO に関する利用者アンケート結果 

利用者アンケートの集計結果に基づき、MVNO の認知度を調べたところ、69.5％（前年度末比

＋20.1 ポイント）と上昇した。 

 

【図表Ⅰ－62】 MVNO の認知度 

 

出所：競争評価 2013・2014 利用者アンケート 

 

MVNO の今後の利用意向がある者のうち、音声・データともに利用したい答えた者が 56.3％

で最多となっている。  

 

【図表Ⅰ－63】 MVNO の今後の利用意向 

 

出所：競争評価 2013・2014 利用者アンケート 
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MVNOサービスの利用者が同サービスを利用する理由としては、「月額利用料金の安さ（56.6％）」、

「初期費用の安さ（30.3％）」、「都合の良い料金体系（18.4％）」等の料金面が大半を占めてい

る。 

 

【図表Ⅰ－64】 MVNO を利用する理由 

 
（注） 複数回答可 

出所：競争評価 2013・2014 利用者アンケート 

 

MVNO サービスの非利用者が同サービスを利用しない理由としては、「MVNO サービスの内容を

よく知らない（51.3％）」、「MVNO 事業者についてよく知らない（26.3％）」等、MVNO に対する

認知度の低さが多く挙げられているが、2013 年度よりもそれぞれ減少している。  

他方、「通信品質に不安がある（13.5％）」、「サポートに不安がある（13.4％）」、「魅力的な

端末がない(12.1％）」等の品質面等に関する不安を挙げる者が増加している。 
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【図表Ⅰ－65】 MVNO を利用しない理由 

 
（注） 複数回答可 

出所：競争評価 2013・2014 利用者アンケート 

 

MVNOサービスの利用者が利用する端末の調達方法は、2013 年度は「MVNOから購入（29.7％）」

が最多となっていたが、2014 年度は「国内販売の新規端末を購入（33.2％）」が最多となって

いる。 

 

【図表Ⅰ－66】 MVNO 利用者の端末の調達方法 

 
（注） 複数回答可 

出所：競争評価 2013・2014 利用者アンケート
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１．５ 評価に当たっての勘案要素 

(1) 上位レイヤーをレバレッジとしたネットワークレイヤーへの影響 

移動系データ通信市場における上位レイヤーとして、プラットフォームとコンテンツ・ア

プリケーションがある。フィーチャーフォンが主流の時代においては、携帯電話事業者が管

理・運営するプラットフォーム上でコンテンツ・アプリケーション事業者がビジネスを展開

する、携帯電話事業者による垂直統合型の事業展開が一般的であった。 

 

【図表Ⅰ－67】 上位下位レイヤーの全体像 

 

出所：公表資料等を基に総務省作成 

 

しかしながら、フィーチャーフォンに代わってスマートフォンの普及が進んでおり、図表

Ⅰ－68 の民間調査会社の推計によれば、2014 年度末時点におけるスマートフォンの契約数は

6,850 万であり、フィーチャーフォンとの合計の過半数を超えている。 
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【図表Ⅰ－68】 スマートフォン契約数等の推移 

 

 

（注） 2016 年３月末以降は予測値 

出所：MM 総研資料 

 

こうした環境変化を反映して、PC サイトで利用率の高いプラットフォーム事業者が移動系

通信の分野でシェアを伸ばしている。利用者アンケート結果によると、音楽配信、アプリマ

ーケット、動画配信、検索といった分野では、Apple 又は Google が首位となっているのは図

表Ⅰ－69のとおりである。国内事業者が一定のシェアを確保しているのは、検索分野の Yahoo!

と電子書籍の楽天 kobo が挙げられる。 

また、SNS では前年度は Facebook の利用者が最多であったが、2014 年度は LINE が最多と

なっている。どちらもほかのレイヤーと比較すると最近のサービスであることから、競争の

激しい分野と考えられる。 

NTT ドコモの d マーケットアプリストア、KDDI の LISMO Music、ソフトバンクモバイルの

UULA などに代表されるように、携帯事業者も上位レイヤーの各分野に進出しているが、かつ

ての垂直統合型の事業展開と比べると影響力は薄れており、昨年度と比較するとシェアは減

少傾向にある。 

利用者に対する訴求力が非常に高い上位レイヤー又は下位レイヤーの事業者がネットワー

クレイヤーで利用可能な通信サービスを制限している場合には、隣接事業領域から通信レイ

ヤーに対してレバレッジが働いていると考えられる。ただし、Apple の iPhone 端末が移動系

通信事業者３グループから発売されているとともに、SIM フリー端末も発売されていること等

を踏まえると、現段階ではそのようなレバレッジは働いているとはいえないが、引き続きそ

の動向を注視していくことが必要である。  
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【図表Ⅰ－69】 上位下位レイヤーのサービス提供状況・シェア 

  

出所：公表資料及び競争評価 2014 利用者アンケートを基に総務省作成 
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【図表Ⅰ－70】 上位レイヤーの各分野におけるサービス割合（音楽配信、アプリマー

ケット、検索、動画配信） 

音楽配信 

 
出所：競争評価 2011～2014 利用者アンケート 

 

アプリマーケット 

 
出所：競争評価 2011～2014 利用者アンケート 
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検索 

 
出所：競争評価 2011～2014 利用者アンケート 

 

動画配信 

 
出所：競争評価 2011～2014 利用者アンケート 

 

【参考】 プラットフォーム・端末レイヤーにおけるグローバル企業の伸長 

 
出所：各社公表資料を基に総務省作成 
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(2) ソフトフォン等による代替性の有無 

ソフトフォンについては、移動系音声通信市場の勘案要素となっているが、第１編第３章第

３節「ソフトフォンの動向」において詳述する。 
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２ 競争状況の評価 

 

（市場の規模） 

１ 2014 年度末時点における移動系通信全体の契約数は１億 5,722 万（前年度末比＋5.0％）と増加

している。移動系通信の一つである通信モジュールの契約数は 1,211 万（前年度末比＋17.3％）と

増加傾向であり、移動系通信の拡大の背景の一つとなっている。 

２ 単純合算の LTE の契約数は 6,778 万（前年度末比＋46.0％）、単純合算の携帯電話の契約数に占

める割合は 44.4％（前年度末比＋12.2 ポイント）となっており、単純合算の BWA の契約数は 1,947

万（前年度末比＋160.9％）と大きく増加している。ただし、BWA 契約数の大部分が BWA 用の周波数

に対応した LTE 端末に係るものとなっている。 

３ 2014 年度末時点における移動系音声通信サービスの契約数は 58 万（前年度末比▲17.7％）と近

年は減少傾向となっている。 

４ 2014年度末時点における移動系通信全体の売上高をみると、11兆6,864億円（前年度末比＋10.2％）

と増加傾向となっている。 

 

（事業者別シェア） 

５ 移動系通信全体の契約数における事業者別シェアは、NTT ドコモは 42.4％（前年度末比＋0.2 ポ

イント）、KDDI グループは 28.6％（前年度末比＋0.5 ポイント）、ソフトバンクグループは 29.0％

（前年度末比▲0.7 ポイント）となっている。ただし、同契約数には MVNO への提供回線数も含まれ

ること、スマートフォン等とは一契約当たりの収益が大きく異なる通信モジュールの契約数等も含

まれていることには留意する必要がある。 

６ 移動系データ通信市場の契約数における事業者別シェアは、NTT ドコモは 42.5％（前年度末比＋

0.2ポイント）、KDDIグループは28.6％（前年度末比＋0.5ポイント）、ソフトバンクグループは28.8％

（前年度末比▲0.6 ポイント）と、移動系通信市場全体とほぼ同じである。 

７ 単純合算の移動系音声通信市場の契約数における事業者別シェアは、NTT ドコモは 43.6％（前年

度末比±0.0 ポイント）、KDDI グループは 30.0％（前年度末比＋0.5 ポイント）、ソフトバンクグル

ープは 26.4％（前年度末比▲0.5 ポイント）となっている。 

８ 周波数ひっ迫度をグループ別でみた場合、契約数についてグループ内取引調整後、単純合算のい

ずれを用いた場合であっても、NTT ドコモが最も高い。 

 

（市場集中度） 

９ 移動系通信市場全体におけるグループ別の市場集中度（HHI）は、2014 年度末時点で 3,455 とな

っており、ほぼ横ばいで推移している。 
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10 移動系データ通信市場の HHI は 3,459 と移動系通信市場全体と近い数値であるとともに、ほぼ横

ばいで推移している。 

 

（料金及びサービス品質） 

11 従来、MNO 主要各社のスマートフォン向けデータ通信料金プランは、月額７GB を上限とされてい

たが、2014 年６月以降、MNO 各社はデータ通信に係る料金プランの多段階化と通話定額制等の組合

せを内容とする新料金プランを導入した。 

12 MVNO のサービス・料金については、MNO の料金プランと比較すると、データ通信量の上限が低い

ものの、月額料金が安いものが多い。 

13 移動系通信サービスの主要事業者のARPUをみると、NTTドコモは4,370円（前年度末比▲130円）、

KDDI は 4,550 円（前年度末比＋50 円）、ソフトバンクモバイルは 4,230 円（前年度末比▲220 円）

となっている。 

14 民間事業者の実施したサンプル調査の分析結果によると、LTE のデータ通信速度を事業者別にみ

ると、分布には差異がみられた。 

15 移動系通信端末でのインターネット利用時間及びデータ通信利用量は、前年度と比べていずれも

増加しているが、超高速サービス利用者についてはいずれも減少している。これは、同利用者とし

てライトユーザーが増えてきたことが考えられる。 

 

（サービス変更） 

16 利用者が他の事業者へ通信サービスを変更する際のコストとして、転出元事業者に対する解約事

務手数料や転出手数料のほか、転入先への新規契約事務手数料がかかるのが一般的である。更に、

SIM ロック解除に対応していない場合など、端末を変更せずに事業者を変更することが不可能な場

合には、転入先で端末を新たに購入しなければならず、新規端末購入費を加えたスイッチングコス

トが高額になる傾向がある。 

17 ただし、MNO では一般的に、サービス変更時に転入先の事業者がキャンペーン等による割引等を

行っていることから、実際に利用者が負担する金額がゼロ以下となる場合がある。転入先の事業者

の販売戦略によって割引等は大きく異なり、それが他の事業者へのサービス変更時に利用者が実質

的に負担する金額に影響することに留意する必要がある。 

18 直近２年間の MNP の利用数は、2013 年度第 4四半期（2014 年１月から３月まで）が最大の約 260

万であり、次の四半期では各社キャッシュバックの収束等により約３分の１に減少している。その

後は携帯電話と PHS 間の番号ポータビリティ開始等を背景として増加傾向を示している。 

19 2014 年度末における SIM ロック解除可能な種類数は、当該年度に発売された種類数 82 のうち、

32（39.0％）であった。 
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20 総務省では、海外渡航時や番号ポータビリティ制度の利用時など、利用者の SIM ロック解除に対

する要望を踏まえ、2010 年６月に SIM ロック解除ガイドラインを策定している。また、2015 年５

月１日以降新たに発売する端末については、原則無料で SIM ロックの解除を行うこととしている。

現在、各社は同ガイドラインに沿った SIM ロック解除に係る運用方針を公表しており、今後の動向

を注視する必要がある。 

21 携帯電話契約に関し、過去２年以内に契約期間が新たに進行する契約を店舗で行った者を対象に

したアンケートでは、期間拘束・自動更新付契約への加入割合が 86.0％となっている。また、有期

契約に関する意見として、有期契約者は「いつでも解約できるようにしてほしい」という意見が最

も多かった。 

22 総務省では、期間拘束・自動更新付契約の在り方の利用者視点からの検証等を行っている。 

 

（MVNO サービスの動向） 

23 2014 年度末時点における MVNO サービスの契約数（MNO である MVNO を除いた数値）は 952 万（前

年度末比＋28.9％）、移動系通信の契約数に占める MVNO サービスの契約数（MNO である MVNO を除い

た数値）の比率は 6.1％（前年度末比＋1.1 ポイント）と増加傾向となっている。 

24 利用者アンケート結果によると、MVNO の認知度は 69.5％（前年度末比＋20.1 ポイント）と上昇

した。また、MVNO サービスを利用する理由としては、「月額利用料金の安さ」などの料金面が大半

を占めている。 

25 反対に MVNO を利用しない理由としては、「MVNO サービスの内容をよく知らない」などの認知度の

低さを挙げる者が多く、次いで「通信品質に不安がある」などの品質面に関する不安が挙げられて

いる。 

 

（上位下位レイヤーをレバレッジとしたネットワークレイヤーへの影響） 

26 上位レイヤーのサービスシェアをみると、ネットワークレイヤーの移動系通信事業者が展開する

アプリケーションよりも、いわゆるプラットフォーム事業者のものの方が圧倒的に高い。 

27 有力なプラットフォーム事業者のほとんどが海外事業者であり、それぞれ強みを持つ分野が異な

る。例えば、Google はアプリマーケット（46.2％）、動画配信（85.4％）及び検索（40.3％）、Apple

は音楽配信（64.9％）及びアプリマーケット（47.6％）において高いシェアを有している。 

28 利用者に対する訴求力が非常に高い上位レイヤー又は下位レイヤーの事業者がネットワークレイ

ヤーで利用可能な通信サービスを制限している場合には、隣接事業領域から通信レイヤーに対して

レバレッジが働いていると考えられる。ただし、Apple の iPhone 端末が移動系通信事業者３グルー

プから発売されているとともに、SIM フリー端末も発売されていること等も踏まえると、現段階で

はそのようなレバレッジは働いているとはいえないが、引き続きその動向を注視していくことが必

要である。 
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（市場支配力の評価） 

29 移動系通信における市場支配力に関しては、移動系データ通信市場・移動系音声通信市場ともに、

契約数シェアをグループ別でみた場合、首位の NTT ドコモの契約数シェアは高く、同社が単独で市

場支配力を行使し得る地位にあると考えられる。 

30 NTT ドコモの契約数シェアは、これまでの減少傾向からわずかに増加に転じているが、契約数に

は MVNO への提供回線数や通信モジュールも含まれている中で、収益シェアは引き続き減少傾向で

あり、２位以下の事業者との格差が縮小していることを踏まえると、これまで低下していた同社の

市場支配力を行使し得る地位が上昇しているとはいえず、競争状況の転換が生じているかについて

は引き続き注視することが必要である。 

31 2014 年度末時点における３グループの移動系通信の契約数シェアは 100％であり、また市場集中

度（HHI）が 3,455 と高い水準にあることから、複数事業者が協調して市場支配力を行使し得る地

位にあると考えられる。 

32 しかしながら、スマートフォン等の普及が進む中、MVNO も含めて激しい顧客獲得競争を展開して

いるとともに、NTT ドコモ、KDDI 及びソフトバンクモバイルの３社がいずれも第二種指定電気通信

設備に係る規制措置の対象となっていること等に鑑みれば、NTT ドコモが単独で、又は複数事業者

が協調して市場支配力を実際に行使する可能性は低い。 

 

（料金・サービスの評価） 

33 上位 MNO３社の旧料金プランにおけるデータ定額通信料は、スマートフォンへの移行や LTE サー

ビス開始等を経て、ほぼ同一の料金水準で推移している。また、新料金プランについても、通話定

額料金を含む基本料が３社いずれも同額となっている等、若干の違いはあるものの、おおむね横並

びとなっている。そこで、料金水準だけに着目すれば、上位 MNO３社の料金競争が十分に機能して

いるとは言い難い。 

34 このような中で、更なる競争の促進のためには、MVNO の事業展開の更なる促進のほか、サービス

変更の自由度を表すスイッチングコストについて、各事業者等の取組等を踏まえつつ検証を行って

いくことが重要となる。 
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補論 固定ブロードバンド・モバイルインターネットの上流サービスの利用分析に関する調査研究 

 

１ 分析の目的 

１．１ 分析の背景 

近年、電気通信サービスを巡る環境は著しい変化を続けている。移動系通信ネットワークに

おける LTE や BWA 等の超高速ブロードバンド提供の一般化、端末におけるスマートフォン、タ

ブレット PC 等の高機能機種の普及、多様なコンテンツ、アプリケーション等のマルチプラッ

トフォーム化等を背景に、用途に応じて単体のみではなく、複数のネットワーク、端末、サー

ビス等を組み合わせて利用する姿が日常的にみられるようになっている。 

また、ビジネスモデルも従来の音声通信、データ通信の個別サービスから、ドコモ光、au

スマートバリュー、SoftBank 光等の固定と移動等の組合せに代表される連携サービスの提供へ

と大きく様変わりしてきている。更に、コンテンツ、SNS、検索、動画配信や音楽配信等のプ

ラットフォーム、端末といったネットワーク以外の上位下位レイヤーのサービスや他業種との

業務提携等も積極的な取組が進められている。 

このような状況を踏まえ、経年における各通信サービスの利用動向や、上位レイヤー利用と

の相関性等を把握する観点から、2011 年度から京都大学大学院経済学研究科の依田高典研究室

との共同で「固定ブロードバンド・モバイルインターネットの上流サービス利用分析」を継続

的に実施しており、本分析は当該調査結果を踏まえたものである。 

なお、移動系通信の高速ブロードバンド化の進展に伴い、固定系通信を利用せず、移動系通

信のみを利用する者が増加している状況を踏まえて、前年度（2013 年度）から、調査対象とし

て同対象者を加える形で拡充を行った。具体的には今年度（2014 年度）は、従来の調査対象で

ある「移動系通信・固定系通信の両サービスを利用する者」（n=2,129）に、「固定系通信を使

わない、移動系通信サービスのみの利用者」（n=1,037）を加えて調査・集計・分析を行ってい

る。 

 

【図表Ⅰ－補 1】 京都大学大学院経済学研究科依田高典研究室との分析協力の推移 
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１．２ 調査・分析手法 

本分析では、移動体通信サービスの利用者について、ネットワークレイヤーにおける消費者

調査の結果について述べた後、下位レイヤー（端末レイヤー）におけるスマートフォンの普及

に関する消費者調査の結果について述べ、続いて上位レイヤー（コンテンツ・プラットフォー

ムレイヤー）における消費者調査の結果を述べる。 

なお、分析に当たっては、京都大学大学院経済学研究科依田高典研究室を中心に、東京経済

大学経済学部黒田敏史研究室、静岡大学情報学部髙口鉄平研究室の協力により実施している。 
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２ 移動系通信市場の上流サービスの利用分析 

２．１  アンケート結果における利用者実態 

(1) 利用者の移動系通信に関する選択 

移動系通信の種別選択については、3G から LTE や BWA への移行が過去４年で急速に進展して

おり（2011 年度 2.1％ → 2014 年度 64.0％）、超高速ブロードバンドへの移行がみられる。一

方で PHS については、多少の変動はありつつも、過去５年はほぼ横ばい（2010 年度 1.7％→2014

年度 1.4％）で推移しており、一定規模の利用が継続している。 

移動系通信事業者の選択に関して、「最も良く利用するサービス」として利用者から回答のあ

った事業者をシェアの推移からみた場合、NTTドコモ、KDDI 及びソフトバンクモバイルの三事業

者のシェアは、多少の変動はありながらも、おおむねそれぞれ横ばい傾向を示している。なお、

これはあくまでアンケートによる限定された結果であり、実際のシェアと必ずしも一致してい

ない点には留意が必要である。 

 

【図表Ⅰ－補２】 移動系通信の種別、事業者選択別の利用状況の推移 

 
出所：競争評価 2005～2014 利用者アンケート



74 

(2) 移動系通信端末の端末形態ごとの利用状況 

利用者が現在利用している端末について、端末形態別（従来型携帯電話、スマートフォン、

タブレット、データ通信端末の別（複数回答可））の利用状況を尋ねたところ、スマートフォ

ンの利用率が 53.3％（2013 年度 46.5％）であり、従来型端末の利用率の 46.8％（2013 年度

59.9％）を超える結果であった。また、最もよく利用している端末についても、スマートフォ

ンが 51.2％で最多の回答を得ており、スマートフォンが利用の中心となっている状況がうかが

える。また、タブレット端末を最もよく利用していると回答した者は、今回は 3.6％（2013 年

度 0.9％）と伸びを見せていることから、利用者の用途に応じた端末選択が広がっているので

はないかとの推測が可能である。 

事業者ごとに、従来型端末、スマートフォン、タブレット端末、その他の端末形態の利用状

況をみると、NTT ドコモでは、従来型端末利用者が最多（47.1％）、タブレット（41.8％）とス

マートフォン（39.1％）はほぼ同程度であるのに対して、KDDI とソフトバンクモバイルはそれ

ぞれスマートフォンが最多（KDDI：30.6％、ソフトバンクモバイル：27.2％）であり、事業者

別の利用実態が異なる状況がうかがえる。 

スマートフォン・タブレットを使用 OS のシェアからみると、スマートフォンでは Android

と iOS の上位二つの OS が市場の 98.6％（2013 年度 96.7％）、タブレットでは Android と iOS

の上位二つの OS が市場の 91.0％（2013 年度 58.8％）を占めており、いずれも両 OS による寡

占化傾向がうかがえる。 

 

【図表Ⅰ－補３】 端末形態ごとの利用状況、事業者シェア、OS シェア 

 

出所：競争評価 2014 利用者アンケート 
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(3) 移動系通信端末の用途別の利用意向 

移動系通信端末の利用用途について、どの端末でどのようなサービスを利用したいかを尋ね

たところ、従来型端末では、通話 43％（2013 年度 49％）、携帯メール 52％（2013 年度 56％）

であり、他のサービスに比べると突出して高い利用意向率であった。この２つのサービスは対

前年度比で微減にとどまることから、利用習慣が定着したサービスが継続利用される様子が、

また他の比較的新しいサービスでの利用率の伸び悩み（例：SNS 2013年度3％→ 2014年度2％、

オンラインショッピング 2013 年度 2％→ 2014 年度 2％）からは、従来型端末では、新規サ

ービスの利用が広がっていないとの様子が、それぞれうかがえる。 

スマートフォンは、通話（34％）や携帯メール（37％）のほか、SNS（42％）、地図（52％）、

音楽（42％）、スケジュール（41％）、Web/PC メールの閲覧（41％）など、幅広いサービスで一

定の利用意向率を示しており、これらのサービスがスマートフォンを中心に利用されている様

子がうかがえる。 

タブレットでは、スマートフォンで利用意向率の低い、電子書籍・コミック購読（スマート

フォン 15％、タブレット 41％）、オフィスドキュメントの閲覧・作成（スマートフォン 14％、

タブレット 31％）の利用意向率が高い。また、Web 閲覧（34％）も一定の利用意向率を示して

いる。一方で、従来型端末で利用意向率の高い、通話（5％）や携帯メール（2％）のサービス

は圧倒的に低い数値を示している。 

各サービス中、パーソナルクラウド（53％）、オフィスドキュメントの閲覧・作成（54％）の

利用については、「どれも当てはまらない」との回答が過半数を占めた。このように各サービス

で端末による利用意向率が大きく違う結果から、移動系通信端末のみではなく、固定系通信も含

めて用途に応じた使い分けが進んでいるのではないかとの推察が可能と思われる。 

 

【図表Ⅰ－補４】 用途別にみた移動系通信端末の利用意向 

 

出所：競争評価 2014 利用者アンケート 
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(4) 移動系通信端末の組合せ保有の意向 

移動系通信端末の多様化に伴い、いずれかの端末を１台だけを保有するのではなく、複数の

移動系通信端末を保有、用途に応じて使い分けて利用する者が出ていることから、端末の保有

意向を尋ねたところ、複数台持ちを希望する者が増えている（2013年度38％ → 2014年度42％）

一方で、１台持ちを希望する者が減っている（2013 年度 50％ → 2014 年度 47％）との結果が

示された。 

また、移動系通信端末について、どの端末とどの端末を組み合わせて保有したいのか等の意

向を尋ねたところ、 

 ・ 従来型端末＋スマートフォンは横ばい（2013 年度 11％ → 2014 年度 10％）、 

 ・ 従来型端末＋タブレットは増加（2013 年度 13％ → 2014 年度 15％）、 

 ・ スマートフォン＋タブレットは増加（2013 年度 12％ → 2014 年度 15％） 

等との結果を得た。この状況からは、複数台利用が定着しつつあること、利用端末の選択が多

様化している様子がうかがえる。 

 

【図表Ⅰ－補５】 移動系通信端末の組合せ保有の意向 

 

出所：競争評価 2013・2014 利用者アンケート 
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２．２ 移動系通信における上流サービスの利用分析 

移動系通信における上流サービスを、メールサービス、検索サービス、SNS、電子書籍スト

ア、動画サイト、音楽サービス、アプリマーケット、決済サービス、個人向けクラウド及び地

図サービスに分類した上で、各サービスの利用状況について尋ねたところ、回答者全体で利用

率が過半数を超えたのは、メールサービス（93.3％）、検索サービス（66.8％）及び地図サー

ビス（52.7％）の３サービスのみであり、その他のサービスでは利用率が半数未満との結果で

あった。 

一方、スマートフォン利用者に限定した場合の上流サービスの利用率をみると、地図サービ

スが 77.3％、アプリマーケットが 72.2％、動画サイトが 71.2％、SNS が 70.8％であり、端末

を限定しない場合に比べて高い利用率を示していた。また、スマートフォン・タブレットの OS

別の利用率をみた場合、Android 端末の利用者に比べて、iOS 端末の利用者の方が、多くのサ

ービスで高い利用率を示していた。 

なお、上流サービスの利用が通信事業者の選択に影響を与えるのではないかという仮説に対

しては、多くの移動系通信端末やサービスが複数事業者から提供されるようになった現状を踏

まえれば、利用者は単に嗜好で端末やサービスを選択しているに過ぎず、ネットワーク選択に

は影響を与えていないのではないかとの指摘が、競争評価アドバイザリーボードの構成員から

行われている。 

 

【図表Ⅰ－補６】 移動系通信端末からの上流サービスの利用状況 

 
 出所：競争評価利用者 2014 アンケート 
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３ 固定系通信市場の上流サービスの利用分析 

３．１ アンケート結果における利用者実態 

(1) 固定系通信の種別、事業者選択別の利用状況 

固定電話の種別選択に関して、利用者アンケートにおける NTT 加入電話等の固定電話と光 IP

電話の割合の変化をみると、光IP電話への移行が緩やかに推移している様子がうかがえる。 

固定電話の事業者選択の推移に関しては、NTT 東西のシェアについて、2014 年度は増加して

いるものの、長期的には減少傾向にある。また KDDI のシェアは、2014 年度は減少しているも

のの、長期的には増加傾向にある。ただし、これはあくまでアンケートによる限定された結果

であり、実際のシェアと必ずしも一致していない点には留意が必要である。なお、2013 年度か

ら、グループ化に伴い、KDDI に J:COM 及び CTC が含まれた形で集計が行われているため、当該

年度の KDDI のシェアの変化は、その点を念頭に考えることが必要である。 

 

【図表Ⅰ－補７】 固定系通信の種別、事業者選択別の利用状況の推移 

 

出所：競争評価 2005～2014 利用者アンケート 
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(2) 固定系ブロードバンドの種別、事業者選択別の利用状況 

固定系ブロードバンドの回線種別の選択の変化をみると、経年で ADSL から FTTH への移行が

進展している様子がうかがえる（FTTH／2005 年度 20.5％ → 2014 年度 71.7％、ADSL／2005

年度 62.9％ → 2014 年度 12.1％）。また、CATV インターネットは一定の割合を維持しつつ、

推移している様子がうかがえる（2005 年度 16.5％ → 2014 年度 16.2％）。 

固定系ブロードバンドの事業者選択の推移をみると、NTT 東西のシェアは、緩やかな増加傾

向（2005 年度 40.1％ → 2014 年度 49.8％）にある。また、KDDI のシェアはおおむね拡大傾向

にあるものの（2005 年度 3.2％ → 2014 年度 22.6％）、前項と同様、2013 年度からグループ化

に伴い、KDDI に J:COM 及び CTC を含めた形で分析している点には留意が必要である。一方で、

ソフトバンクのシェアは減少傾向にあるが（2005 年度 27.1％ → 2014 年度 7.9％）、これは、

同社が以前大きなシェアを有していた ADSL の利用者が、前述のように FTTH サービスに移行し

て、大きく数を減らしている実態が反映されたものと考えられる。なお、前項同様、これはあ

くまでアンケートによる限定された結果であり、実際のシェアと必ずしも一致していない点に

は留意が必要である。 

 

【図表Ⅰ－補８】 固定系ブロードバンドの種別、事業者選択別の利用状況の推移 

 
出所：競争評価 2005～2014 利用者アンケート 
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(3) サービスの移行に係る利用者意向 

固定電話の光 IP 電話への移行に関して、調査時点で固定電話を利用している者に光 IP 電話

への移行希望を尋ねたところ、IP 電話への移行を希望する者は、全体としてはおおむね減少傾

向にありながらも、10％台を保って推移している状況が示されている。この結果から、光 IP

電話への移行を希望しているものの、いまだに光 IP 電話に移っていないユーザーが一定数存

在していることが推測される。また移行希望先としては NTT 東西の光 IP 電話が最多である点

は（2014 年度 6.7％）、2008 年度の調査開始以降変わっていない。 

また、ADSL から FTTH への移行に関しては、調査時点における ADSL ユーザーの FTTH 移行希

望は、2008年度の調査開始以降、20％以上を保っており（2008年度31.0％ → 2014年度26.3％）、

ADSL 利用者中には、まだなお一定比率で FTTH 移行希望者がいることが示されている。 

 

【図表Ⅰ－補９】 固定系ブロードバンドの種別、事業者選択別の利用状況の推移 

 

出所：競争評価 2008～2014 利用者アンケート 
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(4) 固定系ブロードバンドにおける各サービスの利用状況 

固定系ブロードバンドでよく利用するサービスを尋ねたところ、無料音楽配信と無料動画配

信では横ばい傾向にある一方、オンラインショッピングとネットバンキングでは減少傾向にあ

った。このような減少傾向については、移動系通信における利用が進んでいることを背景とし

ている可能性がある。 

 

【図表Ⅰ－補 10】 固定系ブロードバンドでよく利用するサービス 

 
出所：競争評価 2005～2014 利用者アンケート 
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３．２ 固定系通信における上流サービスの利用分析 

固定系ブロードバンドにおける上流サービスの利用状況について尋ねたところ、検索サービ

ス、メールサービス及び決済サービスの各利用率が 90％超であった。次いで、地図・ナビゲー

ションサービスの利用率が 80％台、動画配信サービスの利用率が 80％前後であることから、

固定系ブロードバンド上で多くの上流サービスが常態的に利用されている様子がうかがえる。 

ただし、上流サービスの利用で、FTTH、ADSL 及び CATV の利用回線別による大きな差は見ら

れない。このことは、各回線における実効速度等の利用環境の違いは各サービスの実際の利用

には大きな影響を与えていない、つまりどの回線でも各サービスを支障なく利用できる環境が

提供できていることを示しているのではないかと思われる。 

 

【図表Ⅰ－補 11】 固定系ブロードバンドにおける上流サービスの利用状況 

 

出所：競争評価 2014 利用者アンケート 
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４ プライバシーポリシーの認知度・理解度・信頼度 

プライバシーポリシー全般における理解状況等について尋ねたところ、認知度（76.3%）、理解度

（52.9%）、信頼度（35.3%）の順であり、2012 年度の調査開始以降、順位に変動はない。 

また経年的にみた場合、認知度（2013 年度 69.9％ → 2014 年度 76.3%）、理解度（2013 年度 43.3％ 

→ 2014 年度 52.9%）、信頼度（2013 年度 29.6％ →2014 年度 35.3%）であり、いずれも上昇傾向に

あることが分かる。 

なお、本件調査に関して、特に認知度、理解度における 50％超という高い数値に対して、競争評

価アドバイザリーボードの構成員から、実体感として、プライバシーポリシーという名称ではなく

その内容に対する認知、各 Web サービス個々のプライバシーポリシーに対する姿勢等に係る一般的

な取組から考えると違和感が生じるとの指摘があったことから、今後同様の調査を行う場合は、指

摘の点を踏まえた設問の見直し等の検討が必要と考える。 

 

【図表Ⅰ－補 12】 プライバシーポリシーに係る認知度・理解度・信頼度 

 

出所：競争評価 2012～2014 利用者アンケート 
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第１節 固定系ブロードバンド市場 

 

１ 本節では、「固定系ブロードバンド市場」について分析・評価を行う。 

２ 具体的には、評価のための指標として、以下の基本データについて分析を行う。 

(1) 市場の規模 

(2) シェア及び市場集中度 

(3) 設備競争 

(4) 加入光ファイバに係る事業者間取引 

また、評価に当たっての勘案要素として、参入が進んでいないエリアの状況、加入電話からのレ

バレッジ及び移動系データ通信による代替性についても分析を行う。 

３ これらの分析結果に基づき、固定系ブロードバンド市場に関し、以下の点について競争状況の評

価を行う。 

(1) 単独又は複数の事業者による市場支配力の存在の有無 

(2) 上記市場支配力の存在が認められる場合には、その行使の有無 

(3) 料金・サービスの評価 

４ 本章における地域ブロック別の分析に当たっては、電気通信事業分野における競争状況の評価に

関する実施細目 2014 において定めた固定系データ通信の市場画定（地理的市場）に基づき行う。 

    

   

固定系ブロードバンド市場

ブロック別 

北海道  

東北   

関東   

中部  

沖縄   

九州  

四国  

中国  

近畿  
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１ 市場の動向 

１．１ 供給側データに係る分析 

(1) 市場の規模 

① 契約数 

固定系ブロードバンド市場（FTTH1、DSL2、CATV インターネット3及び FWA4。以下、特段の記

載が無い限り本章において同じ。）における総契約数は、2014 年度末で 3,680 万（前年度末比

＋2.7％）であり、引き続き増加傾向にある（図表Ⅱ－１）。 

サービス別の契約数の推移をみると、DSL が引き続き減少傾向となっており、後述のとおり

CATV インターネットも 2014 年度において実質的に微減に転じた中、固定系ブロードバンド契

約数の 72.3％を占める FTTH については 2,661 万（前年度末比＋5.1％）と増加している。しか

しながら、FTTH 契約数の増加率は近年鈍化してきている状況にある（図表Ⅱ－２）。 

 

【図表Ⅱ－１】 固定系ブロードバンド市場の契約数の推移 

 
（注） 一部の事業者により契約数について集計方法の変更が報告されたため、2015 年３月末の固定系ブロードバンド合計及び CATV

インターネットの契約数について、前年との間で変動が生じている。 

出所：総務省資料

                                                  
1 光ファイバ回線でネットワークに接続するアクセスサービス（集合住宅内等において一部電話回線を利用する VDSL

等を含む）。 
2 電話回線（メタル回線）でネットワークに接続するアクセスサービス（ADSL 等）。 
3 ケーブルテレビ回線でネットワークに接続するアクセスサービス。 
4 固定された利用者端末を無線でネットワークに接続するアクセスサービス。 
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【図表Ⅱ－２】 固定系ブロードバンド市場の契約数の増減率の推移 

 
（注） 一部の事業者により契約数について集計方法の変更が報告されたため、2010 年３月末と 2015 年３月末の固定系ブロードバ

ンド合計及び CATV インターネットの契約数について、前年度との間で変動が生じている。 

出所：総務省資料 

CATV インターネットの契約数については、2013 年度末から 2014 年度末にかけて契約数が増

加しているが、これは、一部の事業者により契約数の集計方法の変更が報告されたことが背景

にある。四半期ごとの契約数推移では 2014 年３月末をピークに減少しており、2015 年３月末

の契約数についても、変更により増加した契約数（約 50 万）5を除くと 2014 年 12 月末の契約

数よりも減少となることから、CATV インターネットの契約数は 2014 年度から実質的には減少

傾向にあるといえる6。 

【図表Ⅱ－３】 CATV インターネット契約数の推移（2014 年度・四半期ごと） 

 
（注） 一部の事業者により契約数について集計方法の変更が報告されたため、2015 年３月末の契約数について、前期との間で変動

が生じている。 

出所：総務省資料

                                                  
5 集計方法の変更により増加となった CATV インターネットの契約数には、固定系超高速ブロードバンドに該当するも

の（通信速度下り 30Mbps 以上のもの）は含まれていない。 
6 「電気通信サービスの契約数及びシェアに関する四半期データの公表」（平成 27 年度第１四半期（６月末））（2015

年９月 30 日 総務省報道発表）においては、事業者報告の修正により、前期との間の変動が解消されているが、契約

数推移の傾向が異なることに留意する必要がある。 

http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kiban04_02000096.html 
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固定系超高速ブロードバンド市場（FTTH 及び通信速度 30Mbps 以上の CATV インターネット。

以下本章において同じ。）における契約数は、2014 年度末で 2,970 万（前年度末比＋5.7％）と

なっており、固定系ブロードバンド市場に比べて高い増加率となっている。CATV インターネッ

トについても、通信速度下り 30Mbps 以上に限定した場合は増加傾向となっている。 

【図表Ⅱ－４】 固定系超高速ブロードバンド市場の契約数の推移 

 
出所：総務省資料 

② 売上高 

固定系ブロードバンド市場における売上高については、2014 年度末において１兆 7,880 億円

（前年度末比＋5.5％）となっており、サービス別では FTTH が全体の 67.8％を占めている。 

【図表Ⅱ－５】 固定系ブロードバンド市場の売上高の推移 

 
（注） 各社の公表資料等を基に市場の売上高を推計                           出所：総務省資料

1,916

2,180

2,418

2,624

2,808
2,970

1,780 

2,022 

2,230 
2,385 

2,532 
2,661 

136 158 187 238 276 309 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

10.3 11.3 12.3 13.3 14.3 15.3

固定系超高速ブロードバンド FTTH CATV（下り30Mbps以上）（単位：万契約）

8,508 
9,844 

10,963 11,607 11,914 12,121 

4,386 
3,404 

2,686 2,179 1,831 2,011 

2,534 
2,900 

2,946 2,751 3,200 
3,748 15,427 

16,148 16,595 16,537 16,944 
17,880 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度

FTTH売上高 ADSL売上高 CATVインターネット売上高
（単位：億円)



91 
 

(2) シェア及び市場集中度（HHI） 

① 固定系ブロードバンド 

固定系ブロードバンド市場の契約数における事業者別シェアをみると、2014 年度末時点で

NTT 東西は 54.2％（前年度末比▲0.4 ポイント）となっており、KDDI グループ（KDDI、沖縄セ

ルラー、JCN、CTC、OTNet 及び J:COM グループ（14.3 以降）が含まれる。以下、特段の記載が

無い限り本章において同じ。）は 20.6％（同＋1.4 ポイント）、ソフトバンク7（ソフトバンク

BB、ソフトバンクテレコム、ワイモバイル（14.3 以降）が含まれる。以下、本章において同じ。）

は 6.7％（同▲1.4 ポイント）、ケイ・オプティコムは 4.1％（同±0ポイント）となっている。 

2014 年度末の固定系ブロードバンド市場の市場集中度（HHI）8については、3,495（前年度

末比▲５）となっている。 

 

【図表Ⅱ－６】 固定系ブロードバンド市場の契約数における事業者別シェア及び市場

集中度（HHI）の推移 

 
（注１） この固定系ブロードバンド市場における契約数の事業者別シェアは FTTH、DSL 及び CATV インターネットを対象としてお

り、FWA を含んでいない。 

（注２） HHI の算出に当たっては、JCN（13.3 以降）及び J:COM グループ（14.3 以降）は KDDI グループに属するものとしている。 

（注３） その他 NTT のシェアには、NTT MEDIAS、NTT-ME 及び NTT ビジネスソリューションズが含まれる。 

（注４） その他電力系事業者のシェアには、北海道総合通信網（11.3 まで）、東北インテリジェント通信（10.3 まで）、北陸通信

ネットワーク、四国通信ネットワーク、エネルギア・コミュニケーションズ、ファミリーネット・ジャパン及びケイオプテ

ィ・サイバーポート（11.3 まで）が含まれる。 

（注５） NTT 東西のシェアについては、四捨五入の関係上、グラフ中の合計値と合わない場合がある。以下同じ。 

（注６） UCOM は丸紅アクセスソリューションズと合併し、アルテリア・ネットワークスに社名変更（14.3 以降）。以下同じ。 

出所：総務省資料

                                                  
7 2015 年４月１日にソフトバンク BB、ソフトバンクテレコム、ワイモバイルはソフトバンクモバイルに吸収合併、同

年７月１日にソフトバンクに商号変更を行っている。ただし、本章においては特段の記載が無い限り、同年３月末現

在の社名で表記する。 
8 第１編第１章脚注９参照 
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2014 年度末における固定系ブロードバンド市場の事業者別シェアを東日本地域と西日本地

域別9にみると、東日本地域では NTT 東日本が 57.2％（前年度末比▲1.2 ポイント）、西日本地

域では NTT 西日本が 50.9％（前年度末比＋0.5 ポイント）を占めており、東日本地域では NTT

東日本のシェアが減少している（図表Ⅱ－７）。 

その他の事業者についてみると、東日本地域では KDDI グループのシェアが大きく、西日本

地域では KDDI グループと電力系事業者のシェアが大きい状況となっている（東日本地域では

KDDI グループ 24.8％、電力系事業者 0.8％であるのに対し、西日本地域では KDDI グループ

16.0％、電力系事業者 12.5％）。 

市場集中度（HHI）については、東日本地域は 3,961（前年度末比▲74）、西日本地域では 3,121

（前年度末比＋65）となっており、競争事業者のシェアが大きい西日本に比べて東日本の方が

高い傾向にある。 

地理的市場である地域ブロック別にみると、近畿以外の地域で NTT 東西のシェアが５割を超

えている。また、前年度末と比べて NTT 東西のシェアが増加しているのは中部・近畿・四国・

九州、NTT 東西のシェアが減少したのは北海道・沖縄、東北・関東においては横ばいとなって

いる。KDDI グループが大きくシェアを伸ばした沖縄を除くと、各地域にて微増・微減があるも

のの、前年度末と比べて大きな変化はないといえる（図表Ⅱ－８）。 

市場集中度（HHI）については、最も高いのは東北で 5,843、最も低いのは近畿で 2,846 とな

っている。 

【図表Ⅱ－７】 固定系ブロードバンド市場の契約数における事業者別シェア及び市場

集中度（HHI）の推移（東西別） 

 
出所：総務省資料

                                                  
9 東日本地域及び西日本地域は、NTT 東日本及び NTT 西日本それぞれのサービス提供エリアに準じる。 
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【図表Ⅱ－８】 固定系ブロードバンド市場の契約数における事業者別シェア及び市場

集中度（HHI）の推移（地域ブロック別） 

 
 

出所：総務省資料 

② 固定系超高速ブロードバンド 

固定系超高速ブロードバンド市場の契約数における事業者別シェアをみると、2014 年度末時

点で NTT 東西は 63.0％（前年度末比▲1.3 ポイント）となっており、KDDI グループ（J:COM グ

ループを除く）10は 11.2％（同＋0.1 ポイント）、ケイ・オプティコムは 5.1％（同▲0.1 ポイ

ント）、J:COM グループは 7.1％（同＋1.3 ポイント）となっている。 

DSL 等の固定系超高速ブロードバンドに含まれないサービスを除くため、FTTH 及び通信速度

下り30Mbps以上のCATVインターネットのサービスを提供している各事業者のシェアが固定系

ブロードバンド全体に比べて高くなるが、特に、FTTH で大きなシェアを持つ NTT 東西は、固定

系ブロードバンド全体に比べて＋8.8 ポイントとなっている。 

2014 年度末の固定系超高速ブロードバンド市場の市場集中度（HHI）については、4,439（前

年度末比▲143）であり、NTT 東西以外の事業者のシェアが伸びていることもあり減少傾向とな

っている。 
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【図表Ⅱ－９】 固定系超高速ブロードバンド市場の契約数における事業者別シェア及

び市場集中度（HHI）の推移 

 
 

（注１） この固定系超高速ブロードバンド契約数の事業者別シェアは FTTH 及び通信速度下り 30Mbps 以上の CATV インターネット

を対象としている。 

（注２） KDDI グループに含まれるもののうち、J:COM が提供する通信速度 30Mbps 以上の CATV インターネットのサービスは、J:COM

グループとして別に計上し、表示している。 

（注３） HHI の算出に当たっては、JCN（13.3 以降）及び J:COM グループ（14.3 以降）は KDDI グループに属するものとしている。 

（注４） その他 NTT のシェアには、NTT MEDIAS、NTT-ME 及び NTT ビジネスソリューションズが含まれる。 

（注５） その他電力系事業者のシェアには、北海道総合通信網（11.3 まで）、北陸通信ネットワーク、四国通信ネットワーク、エ

ネルギア・コミュニケーションズ、ファミリーネット・ジャパン及びケイオプティ・サイバーポート（11.3 まで）が含まれ

る。 

（注６） NTT 東西のシェアについては、四捨五入の関係上、グラフ中の合計値と合わない場合がある。 

（注７） UCOM は丸紅アクセスソリューションズと合併し、アルテリア・ネットワークスに社名変更（14.3 以降）。 

出所：総務省資料 

 

固定系超高速ブロードバンド市場の契約数における事業者別シェアを東日本地域と西日本

地域別にみると、東日本地域では NTT 東日本が 67.9％（前年度末比▲1.8 ポイント）、西日本

地域では NTT 西日本が 57.8％（前年度末比▲0.4 ポイント）を占めており、共に NTT 東西のシ

ェアが減少している（図表Ⅱ－10）。 
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場と比べて電力系事業者のシェアが大きい。 
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市場集中度（HHI）については、東日本地域は 5,108（前年度末比▲224）、西日本地域では

3,903（前年度末比▲61）となっており、固定系ブロードバンド市場と同じく、競争事業者の

シェアが大きい西日本に比べて東日本の方が高い傾向にある。 

地理的市場である地域ブロック別にみると、近畿以外の地域で NTT 東西のシェアが６割を超

えている。また、前年度末と比べて NTT 東西のシェアが増加しているのは、中部・近畿・四国

のみであり、その他の地域では NTT 東西のシェアは減少しているが、KDDI グループが大きくシ

ェアを伸ばした沖縄を除くと、いずれの地域においても前年度末と比べて大きな変化はないと

いえる（図表Ⅱ－11）。 

市場集中度（HHI）については、最も高いのは東北で 7,215、最も低いのは近畿で 3,420 とな

っている。 

 

【図表Ⅱ－10】 固定系超高速ブロードバンド市場の契約数における事業者別シェア及

び市場集中度（HHI）（東西別） 

 
出所：総務省資料 
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【図表Ⅱ－11】 固定系超高速ブロードバンド市場の事業者別シェア及び市場集中度

（HHI）（地域ブロック別） 

 
出所：総務省資料 

 

【図表Ⅱ－12】 固定系超高速ブロードバンド市場の事業者別シェア（都道府県別） 

 

出所：総務省資料 

6,374
6,071

7,471
7,215

4,919
4,694 4,646 4,505

3,428 3,420

5,545
5,310

4,790 4,823
4,649 4,538

6,145
5,804

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

14.3 15.3 14.3 15.3 14.3 15.3 14.3 15.3 14.3 15.3 14.3 15.3 14.3 15.3 14.3 15.3 14.3 15.3

北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州 沖縄

NTT東西 KDDI 電力系事業者 その他FTTH J:COM その他CATV HHI

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

北
海
道

青
森
県

岩
手
県

宮
城
県

秋
田
県

山
形
県

福
島
県

茨
城
県

栃
木
県

群
馬
県

埼
玉
県

千
葉
県

東
京
都

神
奈
川
県

山
梨
県

長
野
県

新
潟
県

富
山
県

石
川
県

福
井
県

岐
阜
県

静
岡
県

愛
知
県

三
重
県

滋
賀
県

京
都
府

大
阪
府

兵
庫
県

奈
良
県

和
歌
山
県

鳥
取
県

島
根
県

岡
山
県

広
島
県

山
口
県

徳
島
県

香
川
県

愛
媛
県

高
知
県

福
岡
県

佐
賀
県

長
崎
県

熊
本
県

大
分
県

宮
崎
県

鹿
児
島
県

沖
縄
県

NTT東西 KDDIグループ 電力系事業者 その他FTTH J:COM その他CATV



97 
 

③ FTTH 

FTTH 市場の契約数における事業者別シェアをみると、2014 年度末時点で NTT 東西のシェア

は 70.3％（前年度末比▲1.0 ポイント）、KDDI グループは 12.5％（前年度末比＋0.3 ポイント）、

ケイ・オプティコムは 5.7％（前年度末比▲0.1 ポイント）となっている。FTTH 市場において

も、固定系超高速ブロードバンド市場と同じく、NTT 東西のシェアが減少傾向にある。 

2014 年度末の市場集中度（HHI）については 5,267（前年度末比▲138）となっており、NTT

東西以外の競争事業者のシェアが増加してきたことから、減少傾向にある。 

 

【図表Ⅱ－13】 FTTH 市場の契約数における事業者別シェア及び市場集中度（HHI）の

推移 

 
（注１） HHI の算出に当たっては、JCN（13.3 以降）及び J:COM グループ（14.3 以降）は KDDI グループに属するものとしている。 

（注２） その他 NTT のシェアには、NTT MEDIAS、NTT-ME 及び NTT ビジネスソリューションズが含まれる。 

（注３） その他電力系事業者のシェアには、北海道総合通信網（11.3 まで）、東北インテリジェント通信（10.3 まで）北陸通信ネ

ットワーク、四国通信ネットワーク、エネルギア・コミュニケーションズ、ファミリーネット・ジャパン及びケイオプティ・

サイバーポート（11.3 まで）が含まれる。 

（注４） NTT 東西のシェアについては、四捨五入の関係上、グラフ中の合計値と合わない場合がある。 

（注５） UCOM は丸紅アクセスソリューションズと合併し、アルテリア・ネットワークスに社名変更（14.3 以降）。 

出所：総務省資料 

 

FTTH 市場の契約数における事業者別シェアを東日本地域と西日本地域別にみると、東日本地

域と西日本地域別にみると、東日本地域では、シェア１位の NTT 東日本が 76.0％（前年度末比

▲1.4 ポイント）、２位の KDDI グループが 14.3％（同＋0.4 ポイント）、西日本地域では、シェ

ア１位の NTT 西日本が 64.3％（同▲0.3 ポイント）、２位のケイ・オプティコムが 17.0％（同

▲0.3 ポイント）、３位の KDDI グループが 10.7％（同＋0.2 ポイント）となっており、東日本

地域と比較し、西日本地域では NTT 西日本以外の競争事業者のシェアが高い傾向にある（図表

Ⅱ－14）。  
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市場集中度（HHI）については、東日本地域は 6,032（前年度末比▲205）、西日本地域では

4,659（前年度末比▲67）となっており、競争事業者のシェアが大きい西日本に比べて東日本

の方が高い傾向にある。 

地理的市場である地域ブロック別にみると、近畿・四国以外の地域で NTT 東西のシェアが７

割を超えており、特に北海道・東北では NTT 東日本のシェアが８割を超えている。前年度末と

比べて NTT 東西のシェアが増加しているのは、近畿・四国のみであり、その他の地域では NTT

東西のシェアは減少しているが、KDDI グループが大きくシェアを伸ばした沖縄を除くと、いず

れの地域においても前年度末と比べて大きな変化はないといえる。 

その他の事業者をみると、北海道・東北・関東・中部・沖縄においては KDDI グループが、

近畿・中国・四国・九州においては各地域ブロックの電力系事業者が、NTT 東西に次いでシェ

アが大きい。とりわけ近畿地方においては電力系事業者を中心に競争事業者のシェアが大きく、

特に滋賀県・奈良県においては、競争事業者の合計が NTT 西日本のシェアを上回っている（図

表Ⅱ－15、16）。 

市場集中度（HHI）については、最も高いのは東北で 7,508、最も低いのは近畿で 4,400 とな

っている。 

 

【図表Ⅱ－14】 FTTH 市場の契約数における事業者別シェア及び市場集中度（HHI）（東西

別） 

 
出所：総務省資料 
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【図表Ⅱ－15】 FTTH 市場の契約数における事業者別シェア及び市場集中度（HHI）（地

域ブロック別） 

 
出所：総務省資料 

【図表Ⅱ－16】 FTTH 市場の契約数における事業者別シェア（都道府県別） 

 

出所：総務省資料
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2009 年度末から 2014 年度末までの５年間にかけての、NTT 東西、KDDI グループ、電力系事

業者の契約数シェアの推移を地域ブロック別にみると、KDDI グループが全国（特に北海道・東

北・沖縄）においてシェアを拡大している一方で、NTT 東西は全国で、また電力系事業者も近

畿地方を除く西日本地域で、それぞれシェアを低下させている。 

【図表Ⅱ－17】 FTTH サービスの契約数シェアの５年間の変化（地域ブロック別） 

 

出所：総務省資料 

④ 固定系超高速ブロードバンドの純増数の推移 

固定系超高速ブロードバンドの純増数の推移をみると、全体的には減少傾向となっており、

特に NTT 東西の純増数が５年前に比べると大きく減少していることから、各事業者の契約数の

純増数の差はかなり小さくなっている（図表Ⅱ－18）。 

その結果、事業者別の純増数シェアをみると、2014 年度末における NTT 東西の純増数シェア

は、FTTH 市場においては 51.7％、固定系超高速ブロードバンド市場においては 41.2％となっ

ており、いずれも 2009 年度末から 20 ポイント以上減少している（図表Ⅱ－19、20）。 

このように、契約数純増数における NTT 東西と競争事業者の差が小さくなっていることが、

FTTH、固定系超高速ブロードバンドの各市場において NTT 東西の契約数シェアの減少として表

れている。 
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【図表Ⅱ－18】 固定系超高速ブロードバンドの純増数の推移 

 
（注１） KDDI については、JCN（14.3 まで）及び J:COM が提供する FTTH サービスは含まない。 

（注２） J:COM については、同社が提供する通信速度下り 30Mbps 以上の CATV インターネットに限る。 

出所：総務省資料 

【図表Ⅱ－19】 固定系超高速ブロードバンド契約数の純増数シェアの推移 

 

 

 

 

 

出所：総務省資料 

【図表Ⅱ－20】 FTTH 契約数の純増数シェアの推移 

 

 

 

 

 

出所：総務省資料 
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(3) 設備競争 

設備競争の状況についてみると、全国の光ファイバ回線の総数11は、2014 年度末において約

2,034 万回線であり、このうち NTT 東西のシェアは 78.3％（前年度末比±0 ポイント）となっ

ている（図表Ⅱ－21）。 

地域別でみた場合、東日本地域に比べ、西日本地域は KDDI グループ、電力系事業者、CATV

事業者等との設備競争が活発な傾向にあり、近畿ブロックの各府県に岐阜県、静岡県、愛知県、

三重県、徳島県、高知県及び大分県を加えた 13 府県では、NTT 西日本以外の競争事業者のシェ

アが 30％超となっている。特に滋賀県及び奈良県においては、競争事業者の設備シェアの合計

が 50％超となっている（図表Ⅱ－22）。 

 

【図表Ⅱ－21】 光ファイバ回線の設備シェアの推移（全国） 

 
出所：総務省資料 

 

  

                                                  
11 「平成 26 年度末における固定端末系伝送路設備の設置状況」（2015 年８月 27 日 総務省報道発表）

http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kiban03_02000317.html 
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【図表Ⅱ－22】 光ファイバ回線の都道府県別設備シェア(2014 年度末) 

 

出所：総務省資料 

 

【参考】 加入者回線全体の都道府県別設備シェア(2014 年度末) 

 

出所：総務省資料 
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(4) 加入光ファイバに係る事業者間取引 

NTT 東西の加入光ファイバの貸出しは、FTTH に関するサービス競争を実現する上で重要な位

置付けとなっており、その料金である接続料の推移を合わせて分析する必要がある。 

 

① 接続料 

NTT 東西の加入光ファイバの接続料の推移をみると、需要の増加に伴い低廉化している。こ

のような接続料の低廉化は、加入光ファイバの事業者間取引の活性化を通じ、小売市場におけ

る競争の進展の一因となってきたと考えられる。 

2014～2016 年度においても需要の飽和やメタル・光の費用配賦方法の見直し12の影響により

下げ止まりの傾向にあったが、2015 年度については、自己資本費用の増加等の影響に伴う乖離

額調整の結果、加入光ファイバ接続料は上昇に転じている。 

【図表Ⅱ－23】 加入光ファイバ接続料の推移 

 
（注１） 本グラフはシェアドアクセス方式の主端末回線に係る接続料の推移を示したもの。 

（注２） 接続料は、７年間(2001～2007 年度)又は３年間(2008～2010 年度、2011～2013 年度、2014～2016 年度）を算定期間とす

る将来原価方式により算定。 

（注３） 上記接続料には、局外スプリッタ料金（2006 年度までは将来原価方式、2007 年度以降は実績原価方式で算定）を含み、

分岐端末回線に係る接続料を含まない。 

出所： 総務省資料 

第２編第１章４．３で後述するとおり、現在、情報通信審議会電気通信事業政策部会におい

て加入光ファイバに係る接続料の算定方法の在り方等について議論が行われている。 

                                                  
12 メタル回線の接続料が上昇傾向にあることから、メタル回線のコストを検証するため、2012 年 11 月から 2013 年５

月まで「メタル回線のコストの在り方に関する検討会」を開催。その結論を踏まえたメタル回線と加入光ファイバ回

線との間の費用の配賦方法の見直しにより、2014 年度以降は、より多くのコストが加入光ファイバ回線に配賦されて

いる。 
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② 貸出回線数 

NTT 東西の光ファイバ回線については、競争事業者への貸出義務が課されている13ところで

あるが、2014 年度の状況をみると以下のとおりである。 

○ 2014 年度末時点における NTT 東西による光ファイバ回線の貸出し（加入光ファイバの

相互接続）の総数は約 198 万回線。このうち、NTT 東日本分は約 136 万回線（68.8％）、

NTT 西日本分は約 62 万回線（31.2％）であり、東高西低の状況となっている。 

○ NTT 東西の光ファイバ回線の貸出回線数が多いのは、東京都（約 23 万）、北海道（約

17 万）、埼玉県（約 13 万）のほか、千葉県及び神奈川県（約 10 万）、茨城県及び福岡県

（約８万）、栃木県、長野県及び群馬県（約７万）などであり、主に関東地方での貸出

回線数が多い。 

○ NTT 東西が保有する光ファイバ回線数（未利用の回線を除く）に占める貸出回線数の

割合（2014 年度末時点）をみると、当該割合の全都道府県の平均は 12.4％（前年度末

比＋1.3 ポイント）であり、引き続き増加傾向にある。 

 

【図表Ⅱ－24】 NTT 東西による光ファイバ回線の貸出回線数（都道府県別） 

 

出所：競争評価 2013・2014 事業者アンケート

                                                  
13 電気通信事業法第 32 条及び第 33 条 
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【図表Ⅱ－25】 NTT 東西による光ファイバ回線の貸出回線数（東西別） 

 

出所：競争評価 2014 事業者アンケート 

 

【図表Ⅱ－26】 NTT 東西が保有する光ファイバ回線（未利用の回線を除く）に占

める貸出回線数の割合14の推移 

 

出所：競争評価 2014 事業者アンケート等から総務省作成

                                                  
14 NTT 東西による光ファイバの貸出回線数を、NTT 東西が保有する光ファイバ回線の総数（未利用の回線を除く）で除

したもの。 
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１．２ 需要側データに係る分析 

(1) 料金及びサービス品質等 

① 料金 

ADSL の料金体系は、 

① 電話共用型／ADSL 専用型 

② 通信速度 

の組合せに応じた基本的なプランが設定され、ほぼ全て定額制となっている。電話共用型では

おおむね 1,800 円～4,300 円程度、ADSL 専用型ではおおむね 3,000 円～6,400 円程度となって

おり、いずれも昨年度と比べて横ばいとなっている（モデム代を含む月額料金）。利用者アン

ケートによると 2,000 円～3,000 円（ISP15料金込）の支払が最も多くなっている。 

また、割引プランとしては、長期継続利用割引（１年間又は２年間）、マイライン契約との

セット割引、スマートフォンのデータ通信との組合せによる割引等が設定されているほか、キ

ャンペーンとして、新規加入の特典（一定期間月額料金無料）、キャンペーン期間中に契約し

た場合におけるキャッシュバックや他業種との連携による特典サービス（引っ越し代割引）等

が行われている。 

FTTH の料金体系は、 

① 集合住宅向け（規模別16） 又は 戸建て＋ビジネス向け 

② 配線方式（光配線方式、VDSL 方式、LAN 配線方式） 

③ 通信速度 

の組合せに応じた基本的なプランが設定されており、多くが定額制となっている。戸建て＋ビ

ジネス向けではおおむね 4,400 円～6,800 円程度、集合住宅向けではおおむね 3,000 円～5,500

円程度となっており、いずれも昨年度と比べて横ばいとなっている（モデム代、屋内配線利用

料等を含む月額料金）17。利用者アンケートによると 4,000 円～5,000 円（ISP 料金込）の支払

が最も多くなっている。 

また、割引プランとしては、長期継続利用割引（２年間等）、電話やテレビとのセット割引、

スマートフォンのデータ通信との組合せによる割引18等が提供されているほか、キャンペーン

として、新規加入の特典（工事費無料）、キャンペーン期間中に契約した場合における公衆無

                                                  
15 インターネットへの接続を可能とする電気通信役務を提供する事業者。インターネットサービスプロバイダ。 
16 同じ集合住宅内で見込める契約数（４契約、８契約、16 契約以上）によりプランが分かれる。 
17 ここでは、ISP 料金込みの金額を記載。なお、NTT 東西のみが回線使用料のみのプランを設定しているのに対し、そ

の他の事業者は ISP 料金込みの料金として設定している。 
18 スマートフォンのデータ通信との組合せによる割引については、FTTH の料金からではなく、移動系通信の料金から

割り引かれているものが多い。 
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線 LAN の無料サービス（一定期間等）、量販店や他業種との連携によるクーポンの配布や各種

チケットの提供等が行われている。 

CATV インターネットの料金体系は、 

① テレビ（チャンネル数別）又は電話サービスとのセット 

② 通信速度 

の組合せに応じた基本的なプランが設定されているが、実際にはテレビ又は電話サービスとの

セット契約により CATV インターネット料金が一定額割り引かれる形態（継続利用割引と併せ

て）で提供されていることが多い。インターネットのみの契約の場合の料金プランはおおむね

1,700 円～6,300 円程度となっており、昨年度から横ばいとなっている（モデム代を含む月額

料金）。利用者アンケートによると 3,000 円～4,000 円（ISP 料金込）の支払が最も多くなって

いる。 

【図表Ⅱ－27】 サービス別（FTTH,ADSL,CATV インターネット）の料金プラン19の価格

帯比較 

 

出所：各社 HP 等を基に総務省作成

                                                  
19 主に以下の事業者が提供するサービスの料金プランをサンプル調査。 

・ADSL：NTT 東西、ソフトバンク BB、ワイモバイル、TOKAI コミュニケーションズ（全５社） 

・FTTH：NTT 東西、ソフトバンク BB、KDDI、アルテリア・ネットワークス、電力系事業者（全９社） 

・CATV インターネット：J:COM ほか（全 15 社） 
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【図表Ⅱ－28】 インターネット接続サービスの１か月当たりの利用料（基本料金を含

む総支払額） 

 

出所：競争評価 2014 利用者アンケート 

 

FTTH サービスの利用者料金の推移をみると、各社とも基本料金の値下げ、各種キャンペー

ンによる割引など、料金の低廉化が進んでおり、おおむね 5,000 円／月（戸建向けの場合）

となっている。 
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【図表Ⅱ－29】 FTTH の月額料金の推移 

 （戸建向け、各種割引適用後の初年度料金。期間限定のキャンペーン料金は参考掲載） 

 

（注１） 【NTT 東日本】ISP 料金（ぷらら）、屋内配線利用料、回線終端装置利用料を含む。2008 年３月までは B フレッツ・ハイ

パーファミリータイプ、2008 年３月からフレッツ・光ネクストファミリータイプの料金（2012 年３月からはにねん割適用

料金）。 

（注２） 【NTT 西日本】ISP 料金（ぷらら）、屋内配線利用料、回線終端装置利用料を含む。2005 年２月までは B フレッツ・ファ

ミリー100 タイプ、2005 年３月からはフレッツ・光プレミアムファミリータイプ、2008 年３月からフレッツ・光ネクストフ

ァミリータイプの料金（2012 年 11 月まではあっと割引適用料金、2012 年 12 月からは光もっともっと割適用料金）。 

（注３） 【KDDI】ISP 料金（au one net）、端末設備使用料、モデム使用料を含む。2006 年 12 月までは東京電力の TEPCO ひかり・

ホームタイプ、2007 年１月から KDDI のひかり one、2008 年 10 月からはギガ得プラン（１年目）の料金。 

（注４） 【ケイ・オプティコム】ISP 料金、回線終端装置使用料を含む。 eo 光ネット（ホームタイプ）100M コース（2005 年７月

eo ホームファイバーから改称）の料金（即割適用料金）。 

（注５） 【So-net】ISP 料金（so-net）、端末設備使用料、モデム使用料を含む。NURO 光の料金（2年継続契約）。 

（注６） au スマートバリューは、一定の条件を満たすスマートフォン等について、条件により、１台当たり最大月額 2,000 円引き

（最大２年間）。 

出所：各社 HP 等を基に総務省作成 

 

なお、NTT 東西による光回線の卸売サービスが 2015 年２月から開始されたことにより、これ

を利用した FTTH サービス（以下「卸利用 FTTH サービス」という。）の提供を開始する事業者

が多く登場している。 

卸利用 FTTH サービスの概要については第２編第１章３．１③で後述するが、事業者へのア

ンケート調査の結果、当該サービスの提供料金の平均は 5,050 円20であり、従来の FTTH サービ

スの料金と大きくは変わらないものとなっている。  

                                                  
20 戸建て向け、ISP 料金一体型のみ、長期契約割引適用後、税抜きの金額。１円単位は切捨て。 
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② サービス品質 

各サービスの最大通信速度（ベストエフォート）をみると、ADSL は 0.5Mbps～50Mbps、CATV

インターネットは１Mbps～160Mbps と、それぞれの範囲内で多岐にわたる速度プランを、FTTH

では 100Mbps、200Mbps、１Gbps 及び２Gbps の速度プランを提供している（図表Ⅱ－30）。 

ただし、CATV インターネットにおいては、J:COM が 2015 年１月以降、一部の地域において

最大 320Mbps となるサービスの増速21を行っている。 

民間事業者が実施した通信速度調査を基にした分析結果によれば、主要なサービスにおける

実効速度／最大通信速度は、FTTH が他の回線種別に比べて相対的に高い結果となっている（図

表Ⅱ－31）。 

なお、実効速度の計測に当たっては、ユーザーの地理的事情、利用するサービス、利用する

時間帯等の細かい条件により、大きく異なる結果となる可能性がある点に留意する必要がある。 

【図表Ⅱ－30】 主要な固定系ブロードバンドサービスの利用料金と通信速度 

 
※１ ISP 料金は含まれない。 

※２ 「ずっとギガ得プラン」（３年契約）の１年目の料金。 

（注）特段の記載がある場合を除き、金額は全て税抜き、長期契約割引適用後、ISP 料金込み。 

出所：各社 HP 等を基に総務省作成

                                                  
21 2015 年１月より、従来サービスの増速を順次開始している（地域により増速が開始される時期が異なる）。 

契約コースと増速後の速度の対応は以下のとおり。 

・J:COM NET 160M・100M コース → J:COM NET 320M コース（下り 320Mbps/上り 10Mbps） 

・J:COM NET 40M コース  → J:COM NET 120M コース（下り 120Mbps/上り 10Mbps） 

なお、月額基本利用料金は据置き。契約変更手続・工事等は基本的に不要（一部モデム交換の必要あり）。 

回線 区分 事業者 サービス名称 メニュー 速度（下り） 月額料金

FTTH

戸建

NTT東日本 フレッツ光ネクスト
ギガファミリー・スマートタイプ 1Gbps 4,700円※１

ファミリー・ハイスピードタイプ 200Mbps 4,500円※１

NTT西日本 フレッツ光ネクスト
ファミリー・スーパーハイスピードタイプ隼 1Gbps

4,300円※１
ファミリー・ハイスピードタイプ 200Mbps

KDDI
auひかり
ホームタイプ

ギガ得プラン 1Gbps 5,200円※２

So-net NURO光 NURO光G2V 2Gbps 4,743円

集合

NTT東日本
フレッツ光ネクスト

ギガマンション・スマートタイプ 1Gbps 3,350円～4,350円※１

マンション・ハイスピードタイプ 200Mbps 2,850円～3,850円※１

フレッツ光ライト 100Mbps 2,000円～4,300円※１

NTT西日本
フレッツ光ネクスト

マンション・スーパーハイスピードタイプ隼 1Gbps 3,200円～4,500円※１

マンション・ハイスピードタイプ 200Mbps 3,200円～4,500円※１

フレッツ光ライト 100Mbps 2,600円～5,400円※１

KDDI auひかりマンション
マンション ギガ 1Gbps 4,150円

タイプV 100Mbps 3,900円

ケイ・オプティコム eo光ネット マンションタイプ 100Mbps 3,524円

ADSL

NTT東日本
フレッツ・ADSLモアⅢ 47Mbps 2,800円～5,050円※１

エントリー 1.0Mbps 1,600円～2,950円※１

NTT西日本
モアスペシャル 40Mbps 2,413円～4,455円※１

1.5Mプラン 1.5Mbps 2,187円～3,685円※１

ソフトバンクBB
Yahoo! BB ADSL通常タイプ 50M Revo (NTT東日本エリア) 50Mbps 4,228円～5,820円※１

Yahoo!BB ADSL通常タイプ 8M（NTT東日本エリア） 8Mbps 3,128円～4,720円※１

CATV

J：COMグループ J:COM NET ウルトラ160Mコース 160M 6,000円

中部ケーブルネットワーク 1Gコース 1G 6,343円

TOKAIケーブルネットワーク スーパー30Mコース 30M 4,980円
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【図表Ⅱ－31】 主要な固定ブロードバンドサービス（FTTH、ADSL、CATV インターネッ

ト）の実効速度22 

 
（注）全サンプルのうち、中央値に近い 80％の分布を示したもの。 

出所：民間事業者によるサンプル調査の分析結果 

 

③ 満足度等 

固定系ブロードバンド市場における利用者満足度をみた場合、全体では４割～５程度の利用

者が満足している。 

回線の種別ごとにみた場合では、FTTH や CATV インターネットの満足度は全体の傾向と同じ

く４～５割となっているが、ADSL は昨年度よりも更に低下し、満足している利用者は ADSL 利

用者のうち約３割となった。 

事業者選択の決め手は「月額料金の安さ」（44.2％）が最も多く、「初期費用の安さ」（35.2％）

など、料金面の回答が多い。料金面に次いで「回線速度が速い」（31.0％）、「通信品質が良い」

（16.8％）と、サービスの品質面に関する回答も多い。これらの傾向は前年度から大きな動き

は見られない。  

                                                  
22実効速度は、サンプル値の一定（中央値に近い 80％）の分布を示したものであり、この幅を超えた実効速度も存在

している。なお、調査概要は以下のとおり。 

調査時期：2014 年４月～2015 年１月（（株）Studio Radish による調査）。サンプル数：全 14 万１千サンプルのうち、

一部から作成。 

調査概要：Studio Radish の測定サーバー（東京と大阪の２か所）に、利用者端末からアクセスした際の下り速度を調

査。同一の利用者が複数回の計測を行った場合には測定品質（速度が安定している程高い）が最も高い結果のみを利

用。また、回線種別・速度等は、利用者の選択入力であり実際の回線と一致していない場合がある（表示速度を超え

る実効速度は異常値として除外して集計）。 
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【図表Ⅱ－32】 固定系ブロードバンドサービスに対する満足度 

 

出所：競争評価 2013･2014 利用者アンケート 

【図表Ⅱ－33】 固定系ブロードバンド事業者選択の決め手 

 

出所：競争評価 2013・2014 利用者アンケート 
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複数サービスの料金の一括支払が可能であること

機器等の設定が簡単であること

中途解約による違約金が安いこと

最低契約期間（拘束期間）が短いこと

固定電話など他の通信サービスとの一括契約による

割引サービスがあること

その他

2014年度（n=2,124）

2013年度（n=2,010）

※複数回答可
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前述のとおり、FTTH の契約数は増加している一方で、CATV インターネットの契約数は減少

しており、全体としては CATV インターネットから FTTH への移行の動きがあると考えられる。 

利用者アンケートの結果では、FTTH・CATV 相互間の移行理由としては、それぞれ以下のとお

りとなっている。 

○ CATV から FTTH に移行した者の移行理由は、「回線速度が速いこと」（69.2％）が最多。

次いで初期費用の安さ(48.9％）、月額料金の安さ（48.9％）等の料金面の理由が続く。 

○ FTTH から CATV に移行した者の移行理由は、「月額料金の安さ」（54.4％）、「初期費用

の安さ」(26.5％）等の料金面が多い。次いで、「利用したい映像系サービスがある」

（23.5％）等。 

このように、FTTH は最大１～２Gbps のプランが用意されており、最大でも 160Mbps のプラ

ンとなる CATV に比べて速度面の優位性が利用者に訴求していると考えられる。一方、CATV に

移行した理由において、CATVの特徴である映像配信サービスを理由に移行した者は23.5％と、

上位ではあるものの料金に関する理由を回答した者を下回っており、十分な訴求となっていな

いことが考えられる。 

 

【図表Ⅱ－34】 FTTH・CATV 相互間の移行理由 

 

出所：競争評価 2014 利用者アンケート 

 

  

69.2 

48.9 

48.9 

35.4 

32.0 

15.2 

15.2 

15.2 

13.5 

13.5 

8.4 

8.4 

8.4 

5.1 

1.7 

0.0 

0.0 

8.4 

0% 20% 40% 60% 80%

回線速度が速いこと

初期費用が安いこと

月額利用料金が安いこと

長期継続割引等の割引サービスがあること

通信品質が良いこと

固定電話会社を変更せずに利用できること

利用したいTVや映像配信サービスなどがあること

事業者のブランドイメージが良いこと

申し込み等の手続きが簡単であること

契約した事業者以外の選択肢が無かったこと

携帯電話とセットで利用できること

複数サービスの料金の一括支払が可能であること

サポート体制が良いこと

申し込みからサービス開始までが早いこと

機器等の設定が簡単であること

最低契約期間（拘束期間）が短いこと

中途解約による違約金が安いこと

その他

（n=77）

※複数回答可

54.4 

26.5 

23.5 

17.6 

17.6 

13.2 

13.2 

8.8 

8.8 

7.4 

7.4 

7.4 

4.4 

2.9 

1.5 

0.0 

0.0 

8.8 

0% 20% 40% 60%

月額利用料金が安いこと

初期費用が安いこと

利用したいTVや映像配信サービスなどがあること

携帯電話とセットで利用できること

回線速度が速いこと

申し込み等の手続きが簡単であること

複数サービスの料金の一括支払が可能であること

通信品質が良いこと

契約した事業者以外の選択肢が無かったこと

固定電話会社を変更せずに利用できること

機器等の設定が簡単であること

申し込みからサービス開始までが早いこと

サポート体制が良いこと

長期継続割引等の割引サービスがあること

事業者のブランドイメージが良いこと

最低契約期間（拘束期間）が短いこと

中途解約による違約金が安いこと

その他

（n=68）

※複数回答可

＜CATV→FTTHの移行理由＞ ＜FTTH→CATVの移行理由＞
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(2) サービス変更 

FTTH 市場におけるサービス変更コストをみると、旧契約の解約に伴う解約料、新規契約に伴

う手数料・工事費等を多くの社が設定しており、その合計額はおおむね 10,000 円～40,000 円

程度となっている。 

一方で、新規契約に対しては、一定期間の月額料金無料のキャンペーンやキャッシュバック

等が行われており、これらの合計は、利用期間により異なるものの２年間利用した場合の最大

では、30,000 円を超える場合もある。 

【図表Ⅱ－35】 各社の解約手数料、キャンペーン、その他（初期費用、工事費等） 

 
（注） 金額は全て税抜き 

出所：各社 HP 等を基に総務省作成 

  

企業名 サービス名称
契約手数
料・登録料

初期工事費等
キャンペーン等（新規契約の場合）

解約料
名称 金額

NTT
東日本

フレッツ光ネクスト
（ギガファミリー・スマートタ
イプ）

800円

18,000円
にねん割

戸建て：最大16,800円
（700円×24ヶ月）

集合住宅：最大2,400円
（100円×24ヶ月）

戸建て向け：9,500円
集合住宅向け：1,500円

（割引適用期間中の解約
の場合のみ）

フレッツ光マンスリー
ポイント

戸建て：100ポイント/月
～500ポイント/月

集合住宅：100ポイント/
月～300ポイント/月

-フレッツ光ネクスト
（ギガファミリー・スマートタ
イプ）

15,000円

単身家族・応援割

戸建て＋集合住宅：最
大300円/月

集合住宅＋集合住宅：
最大100円/月

NTT
西日本

フレッツ光ネクスト
（ファミリー・スーパーハイス
ピードタイプ隼）

800円

18,000円

Web光もっと×2割

戸建て：5年間で最大
95,400円

集合住宅：5年間で最大
46,200円

最大30,000円（契約年数
によって変化、自動更新）フレッツ光ネクスト

（マンション・スーパーハイ
スピードタイプ隼）

15,000円

KDDI

auひかりホーム
（ギガ得プラン、ずっとギガ
得プラン）

3,000円 37,500円
月額利用料（ネット＋
電話）割引

最大37,500円
（30か月間）

（ホーム）
9,500円

（２年契約,自動更新）
15,000円

（３年契約,自動更新）

auひかりマンション 3,000円 30,000円
プロバイダ
キャッシュバック
（Niftyの例）

戸建て向け：最大
30,000円

集合住宅向け：最大
10,000円

（マンション）
-

ケイ・オプ
ティコム

eo光ホーム 3,000円 27,000円 即割
開通時から月額料金が

95円割引

1年未満 28,704円
即割適用の場合

1年未満 27,000円
1年以上2年未満 14,064

円

eo光マンション － 8,286円
WEB申し込みキャン
ペーン

5,000円の商品券贈呈 －

So-net NURO 光 G2 V 800円 39,990円
キャッシュバック&月額
基本料金割引

20,000円キャッシュバッ
ク、初月無料+30ヶ月

1,334円割引

2年以内に解約する場合、
9,500円
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１．３ 評価に当たっての勘案要素 

(1) 参入が進んでいないエリアの状況 

① 地域ブロック別の設備・サービス競争の状況 

固定系ブロードバンド市場においては、１．１(2)で示したとおり、契約数における事業者

別シェアや HHI は地域ブロック別に大きく異なっている。また、同一ブロック内の都道府県に

おいても競争状況に類似性がみられる。このことから、固定系ブロードバンド市場の分析に当

たっては地域ブロックを地理的市場としているところである。 

競争評価 2013 の戦略的評価においては、固定系超高速ブロードバンド市場の設備競争及び

サービス競争について、地域ブロックごとに状況を分析したが、競争評価 2014 においては昨

年度の分析を踏まえたフォローアップを行う23。 

 

 

ア 設備競争のマッピング 

各地域ブロックの市町村において、固定系超高速ブロードバンドのサービスに用いる設備

を整備している事業者数について、その数が「３者以上」、「２者」、「１者」、「世帯カバー率

50％以下」、「未提供」に分類し、色分けしたマッピングを行った。 

固定系超高速ブロードバンドの設備はおおむね整備されており、完全未提供の市町村数は

全体のうち 2.4％という結果になった。未整備地域の多くは山間部・離島である。 

設備整備事業者数別の状況をみると、「１者」が最も多く 47.2％、「２者」が 25.3％、「３

者以上」が 23.5％となっており、１者の設備しか整備されていない市町村が約半数を占めて

いることから、設備は整備されたものの、競争が進展しているとは言い難い状況にある。 

地域別の設備競争の状況をみると、北海道・東北は低調であることと、近畿が著しく活発

であることが分かる。北海道・東北においては９割前後の市町村において事業者数が「１者」

となっているのに対し、近畿においては、NTT 西日本の他にもケイ・オプティコム、地域の

CATV 事業者等も積極的に設備整備を行っているため、52.0％の市町村が「３者以上」となっ

ている。 

 

                                                  
23 電気通信事業分野における競争状況の評価に関する実施細目 2014 3.3.6 参照 
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【図表Ⅱ－36】 設備競争のマッピング（全国） 

 
（注１） ある事業者の設備整備エリアに含まれる、固定系超高速ブロードバンドサービスが利用可能な世帯が、市区町村内全世帯

のうち 50％以上である場合、当該事業者はその市区町村において設備整備済であるとし、着色する。 

（注２） 設備を整備している事業者はいるものの、50％以上の世帯をカバーする範囲を整備している事業者がいない場合、「提供

率 50％未満」としている。なお、提供率 50％未満の事業者が複数いる場合であっても合計はしない。 

（注３） １事業者により FTTH 及び通信速度 30Mbps 以上の CATV インターネット両方のサービスが提供されている場合は、１事業

者としてカウント。 
出所：総務省資料 
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【図表Ⅱ－37】 設備整備事業者数別の市区町村シェア（地域ブロック別） 

 
出所：総務省資料 

 

【図表Ⅱ－38】 設備競争のマッピング（地域ブロック別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：総務省資料 
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出所：総務省資料 

＜関東＞ 

※東京都島嶼部は非表示 

＜中部＞ 

＜近畿＞ 

＜中国＞ 
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出所：総務省資料

＜九州＞ 

＜沖縄＞ 

＜四国＞ 
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イ サービス競争のマッピング 

設備競争と同じく、サービス競争についても、事業者数で分類し、色分けしたマッピングを

行った。 

サービス提供事業者数別の状況をみると、「１者」が最も多く 36.4％、次いで「３者以上」

が 32.9％、「２者」が 27.0％となっており、設備競争の状況と比べて競争が進展している。既

に設備が整備されているエリアであれば、設備を持たない事業者であっても、接続等により他

事業者から設備を借りてネットワークを構築し、FTTH サービスを提供できるため、このような

結果となっている。 

地域別のサービス競争の状況をみると、東日本は低調であること、西日本は活発であること

は設備競争の状況と似た傾向であるが、設備競争の状況と比べ、ほぼ全ての地域で「２者」又

は「３者以上」の市区町村の割合が増加しており、特に関東では、「３者以上」が 56.4％と、

設備競争における同割合から 20 ポイント以上も上回っている。 

設備競争において既に活発化している近畿では、設備整備の状況がサービス提供の状況に近

いため大きな差はみられない。 

一方、関東では、西日本地域の特徴とは違って電力系事業者による設備整備・サービス提供

は基本的にないが、KDDI が接続によりサービス提供していること、アルテリア・ネットワーク

ス等他の FTTH サービス提供事業者も関東を中心に提供エリアを広げていることから、サービ

ス提供においては競争が活発になっているものと考えられる。 
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【図表Ⅱ－39】 サービス競争のマッピング（全国） 

 
（注１） ある事業者の設備整備エリアに含まれる、固定系超高速ブロードバンドサービスが利用可能な世帯が、市区町村内全世帯

のうち 50％以上である場合、当該事業者はその市区町村において設備整備済であるとし、着色する。 

（注２） 設備を整備している事業者はいるものの、50％以上の世帯をカバーする範囲を整備している事業者がいない場合、「提供

率 50％未満」としている。なお、提供率 50％未満の事業者が複数いる場合であっても合計はしない。 

（注３） １事業者により FTTH 及び通信速度 30Mbps 以上の CATV インターネット両方のサービスが提供されている場合は、１事業

者としてカウント。 
出所：総務省資料
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【図表Ⅱ－40】 サービス提供事業者数別の市区町村シェア（地域ブロック別） 

 

出所：総務省資料 

【図表Ⅱ－41】 サービス競争のマッピング（地域ブロック別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：総務省資料 
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＜北海道＞ ＜東北＞ 
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出所：総務省資料 

  

＜関東＞ 

※東京都島嶼部は非表示 

＜中部＞ 

＜中国＞ 

＜近畿＞ 
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出所：総務省資料 

  

＜四国＞ 

＜九州＞ 

＜沖縄＞ 
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② 自治体 IRU によるサービス提供の状況 

過疎地域に代表される不採算地域においては、１事業者のみが FTTH サービスを提供してい

るエリアが存在する。このようなエリアの中には、地方公共団体等が初期費用を負担して加入

光ファイバを設置し、当該地方公共団体等と契約した電気通信事業者が、その利用料を支払う

ことで当該光ファイバを借り受けて FTTH サービスを提供する方式（一般的に「自治体 IRU 方

式」と呼ばれている。）も普及しているところである。 

都道府県における全 FTTH サービス契約数のうち、自治体 IRU によって提供された回線によ

るものの割合をみると、最も高いのが山形県（13.7％）であり、次いで鳥取県（12.4％）、福

島県（11.8％）、島根県（11.1％）、秋田県（10.3％）と続いている。 

その他、IRU 提供比率が高い都道府県をみると、東北・中国・四国が上位を占めている。不

採算地域を多く抱える地方公共団体等では自治体IRUを活用して整備した回線数が相対的に多

かったためと考えられる。 

 

【図表Ⅱ－42】 上位 10 都道府県の自治体 IRU による提供比率24
 

 

出所：総務省資料 

 

  

                                                  
24 IRU による提供比率は、自治体 IRU 方式を利用した FTTH サービスの契約数を FTTH サービスの契約数全体で除して

算出。 

順位 都道府県 IRUによる提供比率

1 山形県 13.7%
2 鳥取県 12.4%
3 福島県 11.8%
4 島根県 11.1%
5 秋田県 10.3%
6 青森県 9.8%
7 岩手県 8.0%
8 岡山県 7.4%
9 宮城県 5.5%
10 高知県 4.7%
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(2) 加入電話からのレバレッジ 

固定電話市場25においては、NTT 東西の契約数シェアは 2014 年度末時点で 73.1％となってい

る。固定電話は、NTT が日本電信電話公社であった時代26は同社が独占していたサービスであ

り、競争が導入されて 30 年を経た現在でも、NTT 東西は低下傾向にあるが依然として高いシェ

アを有している。このような経緯を踏まえ、メタルから光ファイバへの移行が進む中、NTT 東

西の加入電話から FTTH 市場へのレバレッジの有無についても考慮する必要がある。 

NTT 東西が提供するフレッツ光の利用者にその選択の決め手を聞いたところ、「回線速度の速

さ」（38.8％）が最多で、次いで「初期費用の安さ」（31.7％）、「月額料金の安さ」（30.8％）

など、サービスの品質、料金面の回答が上位となっている。 

他方、「固定電話会社を変更せずに利用できること」（20.9％）や、「事業者のブランドイメ

ージが良いこと」（11.5％）を挙げた者は、品質・料金を決め手にした者と比べて少ない。 

このように、NTT 東西の FTTH サービスは、料金・サービス面を決め手として選択されている

ことがうかがわれ、NTT 東西が提供する加入電話から FTTH へのレバレッジについては、これら

アンケート結果からは確認はできない。 

【図表Ⅱ－43】 フレッツ光を選択した決め手 

 

出所：競争評価 2014 利用者アンケート

                                                  
25 NTT 東西加入電話（ISDN を含む。）、直収電話（直加入、新型直収、直収 ISDN の合計）、0ABJ-IP 電話、CATV 電話を

いう。固定電話市場については第１編第３章第１節を参照。 
26 1985 年（昭和 60 年）に民営化 
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中途解約による違約金が安いこと

最低契約期間（拘束期間）が短いこと
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（n=985）

※複数回答可
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(3) 移動系データ通信による代替性 

固定系通信を利用しない者にその理由を聞いたところ、「移動系通信で十分」を理由とする

者が最多（56.0％）であり、次いで月額料金（18.4％）となっている。また、固定系通信の利

用者に固定系通信の契約をやめない理由を聞いたところ、「大容量の通信が必要」を理由とす

る者が最多（32.0％）であり、次いで安定性（31.7％）となっている。 

このように、固定系通信の方が通信速度・安定性に優れているため、これらを重視する利用

者にとっては需要がある一方で、移動系通信の速度等の品質も年々向上し、移動系通信のみで

あっても十分に通信サービスを受けられていると感じている利用者も多いことが分かる。固定

系ブロードバンドの契約数の増加が鈍化する中、移動系通信の契約数は既に人口を超えている

ところ、移動系通信のみで十分とする傾向は今後顕著となる可能性がある。 

なお、固定系通信においては XG-PON27等の規格を採用した最大 10Gbps の FTTH アクセスサー

ビス28、移動系通信においては LTE-Advanced29等、高度化した規格によるサービスが開始され

ていることから、引き続き固定系通信、移動系通信それぞれの状況について、利用動向を含め

て注視していく必要がある。 

【図表Ⅱ－44】 固定系通信を利用しない理由 

 

出所：競争評価 2014 利用者アンケート 

【図表Ⅱ－45】 固定系通信をやめて移動系通信サービスに集約しない理由 

 
出所：競争評価 2014 利用者アンケート

                                                  
27 XG-PON（10Gigabit Capable Passive Optical Network）。通信速度下り最大おおむね 10Gbps の伝送規格。ITU-T に

て 2010 年に勧告化。 
28 平成 27 年６月１日、ソネットが XG-PON を採用したサービス「NURO 光 10G W」等の開始を発表。 
29 キャリアアグリゲーション等の技術により、LTE を更に高度化した通信技術。 
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※複数回答可
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２ 競争状況の評価 

（市場の規模） 

１ 固定系ブロードバンド市場の総契約数は、2014 年度末時点で 3,680 万（前年度末比＋2.7％）と、

引き続き増加傾向となっている。サービス別の増減は、メタルから光ファイバへの移行が進む中、

FTTH（前年度末比＋5.1％）が増加、ADSL（同▲16.0％）が減少という傾向に変化はない。 

CATV インターネットの契約数については、一部の事業者により契約数の集計方法の変更が報告さ

れたことによる増加分を除けば、実質的には 2014 年３月末をピークに減少に転じている。 

２ 固定系超高速ブロードバンド市場の総契約数は、2014 年度末時点で 2,970 万（前年度末比＋5.7％）

と、固定系ブロードバンド市場に比べて高い増加率となっている。また、CATV インターネットにつ

いても、通信速度下り 30Mbps 以上のサービスに限定した場合は増加傾向となっている。 

３ FTTH 市場の総契約数は、2014 年度末時点で 2,661 万（前年度末比＋5.1％）となっており、引き

続き増加傾向ではあるが、増加率は近年鈍化している。 

４ 固定系超高速ブロードバンドの純増数をみると、NTT 東西と競争事業者の差が小さくなっている。 

 

（シェア及び市場集中度（HHI）） 

５ 固定系ブロードバンド市場の契約数における事業者別シェアは、全国ベースでは、NTT 東西

（54.2％）、KDDI グループ（20.6％）、ADSL 主体のソフトバンクグループ（6.7％）の順となってい

る。地域ブロック別では、近畿・中国・四国・九州において各地域の電力系事業者の FTTH サービ

スが広く提供されており、特に近畿においてはケイ・オプティコムのシェアが高く、同地域の KDDI

グループのシェアも上回っている。ただし、シェアの動きは小さく、前年度末から大きな傾向の変

化はない。 

2014 年度末の市場集中度（HHI）は、全国ベースで 3,495（前年度末比▲５）、地域別にみると、

最も高いのは東北で 5,843、最も低いのは近畿で 2,846 となっている。 

６ 固定系超高速ブロードバンド市場の契約数における事業者別シェアは、全国ベースでは、NTT 東

西（63.0％）、KDDI グループ（J:COM グループを除く）（11.2％）、電力系事業者（7.9％）、J:COM（7.1％）

の順となっている。地域ブロック別では、近畿以外の地域で NTT 東西のシェアが６割を超えている

が、NTT 東西のシェアが増加したのは中部・近畿・四国のみである。 

2014 年度末の市場集中度（HHI）は、全国ベースで 4,439（前年度末比▲143）、地域別にみると、

最も高いのは東北で 7,215、最も低いのは近畿で 3,420 となっている。 

固定系ブロードバンド市場と同じく、前年度時点と比べたシェア・HHI の動きは小さく、沖縄を

除けば前年度末から大きな変化はない。 
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７ FTTH市場の契約数における事業者別シェアは、全国ベースでは、NTT東西（70.3％）、KDDI（12.5％）、

電力系事業者（8.8％）の順となっている。地域ブロック別では、近畿以外の地域で NTT 東西のシ

ェアが７割、北海道・東北では８割を超えている。競争事業者では、KDDI が東日本と沖縄において、

電力系事業者が西日本において、それぞれ NTT 東西に次いでシェアが大きい。とりわけ近畿では電

力系事業者を中心に競争事業者のシェアが大きく、特に滋賀県・奈良県においては競争事業者の合

計シェアが NTT 西日本を上回っている。 

2014 年度末の市場集中度（HHI）は、全国ベースで 5,267（前年度末比▲138）、地域別にみると、

最も高いのは東北で 7,508、最も低いのは近畿で 4,400 となっている。 

固定系ブロードバンド市場・固定系超高速ブロードバンド市場と同じく、前年度末時点と比べた

シェア・HHI の動きは小さく、沖縄を除けば前年度末から大きな変化はない。 

 

（設備競争及びアクセス回線の事業者間取引） 

８ 設備競争の状況について、全国の光ファイバ回線の総数は、2014 年度末において約 2,034 万回線

であり、このうち NTT 東西のシェアは 78.3％（前年度末比±0ポイント）となっている。地域ブロ

ック別で見た場合、東日本地域に比べ、西日本地域は KDDI グループ、電力系事業者、CATV 事業者

等との設備競争が活発な傾向にある。 

９ NTT 東西の加入光ファイバの接続料は低廉化傾向であり、2014 年度～2016 年度においても需要の

飽和やメタル・光の費用配賦方法の見直しの影響により下げ止まりの傾向にあったが、2015 年度で

は、自己資本費用の増加等の影響に伴う乖離額調整の結果、上昇に転じている。 

相互接続によるアクセス回線の事業者間取引は、NTT 東西合計で約 198 万回線、NTT 東日本分は

約 136 万回線（68.8％）、NTT 西日本分は約 62 万回線（31.2％）となり、引き続き東高西低の状況

となっている。 

 

（料金及びサービス品質等） 

10 固定系ブロードバンドの主な料金プランの価格帯は、FTTH（3,000 円～6,800 円）、CATV インター

ネット（1,700 円～6,300 円）、ADSL（1,800 円～6,400 円）となっている。FTTH 料金については、

各社とも基本料金の値下げや割引キャンペーンを積極的に展開しており、低廉化の傾向にある。 

利用者アンケートでは、ISPサービス込みの利用料の支払額は、昨年度と同様FTTHは4,000円台、

CATV インターネットは 3,000 円台、ADSL は 2,000 円台が最多という結果となっている。 

なお、NTT 東西が 2015 年２月に提供を開始した光回線の卸売サービス（以下「サービス卸」とい

う。）により、事業者ごとに様々な卸利用 FTTH サービスが登場しているが、提供料金の平均は従来

の FTTH サービスの料金と大きくは変わらないものとなっている。 
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11 各サービスの最大通信速度（ベストエフォート）は、ADSLは 0.5～50Mbps、FTTHは 100Mbps、200Mbps、

１Gbps 及び２Gbps、CATV インターネットは１Mbps～160Mbps のサービスが主に展開されている。た

だし、CATV インターネットにおいては、J:COM は 2015 年１月以降、最大 320Mbps となるサービス

の増速を行っている。 

民間事業者が実施した通信速度調査を基にした分析結果によれば、主要なサービスにおける実効

速度／最大通信速度は、FTTH が他の回線種別と比べて相対的に高い結果となっている。 

12 利用者アンケートによれば、固定系ブロードバンドサービスに対する満足度は、前年度と変わら

ず全体では４割を超えている。ただし、ADSL では前年度から満足度が下がり約３割となっている。

事業者選択の決め手は前年度から傾向に変化はなく、料金面の回答が最も多く、次いで回線速度、

通信品質等のサービス品質面の回答となっている。 

全体としては CATV インターネットから FTTH への移行の動きがあると考えられるところ、CATV

インターネットから FTTH に移行した者の移行理由は回線速度の回答が最多であり、速度面の優位

性が利用者に訴求していると考えられる。他方、FTTH から CATV インターネットに移行した理由に

おいて、CATV の特徴である映像配信サービスを理由に移行した者は 23.5％と、上位ではあるもの

の料金に関する理由を回答した者を下回っており、十分な訴求となっていないことが考えられる。 

13 サービス変更コストについては、サービスの解約料と、新規契約先での契約手数料・登録料や初

期工事費から成るのは各社共通であり、おおむね 10,000 円～40,000 円程度となっている。しかし

ながら、キャンペーン等によってキャッシュバック・割引適用等を行うことで、利用者の初期負担

の軽減措置を設けることが一般的である。 

 

（評価に当たっての勘案要素） 

14 参入が進んでいないエリアの状況に関し、固定系超高速ブロードバンドの設備はおおむね整備さ

れており、完全未提供の市町村数は全体のうち 2.4％という結果になった。未整備地域の多くは山

間部・離島である。 

設備整備事業者数別の状況をみると、「１者」が最も多く 47.2％、「２者」が 25.3％、「３者以上」

が 23.5％となっており、１者の設備しか整備されていない市町村が約半数を占めていることから、

設備は整備されたものの、競争が進展しているとは言い難い状況にある。 

地域別の設備競争の状況をみると、北海道・東北は低調であり、近畿が著しく活発である。 

15 固定系超高速ブロードバンドのサービス提供事業者数別の状況をみると、「１者」が最も多く

36.4％、次いで「３者以上」が 32.9％、「２者」が 27.0％となっており、設備競争の状況に比べる

と競争が進展している。 

地域別のサービス競争の状況をみると、東日本は低調であること、西日本は活発であることは設

備競争の状況と似た傾向であるが、設備競争の状況に比べ、全ての地域で複数事業者によりサービ
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スが提供されている市区町村の割合が増加している。 

16 過疎地域等の不採算地域においては自治体IRU方式によりFTTHサービスを提供する比率が高く、

東北・中国・四国の県がその比率の上位を占めている。 

17 加入電話からのレバレッジに関し、NTT 東西が提供するフレッツ光の利用者にその選択の決め手

を聞いたところ、サービスの品質、料金面の回答が上位であり、固定電話会社を変更せずに利用で

きることや、事業者のブランドイメージを挙げた者は品質・料金を決め手にした者と比べて少ない

という結果となったことから、NTT 東西が提供する加入電話から FTTH へのレバレッジについては、

アンケート結果からは確認はできない。 

18 移動系データ通信による代替性に関し、固定系通信は大容量の通信や通信品質の安定性を重視す

る利用者に需要がある一方、移動系通信のみであっても十分に通信サービスを受けられていると感

じている利用者も多く、移動系通信のみで十分とする傾向は今後も顕著となる可能性がある。 

なお、固定系通信、移動系通信ともに高度化した規格によるサービスが開始されていることから、

固定系通信、移動系通信それぞれの状況について、利用動向を含めて注視していく必要がある。 

 

（市場支配力の評価） 

19 固定系ブロードバンド市場（部分市場である固定系超高速ブロードバンド市場及び FTTH 市場を

含む。）における市場支配力に関し、事業者別シェアでは NTT 東西のシェアは依然として高く、ま

た、市場集中度（HHI）が高い水準になっていることから、NTT 東西が単独で市場支配力を行使し得

る地位にあると考えられる。 

20 しかしながら、NTT 東西に対しては第一種指定電気通信設備に係る規制が講じられており、こう

した規制措置が有効に機能している中、 

① 契約数における事業者別シェアでは、２位の事業規模を有する競争事業者のグループが市場シ

ェアを拡大していること 

② 多数の競争事業者が事業展開をすることで、サービスの多様性が一定程度確保されていること 

③ 設備競争や加入光ファイバの事業者間取引を通じたサービス競争が展開され、実質的な料金の

低廉化が一定程度進んでいること 

等を踏まえれば、固定系ブロードバンド市場において、NTT 東西が実際に市場支配力を行使する可

能性は低い。 

21 なお、事業者別シェアの数値のみをみれば、NTT 東西を含む複数の事業者が協調して市場支配力

を行使し得る地位にあるが、前述の①～③の競争状況を勘案すれば、実際に協調して市場支配力を

行使する可能性は低い。 
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（料金・サービスの評価） 

22 利用者アンケートによれば、固定系ブロードバンドサービスを選択する上では、月額利用料金・

初期費用といった料金面、回線速度・安定性といった品質面の２つの条件が重視されているところ

である。 

23 FTTH について、近年の料金推移によれば、各社が基本料金値下げや割引キャンペーンの展開を行

った結果、同水準の料金となっており、概ね 5,000 円／月となっている。 

しかしながら、So-net が同程度の料金水準ながら２Gbps のサービスを開始したことや、ケイ・

オプティコムは他社の同等の内容のサービスに比べると料金が相当程度低くなるキャンペーンを

展開し始めたこと等にみられるとおり、差別化の動きがある。 

24 また、CATV インターネットについては、これまで１Mbps～最大 160Mbps の範囲でサービスを提供

してきたところだが、J:COM は 2015 年１月以降、既存の料金プランから据置きで最大 320Mbps とな

るサービスの増速を行っている。 

アンケート結果では、CATV インターネットから FTTH に移行した者の主な理由が通信速度である

という結果であったことから、このような速度を向上させたサービスの展開が、今後の FTTH と CATV

インターネットとの間における競争にどのような影響を及ぼすかを注視していく必要がある。 

 

  



134 
 

第２節 ISP（固定系）市場 

 

１ 本節では、「ISP（固定系）市場」について分析・評価を行う。 

２ 具体的には、評価のための指標として以下の基本データについて分析を行う。 

(1) 市場の規模（契約数、売上高） 

(2) 事業者別シェア及び市場集中度 

(3) 料金 

また、評価に当たっての勘案要素として、ISP とアクセス回線事業者との関係性についても分

析を行う。 

 

３ これらの分析結果に基づき、ISP（固定系）市場に関し、以下の点について競争状況の評価を

行う。 

(1) 単独又は複数の事業者による市場支配力の存在の有無 

(2) 上記市場支配力の存在が認められる場合には、その行使の有無 

 

４ なお、本競争評価において評価の対象としている ISP 事業者は、電気通信事業報告規則の規定

に基づき、５万契約以上の契約数を有する ISP 事業者（2014 年度末時点で 56 社）である。この

ため、ISP 市場全体の状況を完全には反映していないことに留意が必要である。 
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１ 市場の動向 

１．１ 供給側データに係る分析 

(1) 市場の規模 

① 契約数 

ISP（固定系）市場における契約数は、2014 年度末で 4,029 万（前年度末比＋2.1％）となっ

ている。 

【図表Ⅱ－46】 ISP（固定系）市場の契約数の推移 

 
出所：総務省資料 

② 売上高 

ISP 市場の売上高（インターネット接続事業等）については、2014 年度において 7,799 億円

（前年度末比▲0.02％）となっている。 

【図表Ⅱ－47】 ISP（固定系）市場の売上高の推移 

 
（注） NTT 系事業者の公表資料等から推計                              出所：総務省資料 
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(2) シェア及び市場集中度（HHI） 

ISP（固定系）市場の契約数における事業者別シェアについてみると、2014 年度末でシェア

の高い順に NTT 系が 27.1％（前年度末比▲0.9 ポイント）、ベンダー系30が 24.6％（同±0ポイ

ント）、KDDI 系が 19.0％（同＋1.1 ポイント）、ソフトバンク系が 12.4％（同▲0.3 ポイント）

となっており、NTT 系のシェアが引き続き減少傾向にある。また、HHI については、1,476（前

年度末比▲15）となっている。 

【図表Ⅱ－48】 ISP（固定系）市場の契約数における事業者別シェア及び市場集中度（HHI）

の推移 

 
（注１）HHI は区分別の契約数により算出したもの。 

（注２）JCN は 12.3 まで、J:COM グループは 13.3 まで、それぞれ CATV 系に区分。 

（注３）中部テレコミュニケーション㈱は、KDDI 系に区分。 

（注４）三洋 IT ソリューションズ㈱は、10.3 までは NTT 系、11.3 まではベンダー系。14.3 以降はその他に区分。 

（注５）TOKAI コミュニケーションズは、12.3 までは CATV 系、13.3 以降はその他に区分。 

 
（注）内訳は一定規模以上の事業者について表示                                              出所：総務省資料 

                                                  
30 電気通信機器の販売・提供等を行う事業者又はその関係会社等（現在は独立した事業者も含む）をいう。 
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NTT 東西によるサービス卸が 2015 年２月から提供開始されたことにより、既存の ISP 事業者

も自らの ISP と合わせて FTTH サービスを提供し始めたことや、NTT ドコモの固定 ISP 事業への

参入が今後固定系 ISP 市場に影響を与える可能性が考えられる。2014 年度末時点では、卸利用

FTTH サービス開始から日が浅いため大きな影響はみられないが、今後どのような影響が出てく

るかは注視していく必要がある。 

 

１．２ 需要側データに係る分析 

アクセス回線部分を含むインターネット接続サービスの料金等については、第１節１．２(1)

のとおりである。 

図表Ⅱ－28 のとおり、利用者アンケートの結果によれば、１か月当たりの利用料（基本料金、

回線料金、ISP 料金を含む。）は、回答者全体では 4,000 円以上 5,000 円未満が最も多くなって

いる。 

 

１．３ 評価に当たっての勘案要素 

従来 ISP は、アクセス回線部分については自らサービス提供は行わず、インターネット接続

サービスのみを提供する形が大多数であったが、ソネットが 2013 年４月から「接続」型によ

る FTTH サービスを提供していること、また、NTT 東西によるサービス卸により、「卸役務」型

で FTTH サービスを提供し始める事業者が多数登場するなど、ISP と回線事業者を取り巻く環境

は大きく変化しており、評価に当たっては考慮する必要があるが、この点は第２編第１章で後

述する。 
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２ 競争状況の評価 

 

（市場動向全般） 

１ ISP（固定系）市場の契約数は、2014 年度末時点で 4,029 万（前年度末比＋2.1％）となっており、

同市場における売上高（インターネット接続事業等）は、2014 年度で 7,799 億円（前年度末比▲

0.02％）となっている。 

 

（事業者別の動向） 

２ 事業者別の契約数のシェアをみると、2014 年度末時点で、NTT 系が 27.1％（前年度末比▲0.9 ポ

イント）、ベンダー系が 24.6％（同±0 ポイント）、KDDI 系が 19.0％（同＋1.1 ポイント）、ソフト

バンク系が 12.4％（同▲0.3 ポイント）となっている。また、HHI については 1,476（前年度末比

▲15）と減少している。 

 

（評価） 

３ 前述のような状況から、ISP 市場における市場支配力に関しては、事業者別シェアは均衡してい

ること、ISP 市場への参入は比較的容易であること、事業者変更のためのサービス変更コストも移

動系通信サービス等に比して高くないこと（メールアドレス変更等の乗換えの障壁も WEB メールの

普及等により低下。）等も踏まえれば、単独又は協調して市場支配力を行使し得る地位にある事業

者は存在しない。 

４ なお、NTT 東西によるサービス卸を利用し、「卸役務」型の FTTH サービスを展開する ISP 事業者

が多数登場している。 

サービス卸は FTTH サービスの提供の主流を「ISP・アクセス回線分離型」から「ISP・アクセス

回線一体型」へと変化させつつあり、ISP 市場のみならず、固定系ブロードバンド市場、移動系通

信市場も含め相互に影響し合いつつ、それぞれの市場における競争状況に変化をもたらす可能性が

ある。 

実際に、サービス卸に関する利用者アンケートの結果では、サービス卸は一定程度の移動系通信

の事業者変更と、相当程度の ISP の事業者変更をもたらしている。特に ISP 市場においては、新規

参入である NTT ドコモのドコモ net が卸利用 FTTH サービスにおいて有力な ISP となっており、同

社が移動系通信市場において市場支配的な事業者であることも踏まえつつ、その動向を引き続き注

視していく必要がある。 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

第３章 固定系音声通信 
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第１節 固定電話市場 

 

１ 本節では、「固定電話市場（NTT 東西加入電話、直収電話、CATV 電話及び 0ABJ-IP 電話）」につい

て分析・評価を行う。 

 

２ 具体的には、評価のための指標として、以下の基本データについて分析を行う。 

(1) 市場の規模（契約数、売上高） 

(2) シェア及び市場集中度 

(3) 接続料 

(4) 料金 

(5) 利用状況 

また、評価に当たっての勘案要素として、ソフトフォンの動向についても分析を行う。 

 

３ これらの分析結果に基づき、固定電話市場に関し、以下の点について競争状況の評価を行う。 

(1) 単独又は複数の事業者による市場支配力の存在の有無 

(2) 上記市場支配力の存在が認められる場合には、その行使の有無 
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１ 市場の動向 

１．１ 供給側データに係る分析 

(1) 市場の規模 

① 契約数 

固定電話市場における総契約数は、2014 年度末時点で 5,619 万（前年度末比▲0.6％）と微

減傾向にある。 

また、各サービス別の動向についてみると、NTT 東西加入電話、直収電話及び CATV 電話の各

契約数が減少傾向にある一方、0ABJ-IP 電話の契約数が増加傾向となっている。2014 年度末に

は、固定電話全体から 0ABJ-IP 電話の契約数を除いた契約数は、2,773 万となっており、初め

て 0ABJ-IP 電話の契約数を下回った。 

これは、メタルから光ファイバーへの移行が前年度に引き続き進行していることを反映して

いるものと考えられるが、全体の傾向としては、0ABJ-IP 電話の契約数（前年度末比＋196 万，

＋7.4％）の増加以上に NTT 東西加入電話（同▲200 万，▲7.6％）、直収電話（同▲24 万，▲

7.2％）及び CATV 電話（同▲8万，▲12.2％）の契約数の減少が大きい状況にある。 

 

【図表Ⅲ－１】 固定電話市場の契約数の推移 

 
（注） 0ABJ-IP 電話については利用番号数を示しており、04.３以前の利用番号数については事業者アンケート結果に 

基づく数値を、05.３以降は電気通信事業報告規則に基づく報告値を用いている。 

出所：総務省資料 
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このように、ユニバーサルサービスとして位置付けられている NTT 東西加入電話を中心とす

る従来の固定電話サービスから 0ABJ-IP 電話への代替が進展する中で、NTT 東西は、2010 年 11

月に「PSTN のマイグレーションについて ～概括的展望～」1（以下「概括的展望」という。）

を公表し、コア網の PSTN から IP 網への計画的な移行（マイグレーション）について、2020

年頃から開始し、2025 年頃までに完了するという方針を打ち出している。 

この IP 網へのマイグレーションについては、現行の IP 網では提供していない機能・サービ

スの扱い等の課題があるとされており、NTT は、2015 年５月の 2014 年度決算発表において、

ユニバーサルサービスの在り方と「概括的展望」の見直しを「検討すべき中期的課題」として

いる。 

 

② 売上高 

固定電話市場（NTT 東西加入電話、直収電話、CATV 電話及び 0ABJ-IP 電話）における売上高

は、2014 年度末時点で 14,571 億円（前年度末比▲0.1%）となっており、年々減少傾向となっ

ている。 

 

【図表Ⅲ－２】 固定電話市場の売上高の推移 

 
出所：総務省資料 

  

                                                  
1 https://www.ntt-west.co.jp/news/1011/101102a.html 
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(2) シェア及び市場集中度（HHI） 

固定電話市場の契約数における事業者別シェアをみると、2014 年度末時点で NTT 東西のシェ

アは 73.1％（前年度末比▲1.5 ポイント）となっている。 

市場集中度（HHI）2については、5,750（前年度末比▲176）となっており、依然として高い

数値であるが、年々減少傾向にある。 

 

【図表Ⅲ－３】 固定電話市場の契約数における事業者別シェア及び市場集中度（HHI）

の推移3 

 

（注）KDDI には、J:COM（2013 年度以降）が含まれる。 

出所：総務省資料 

  

                                                  
2 第１編 第１章 脚注９を参照。 
3 2015 年４月１日にソフトバンクテレコムはソフトバンクモバイルに吸収合併され、同年７月１日にソフトバンクに

商号変更を行っているが、本節においては特段の記載がない限り同年３月末現在の社名で表記する。 
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この事業者別シェアを地理的市場である東西別にみると、2014 年度末時点での NTT 東西のシ

ェアは、東日本地域は 74.2％（前年度末比▲1.5 ポイント）、西日本地域は 72.0％（同▲1.4

ポイント）となっており、東日本地域の方が西日本地域と比較して高い状況となっている。 

市場集中度（HHI）については、東日本地域は 6,173（前年度末比▲152）、西日本地域は 5,971

（前年度末比▲131）となっており、いずれも高い数値であるが、年々減少傾向にある。 

 

【図表Ⅲ－４】 事業者別シェアの推移（東西別） 

【東日本地域】             【西日本地域】 

 

（注） 東西別の契約数算定に当たっては、12.３以前の数値については推計値（※）を、13.３以降は電気通信事業報告規則に基づ

く報告値を用いている 

※ NTT 東西加入電話、直収電話、CATV 電話については、電気通信事業報告規則に基づく報告値を、0ABJ-IP 電話については、NTT

東西の数値は同報告規則に基づく報告値を、NTT 東西以外の事業者の数値は、競争評価 2011 事業者アンケート結果に基づく推計

値を用いている。 

出所：総務省資料及び競争評価 2011 事業者アンケート 
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(3) 接続料 

NTT 東西の保有する固定電話網やアクセス回線を利用する場合、他の事業者4は NTT 東西に対

して接続料を支払うことが必要である。 

NTT 東西の保有する固定電話網を利用する場合、NTT 東西の GC 又は IC で接続5することが必

要であり、NTT 東西の管理部門に対して接続料を支払う。この接続料の推移をみると、NTS コ

スト6の接続料原価からの段階的控除や環境変化を踏まえた接続料算定モデルの見直しにより

2006年度以降低下傾向にあったが、固定電話サービスにおけるトラヒックの減少を背景に2012

年度以降は上昇傾向となっている（図表Ⅲ－６）。 

また、直収電話サービスを提供する場合、NTT 東西のメタル加入者回線を利用することが必

要であり、競争事業者は NTT 東西に対してメタル加入者回線の接続料を支払う。この接続料の

推移をみると、2011 年度に土木設備の耐用年数の見直しを行ったことで大きく低下した後、

2012 年度及び 2013 年度は上昇傾向にあったが、メタル回線と加入光ファイバー回線との間の

費用の配賦方法の見直し7により、2014 年度及び 2015 年度は再び低下に転じている（図表Ⅲ－

７）。 

  

                                                  
4 NTT 東西の利用部門を含む。 
5 GC 接続 Group Unit Center（加入者交換局）接続の略。NTT 東西以外の事業者が、NTT 東西のネットワークと加入

者交換局レベルで相互接続することを指す。 

IC 接続 Intra-zone Center（中継交換局）接続の略。NTT 東西以外の事業者が NTT 東西のネットワークと中継交換

局レベルで相互接続すること。中継交換局とは、GC から回線を集約し、他局に中継している局のこと。ZC（Zone Center）

接続ともいう。  
6 Non-Traffic Sensitive コストの略。通信量に依存せず、回線数に依存する費用を指す。 
7 第１編 第２章 脚注 11 を参照。 
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【図表Ⅲ－５】 NTT 東西加入電話の主な料金構造 

 

 

出所：総務省資料 

 

【図表Ⅲ－６】 GC 接続及び IC 接続による接続料の推移 

 

出所：総務省資料
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【図表Ⅲ－７】 メタル加入者回線（ドライカッパ）の接続料の推移 

（注） 回線管理運営費を含む。 

出所：総務省資料 
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１．２ 需要側データに係る分析 

(1) 料金 

固定電話の料金体系についてみると、主として通信量にかかわらず定期的（毎月等）に一定

額を支払う「基本料」と、通信量に応じて支払う従量制（一部定額制を含む。）の「通話料」

の二部料金制となっている8（図表Ⅲ－８）。 

基本料は、NTT 東西加入電話及び直収電話の場合、使用目的（住宅用・事務用）や電話サー

ビス取扱所の種類（級局）によって異なる料金が設定されているが、CATV 電話や 0ABJ-IP 電話

についてはこれらの区分は設けられておらず、一律の料金設定となっている（図表Ⅲ－９）。 

通話料は、距離区分（県内・県間等）及び着信先（固定・携帯電話・IP 電話等）に応じて料

金が設定されているが、0ABJ-IP 電話においては、国内の距離区分は設けられていない（図表

Ⅲ－10、11）。 

割引制度については、従来から指定電話割引、夜間割引等の割引プランが導入されているほ

か、KDDI、ソフトバンクテレコム、CATV 事業者等においては、自社提供の携帯電話への無料通

話や、近年のスマートフォン等の普及に伴い、FTTH の回線サービス及び IP 電話と移動系デー

タ通信とのセット販売も行われている。 

  

                                                  
8 例えば、NTT 東西加入電話の「基本料」及び「通話料」は図表Ⅲ－5にあるとおり、各種費用に対応して設定されて

いる。また、「施設設置負担金」は、従来 NTT 東西加入電話を利用する上で必要とされてきたが、現在は基本料に一定

額を上乗せすることにより「施設設置負担金」が不要となるライトプランも提供されている。 
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【図表Ⅲ－８】 主な固定電話サービスの基本料 

 

（注１） 級局については、３級：大規模局、２級：中規模局、１級：小規模局のイメージ 

（注２） 括弧内はプッシュ回線用の場合の料金 

（注３） NTT 東西の加入電話の開通工事費については、既存の屋内配線が利用可能な場合の費用 

出所：各社 HP 等を基に総務省作成 
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※ ＮＴＴ加入電話については、加入時に施設設置負担金を支払った場合の料金である。なお、02.2

に、毎月の基本料に一定額（640円）を上乗せして支払うことで施設設置負担金の支払い不要なプ

ラン（ライトプラン）の提供が開始された。施設設置負担金については、05.3に72,000円から

36,000円に値下げされ、これに併せてライトプランの上乗せ支払額も640円から250円へと値下げさ

れている。

※ ０ＡＢ～Ｊ－ＩＰ電話については、インターネット接続とセットの場合の料金。

10.1 「auひかり（電話
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【図表Ⅲ－９】 主な固定電話サービスの基本料 

 
 

（注） NTT 東西の提供するひかり電話については、原則フレッツ光等の光アクセス回線（FTTH）の契約が必要であり、他のサー

ビスとの比較には注意を要する。 

出所：各社 HP 等を基に総務省作成 
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【図表Ⅲ－10】 通話料（区域内・区域外通話料） 

 

出所：各社 HP 等を基に総務省作成 
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【図表Ⅲ－11】 主な固定電話サービスの通話料 

 
 

（注） 表は住宅用の料金 

出所：各社 HP 等を基に総務省作成 
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(2) 利用状況 

利用者アンケート結果によれば、2014 年度の固定電話の１週間当たりの通話利用回数（図表

Ⅲ－12）は、昨年度に引き続き１回未満の利用者が最も多いほか、３回未満の利用者が６割超

を占めており、５回未満の利用者で約８割を占める。 

次に、2014 年度の１週間当たりの通話利用時間（図表Ⅲ－13）をみると、５分未満の利用者

が約６割を占めており、10 分未満の利用者で約８割を占める。 

 

【図表Ⅲ－12】 固定電話の１週間当たりの通話利用回数 

 

出所：競争評価 2013・2014 利用者アンケート 

【図表Ⅲ－13】 固定電話の１週間当たりの通話利用時間 

 

出所：競争評価 2013・2014 利用者アンケート
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また、１か月当たりの固定電話の基本料を含む総支払額の平均をみると、およそ 3,000 円程

度となった（図表Ⅲ－14）。 

したがって、利用回数、利用時間、支払額のいずれをみても、固定電話の利用はそれほど多

くない状況にある。 

  

【図表Ⅲ－14】 １か月当たりの利用料（基本料を含む総支払額の平均） 

 

出所：競争評価 2013・2014 利用者アンケート 
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2001（平成 13）年度においては、総通信回数 1,384 億回に占める固定系の数は 905 億回であ

り、その割合は、65.4％であった。 

しかしながら、2013（平成 25）年度において、総通信回線数 990 億回に占める固定系の数は

292 億回であり、その割合は、29.5％と減少している状況にある（図表Ⅲ－15）。 

 

【図表Ⅲ－15】 音声通信回数の推移（発信端末別） 

 

 

※ IP 電話の発信回数については 2004 年度（平成 16 年度）に集計開始。 

出所：総務省「通信量からみた我が国の音声通信利用状況」 
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このように、固定電話の利用は減少しているが、利用者アンケートにおいて固定電話を利用

していないと回答した者に対し、その理由を尋ねたところ、「通話は携帯電話で行うから」と

回答した者の割合が９割を超えている（図表Ⅲ－16）。また、情報通信機器の保有状況をみる

と固定電話を保有している世帯は単身世帯及び全世帯ともに減少傾向にあり、特に単身世帯に

おける減少は顕著である。（図表Ⅲ－17）。さらに固定電話を保有している割合が半数となって

いる単身世帯数が増加傾向にあること（図表Ⅲ－18）も踏まえれば、今後、固定電話の携帯電

話への代替は一層進展する可能性がある。 

 

【図表Ⅲ－16】 固定電話サービスを利用していない理由 

 

出所：競争評価 2012～2014 利用者アンケート 

【図表Ⅲ－17】 情報通信機器の保有状況（世帯別） 

 

（注） 携帯電話は、スマートフォン、PHS、携帯情報端末（PDA）を含む。 

出所：平成 26 年通信利用動向調査
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【図表Ⅲ－18】 単独世帯数の推移 

 
（注） 数値は各年 10 月 1 日時点。 

出所：平成 22 年国勢調査 
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１．３ 評価に当たっての勘案要素 

ソフトフォン等による代替性の有無については、「第３節 ソフトフォンの動向」のとおり

である。 
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２ 競争状況の評価 

 

（市場の規模） 

１ 固定電話市場の総契約数は、2014 年度末で 5,619 万（前年度末比▲0.6％）と微減傾向が続いて

いる。サービス別には、メタルから光ファイバーへの移行が進む中、0ABJ-IP 電話が増加する一方

で、NTT 東西加入電話、直収電話及び CATV 電話の減少が続いている。2014 年度末には、固定電話

全体から 0ABJ-IP 電話の契約数を除いた契約数は 2,773 万となっており、初めて 0ABJ-IP 電話の契

約数を下回った。 

２ このように、ユニバーサルサービスとして位置付けられている NTT 東西加入電話を中心とする従

来の固定電話サービスから、0ABJ-IP 電話への代替が進展する中で、NTT 東西は「概括的展望」を

発表し、コア網の IP 網へのマイグレーションを 2025 年頃までに完了するという方針を打ち出して

いる。このマイグレーションについては課題があるとされているが、NTT は、ユニバーサルサービ

スの在り方と「概括的展望」の見直しを検討することを公表している。 

３ 固定電話市場における売上高は、2014 年度末時点で 14,571 億円（前年度末比▲0.1%）となって

おり、年々減少傾向となっている。 

 

（シェア及び市場集中度（HHI）） 

４ 2014 年度末時点における固定電話の契約数における事業者別シェアをみると、全国では NTT 東西

のシェアが 73.1％（前年度末比▲1.5 ポイント）、東西別では NTT 東日本 74.2％（同▲1.5 ポイン

ト）、NTT 西日本 72.0％（同▲1.4 ポイント）となっており、いずれも低下傾向にあるが、依然とし

て両者がそれぞれ東日本と西日本で高い市場シェアを占めている状況が続いている。一方、市場集

中度（HHI）は 5,750（同▲176）と依然として高いものの、引き続き減少傾向にある。 

 

(接続料) 

５ 競争事業者が NTT 東西に支払う接続料については、GC 接続及び IC 接続による接続料は 2012 年度

以降上昇傾向となっている。また、メタル加入者回線の接続料については、2012 年度及び 2013 年

度は上昇傾向が続いていたが、2014 年度及び 2015 年度は低下に転じている。 

 

（料金） 

６ 主な固定電話サービスの基本料は、過去５年以上にわたって一定の金額で推移している。サービ

ス別に基本料を比較すると、住宅用と事務用のいずれの場合であっても、NTT 東西加入電話、直収

電話、CATV 電話、0ABJ-IP 電話（ひかり電話）の順となっている。 
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７ 主な固定電話サービスの通話料は、ごく一部のサービスを除き、過去５年以上にわたって一定の

金額で推移している。通話料を比較すると、各社共通で携帯電話への通話が県間通話、0ABJ-IP 電

話への通話及び市内通話よりも高水準であるほか、事業者間でも一部、料金の違いがみられる 

 

（利用状況） 

８ 固定電話の利用者アンケート調査によれば、利用回数では週当たり３回未満、利用時間では週当

たり５分未満がそれぞれ約６割を占める。また、月額の平均利用料では、2013 年度及び 2014 年度

ともにおよそ 3,000 円程度であり、大きな変化はない。 

９ 固定電話を保有している世帯は減少傾向にあり、特に単身世帯の保有割合は 45.4％（前年度末比

▲6.9 ポイント）と減少が顕著であり、固定電話を保有していない割合が高い単身世帯数が増加傾

向にあることも踏まえれば、今後、携帯電話の固定電話への代替は一層進展する可能性がある。 

 

（評価） 

10 上記のような状況から、固定電話市場における市場支配力に関しては、NTT 東西が依然として単

独で市場支配力を行使し得る地位にあると考えられるが、第一種指定電気通信設備に係る規制措置

が講じられている中、 

・NTT 東西のシェアが低下傾向にあること、 

・固定電話の利用について、携帯電話等への代替が生じていること、 

・固定電話市場にあって増加傾向の続く 0ABJ-IP 電話の影響が強まっているが、0ABJ-IP 電話は主

に固定系超高速ブロードバンドとセットで提供されているところ、第２章の評価のとおり、固定系

超高速ブロードバンド市場において NTT 東西が実際に市場支配力を行使する可能性は低いこと、 

等も踏まえれば、NTT 東西が同市場において実際に市場支配力を行使する可能性は低い。 

 

11 なお、事業者別シェアの数値のみをみれば、NTT 東西を含むシェア上位の複数事業者が協調して

市場支配力を行使し得る地位にあるが、第２章において分析した固定系超高速ブロードバンド市場

における競争状況を勘案すれば、実際に協調して市場支配力を行使する可能性は低い。 
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第２節 050-IP 電話市場 

 

１ 本節では、「050-IP 電話市場」について分析・評価を行う。 

 

２ 具体的には、評価のための指標として、以下の基本データについて分析を行う。 

(1) 市場の規模（利用番号数） 

(2) シェア及び市場集中度 

(3) 料金 

また、評価に当たっての勘案要素として、ソフトフォンの動向についても分析を行う。 

 

３ これらの分析結果に基づき、「050-IP 電話市場」に関し、以下の点について競争状況の評価を行

う。 

(1) 単独又は複数の事業者による市場支配力の存在の有無 

(2) 上記市場支配力の存在が認められる場合には、その行使の有無 
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１ 市場の動向 

１．１ 供給側データに係る分析 

(1) 市場の規模 

050-IP 電話の利用番号数は、2014 年度末時点で 718 万（前年度末比▲1.4％）となっており、

近年横ばいの傾向となっている。 

 

【図表Ⅲ－19】 050-IP 電話の利用番号数の推移 

 
出所：総務省資料 

 

050-IP 番号を使用する主な端末についてみると、2012 年度は移動系端末が 9.3％であったの

に対し、2014 年度末は 16.0％と大きく伸びている。 

【図表Ⅲ－20】 主に使用する端末による割合（2012 年度・2014 年度） 

 

出所：競争評価 2012・2014 利用者アンケート 

812 

1,003
1,027 

978 

906

864 

790 
753

721 728 718

0

200

400

600

800

1,000

1,200

05.3 06.3 07.3 08.3 09.3 10.3 11.3 12.3 13.3 14.3 15.3

（万番号）

固定系

90.7%

移動系

9.3%

2012年度

固定系

84.0%

移動系

16.0%

2014年度



164 
 

(2) シェア及び市場集中度（HHI） 

050-IP 電話の利用番号数における事業者別のシェアは、2014 年度末で NTT コミュニケーシ

ョンズが 38.4％（前年度末比▲1.0 ポイント）、ソフトバンク9が 33.3％（同▲1.9 ポイント）、

フュージョン・コミュニケーションズが 12.6％（同＋2.6 ポイント）、KDDI が 7.0％（同▲0.1

ポイント）となっており、2013 度末に引き続き、シェア１位は NTT コミュニケーションズとい

う結果となった。また、2011 年度末までの上位３社は、ソフトバンク、NTT コミュニケーショ

ンズ、KDDI であったが、2012 年度末以降入れ替わり、NTT コミュニケーションズ、ソフトバン

ク、フュージョン・コミュニケーションズの順となっている。 

上位３社（NTT コミュニケーションズ、ソフトバンク、フュージョン・コミュニケーション

ズ）のシェアとその他 NTT のシェアの合計は、2014 年度末時点で 88.1％（前年度末比▲0.8

ポイント）となっている。また、HHI は、3,088（同▲88）となっている。 

 

【図表Ⅲ－21】 050-IP 電話の利用番号数における事業者別シェア及び市場集中度（HHI）

の推移 

 
（注１） その他 NTT には、NTT ぷらら、NTT-ME、NTT ネオメイト、NTTPC コミュニケーションズ、NTT ドコモが含まれる。 

（注２） ソフトバンクには、ソフトバンク BB 及びソフトバンクテレコムが含まれる。 

（注３） KDDI には、CTC（2008 年第４四半期以降）が含まれる。 

出所：総務省資料 

  

                                                  
9 ソフトバンク BB 及びソフトバンクテレコムが含まれる。以下この節において同じ。 
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１．２ 需要側データに係る分析 

ADSL 等の固定系ブロードバンド回線を用いて提供される 050-IP 電話の利用には、当該 ADSL

等のアクセス回線の契約が必要である。このような固定系ブロードバンド回線の料金には、メ

タル回線等のコストが含まれていることから、これに重畳して提供される 050-IP 電話基本料

（月額）には当該メタル回線等のコストが含まれていない。このため、メタル回線等のコスト

が含まれている加入電話等の基本料と比べると、050-IP 電話の基本料は安価な設定となってお

り、無料から 400 円程度となっている。 

050-IP 電話の通話料金は各事業者間でほぼ横並びの状況であり、近年大きな変化はみられな

い。なお、通常一般加入電話への通話料金は、NTT 東西の PSTN 交換機を介することから接続料

がかかるが、自網内通話及び IP-IP 接続を行っている 050-IP 電話事業者が提供するサービス

の利用者との通話においては、当該交換機を介する必要がないことから、無料通話が可能とな

っている。 

 

【図表Ⅲ－22】 主な 050-IP 電話サービスの通話料（対携帯電話及び対固定電話との比

較） 

 

出所：各社 HP 等を基に総務省作成 
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１．３ 評価に当たっての勘案要素 

ソフトフォン等による代替性の有無については、「第３節 ソフトフォンの動向」のとおりで

ある。 
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２ 競争状況の評価 

 

（市場動向全般） 

１ 050-IP 電話の利用番号数をみると、2014 年度末時点で 718 万（前年度末比▲1.4％）となってお

り、近年横ばいの傾向となっている。 

また、050-IP 番号を使用する主な端末についてみると、2012 年度末は移動系端末が 9.3％であっ

たのに対し、2014 年度末は 16.0％と大きく伸びている。 

 

（シェア及び市場集中度） 

２ 050-IP 電話市場における利用番号数の事業者別シェアをみると、NTT コミュニケーションズが

38.4％（前年度末比▲1.0 ポイント）、ソフトバンクが 33.3％（同▲1.9 ポイント）、フュージョン・

コミュニケーションズが 12.6％（同＋2.6 ポイント）、KDDI が 7.0％（同▲0.1 ポイント）となって

いる。 

上位３社（NTT コミュニケーションズ、ソフトバンク、フュージョン・コミュニケーションズ）

のシェアとその他 NTT のシェアの合計は、2014 年度末時点で 88.1％（前年度末比▲0.8 ポイント）

となっている。また、HHI は、3,088（同▲88）となっている。 

 

（料金） 

３ 料金についてみると、ADSL 等のアクセス回線と併せて提供される 050-IP 電話の基本料（月額）

は無料から400円程度となっている一方で、通話料は各事業者間でほぼ横並びの状況となっている。 

通話料を対携帯電話と対固定電話で比較すると、対携帯電話はソフトバンク BB の BB フォンを除

いて、各社ともに約 50 円（３分）であるのに対し、対固定電話は各社ともに約８円（３分）とな

っており、大きな差がみられる。 

 

（評価） 

４ 上記のような状況から、050-IP 電話市場における市場支配力に関しては、事業者別のシェアの数

値のみをみれば、単独で市場支配力を行使し得る地位にある事業者は存在せず、複数の事業者が協

調して市場支配力を行使し得る地位にあると考えられる。しかしながら、近年の 0ABJ-IP 電話の契

約数の増加に伴い、メタル回線による同サービスの市場としては縮小傾向にあることや、ADSL 市場

を含む固定系ブロードバンド市場における競争状況などを踏まえれば、実際に市場支配力を行使す

る可能性は低い。 
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第３節 ソフトフォンの動向 

 

本節では、移動系音声通信と固定系音声通信に係る市場双方の勘案要素であるソフトフォンサービ

スについての分析を行う。 
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１ 概況 

移動系／固定系音声通信の各市場に関連するサービスとして、ここ数年ソフトフォンの利用

が拡大しつつある。 

ソフトフォンの提供するサービスは様々であるが、アプリ利用者以外の者との通話も可能な

ものが普及している。主なソフトフォンサービスの概要は以下のとおり。 

 

【図表Ⅲ－23】 主なソフトフォンサービスの概要 

 
（注１） 30 日プランの場合 

（注２） コールクレジットの場合 

（注３） 「日本 固定・携帯電話 60 分 プラン」（400 円/月）より換算 

出所：各社 HP 等を基に総務省作成 

 

  

（2015 年６月現在）

（料金は税抜）
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２ 利用動向 

利用者アンケート結果によれば、ソフトフォンサービスの利用率は、近年増加傾向にあったも

のの、直近では回答者全体の 27.2％（2013 年度）から 21.2％（2014 年度）へと低下に転じてい

る。この利用率の内訳をみると、ソフトフォンを主に固定系端末で利用する者の割合は 2011 年

度以降低下傾向となっており、主に移動系端末で利用する者の割合は 2013 年度までは拡大傾向

にあったが、2014 年度に低下に転じている（図表Ⅲ－24）。 

また、主に利用している端末の種別でみると、タブレット型端末及びスマートフォンでの利用

が増加傾向にあり、移動系通信におけるコミュニケーションアプリでの利用が主流となっている

ことが分かる（図表Ⅲ－25）。 

 

【図表Ⅲ－24】 ソフトフォンサービスの利用率の推移 

 
（注）電話番号を使用しないソフトフォンサービスに限る。 

出所：競争評価 2011～2014 利用者アンケート 

 

【図表Ⅲ－25】 ソフトフォンの利用端末別構成比 

 

出所：競争評価 2011～2014 利用者アンケート 
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【図表Ⅲ－26】 サービス特性に基づくソフトフォンサービスの分類 

 

出所：各社 HP 等を基に総務省作成 
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電話番号を使用しないソフトフォンの利用者におけるサービス提供事業者別の利用割合を見

ると、ソフトフォンを主に固定系端末で利用する者においては Skype の利用率が、主に移動系端

末を利用する者においては LINE の利用率がそれぞれ最も高くなっている（図表Ⅲ－27）。 

また、これらのソフトフォンサービスを利用する理由としては、固定系端末利用・移動系端末

利用ともに「料金が無料又は安いから」が最も多く、料金面の優位性が大きな要因となっている

ことが分かる（図表Ⅲ－28）。 

 

【図表Ⅲ－27】 ソフトフォンサービスの事業者別利用割合 

主に移動系端末利用            主に固定系端末利用 

  
出所：競争評価 2012～2014 利用者アンケート 

 

【図表Ⅲ－28】 ソフトフォンサービスのサービス選択理由 

主に移動系端末利用             主に固定系端末利用 

  
出所：競争評価 2012～2014 利用者アンケート 
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利用者アンケートの結果によれば、ソフトフォン利用者の一週間当たりの通話時間では、10

分未満の通話が 84.5％を占めており、短時間の通話の割合が高い。 

また、ソフトフォン、固定電話及び携帯電話の一週間当たり平均通話時間を比較すると、2011

年度はソフトフォンが一週間当たり 42.1 分で固定電話の 16.5 分及び携帯電話の 19.0 分を大き

く上回っていたが、2014 年度はソフトフォンが一週間当たり 10.1 分と固定電話の 12.2 分及び携

帯電話の 19.6 分を下回っている。このように、移動系端末がソフトフォン利用端末の多数派と

なることで、通話時間は減少傾向にあることが分かる。 

 

【図表Ⅲ－29】 ソフトフォン利用者の一週間当たりの通話時間 

 

出所：競争評価 2011～2014 利用者アンケート 

 

【図表Ⅲ－30】 ソフトフォン／固定電話／携帯電話利用者の一週間当たり平均通話時

間 

 

（注）n数は左から順に、ソフトフォン利用者、固定電話利用者、携帯電話（音声）利用者となっている。 

出所：競争評価 2011～2014 利用者アンケート 
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３ 移動系音声通信・固定系音声通信への影響 

利用者アンケート結果では回答者全体のうち約２割がソフトフォンを利用していると回答し

ており、音声通話に係る一般的なサービスの一つとして定着しつつある様子がうかがえる。 

他方、利用率は前年度比▲６ポイントと低下に転じているとともに、その利用環境については、

３年前の2011年度の利用者アンケートではデスクトップやノートPC等の固定系端末での利用が

全体の 85％で大半を占めていたのに対して、2014 年度の利用者アンケートでは、タブレットや

スマートフォン等の移動系端末での利用が全体の約 70％を占めるなど逆転が生じている。 

過去４年で一週間当たりの総通話時間、また一週間当たりの平均通話時間はともに減少傾向に

ある。特に、一週間当たりの平均通話時間は固定電話や携帯電話を下回る水準に低下している。 

したがって、ソフトフォンについては、現段階では移動系音声通信や固定系音声通信を代替す

るものとしての普及が進展しているとはいえないが、その利用環境や利用実態に変化が生じてい

ること等を踏まえ、今後も引き続きその動向を注視していくことが必要である。 
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WAN サービス市場の分析及び競争状況の評価 

 

１ 本章では、法人向けネットワークサービスにおける「WAN サービス市場（IP-VPN、広域イ

ーサネット、フレッツ VPN ワイド等）」について分析・評価を行う。 

 

２ 具体的には、評価のための指標として、以下のとおり、従来の基本データに加え、近年の

WAN 市場の動向を踏まえ、評価に当たっての勘案すべき要素について分析を行い、評価を行

うこととする。基本データとして、以下の点について分析を行う。 

(1) 市場の規模（契約数） 

(2) 事業者別シェア及び市場集中度（上位３社シェア、HHI） 

(3） 料金 

また、評価に当たっての勘案要素として、クラウドコンピューティングサービスの動向に

ついても分析を行う。 

 

３ これらの分析結果に基づき、WAN サービス市場に関し、以下の点について競争状況の評価

を行う。 

(1) 単独又は複数の事業者による市場支配力の存在の有無 

(2) 上記市場支配力の存在が認められる場合には、その行使の有無 
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１ 市場の動向 

１．１ 供給側データに係る分析 

(1) 市場の規模 

WAN サービス市場における総契約数は、2014 年度末時点で 132 万（前年度末比＋6.6％）

となっている。サービス別の契約数の推移をみると、IP-VPN1及び広域イーサネット2につ

いては増加傾向が続いているが、NTT 東西のフレッツ・VPN ワイド等3については、微減に

転じている。 

各サービスの契約数における前年度末からの増減率をみると、2014 年度末は IP-VPN を

除いて減少している。特にフレッツ・VPN ワイド等については、NTT 東日本の一部サービ

スの提供終了に伴い、増減率が 6.7％から▲1.2%と大きく減少している。 

 

【図表Ⅳ－１】 WAN サービスのサービス別契約数等の推移 

 
 出所：総務省資料及び NTT 東西の公表資料等を基に総務省作成 

                                                  
1 IP-VPN（Internet Protocol–Virtual Private Network） 
電気通信事業者の IP 網を用いて企業の拠点間通信ネットワークを構築するもの。インターネットを経由し

ないため、インターネット VPN よりも機密性や信頼性に優れているとされる。 
2 広域イーサネット 
企業 LAN などで利用されているイーサネット方式を使い、地理的に離れた拠点の LAN 同士をつないで企業通

信ネットワークを構築するもの。IP 以外のプロトコルを利用できる。 
3 NTT 東西のフレッツ・VPN ワイド等 
① フレッツ網を利用した企業内通信サービス 

   「フレッツ・VPN ゲート」、「フレッツ・VPN ワイド」及び「フレッツ・VPN プライオ」 
「フレッツ・VPN ゲート」は、法人のネットワークやサーバー等を NTT 東西の IP 通信網に接続し、「フ

レッツ光ネクスト」や「Bフレッツ」等のフレッツ・アクセスサービスの契約者との間でセンタ～エンド
型の通信を可能とするサービス。「フレッツ・VPN ワイド」は、「フレッツ光ネクスト」や「B フレッツ」
等のフレッツ・アクセスサービスを利用し、最大 1,000 拠点を接続することを可能とするサービス（NTT
東西をまたがる拠点間を接続するサービスの提供等も可能）。「フレッツ・VPN プライオ」は、帯域優先
型のフレッツ・アクセスサービスである「フレッツ 光ネクスト プライオ」を利用し、従来の「フレッ
ツ・VPN ワイド」より高速で安定したプライベートネットワークの構築を可能とする IP-VPN サービス。
2014 年８月 20 日提供開始（NTT 東日本のみ）。 

② メガデータネッツ 
同一都道府県内における拠点間を１対１接続するもので、１か所のホストを中心としたセンタ-エンド

型の通信網を構築することができる。ただし、近年の契約数は、フレッツ・オフィス等の契約数の増加
に伴い、大きく減少してきている。 
なお、NTT 東日本においては、フレッツ・オフィス、フレッツ・オフィス ワイド及びフレッツ・グル

ープシステムについて、2014 年３月 31 日にサービスの提供を終了した。 
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(2) シェア及び市場集中度 

① WAN サービス市場全体 

事業者別シェアの推移をみると、NTT 東西は 2014 年度末時点で 36.4％（前年度末比

▲1.2ポイント）、NTTコミュニケーションズは18.1％(同▲1.6ポイント)、KDDIは15.5％

（同▲0.4 ポイント）、ソフトバンクテレコム4は 13.1％（同＋3.6 ポイント）、電力系事

業者は 5.2％（同±0ポイント）という状況になっている。 

また、NTT 系事業者のシェアの合計をみると、61.1％（同▲2.9 ポイント）となって

おり、近年減少傾向にあるものの、６割を超えるシェアを維持している。 

３グループ（NTT 系事業者、KDDI 及びソフトバンクテレコム）のシェアの合計は、2014

年度末時点で 89.7％（同＋0.3 ポイント）となっており、ほぼ横ばいの傾向となってい

る。 

WAN サービス市場全体における HHI は、近年減少傾向であるが、2014 年度末時点で

は 4,155（前年度末比▲299）と引き続き高い水準となっている。 

 

【図表Ⅳ－２】 WAN サービスの事業者別シェアの推移 

 

※  NTTPC コミュニケーションズ、NTT-ME、NTT ネオメイト等 

（注） 2008 年４月、KDDI が中部テレコミュニケーションの株式の一部譲渡を受けたことを踏まえ、2009 年３月以降の中

部テレコミュニケーションのシェアは電力系事業者から KDDI に移行。 

出所：総務省資料及び NTT 東西の公表資料等を基に総務省作成 

                                                  
4 2015 年４月１日にソフトバンクテレコムはソフトバンクモバイルに吸収合併され、同年７月１日にソフトバ

ンクに商号変更を行っているが、本章においては特段の記載がない限り同年３月末現在の社名で表記する。 
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② IP-VPN 市場 

WAN サービス市場の中の一つである IP-VPN 市場の事業者別シェアをみると、NTT コミ

ュニケーションズは 2014 年度末時点で 37.5％（前年度末比▲5.1 ポイント）となって

おり、2009 年度以降減少傾向にある。 

その他、KDDI は 9.6％（同▲2.0 ポイント）、ソフトバンクテレコムは 26.2％（同＋

8.7 ポイント）となっている。 

また、NTT 系事業者のシェアの合計をみると、50.9％（同▲5.8 ポイント）となって

いる。 

IP-VPN 市場における HHI は、近年減少傾向であり、2014 年度末時点では 3,426（前年

度末比▲295）となっている。 

 

【図表Ⅳ－３】 IP-VPN の事業者別シェアの推移 

 
   （注）NTT 東西の提供するフレッツ・VPN ワイド等は含まれていない。 

出所：総務省資料 
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③ 広域イーサネット市場 

WAN サービス市場の中の一つである広域イーサネット市場の事業者別シェアをみると、

KDDI は 2014 年度末時点で 34.2％（前年度末比＋0.9 ポイント）となっており、ここ数

年増加傾向にある一方、NTT 東西は 30.3％（同▲0.6 ポイント）となっており、減少傾

向にある。ソフトバンクテレコムは 7.9％（同±0ポイント）であった。 

また、NTT 系事業者のシェアの合計をみると、43.1％（同▲0.6 ポイント）となって

いる。 

広域イーサネット市場における HHI は、近年ほぼ横ばいの傾向であり、2014 年度末時

点では 3,112（前年度末比＋9）となっている。 

 

【図表Ⅳ－４】 広域イーサネットの事業者別シェアの推移 

 
（注１） 2005 年 10 月、旧パワードコムは KDDI と合併。 

（注２） 2008 年４月、KDDI が中部テレコミュニケーションの株式の一部譲渡を受けたことを踏まえ、2009 年３月以

降の中部テレコミュニケーションのシェアは電力系事業者から KDDI に移行。 
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１．２ 需要側データに係る分析 

WAN サービスについては、実際に提供されている料金の推移等を把握することは困難

であるが、「2010 年基準  企業向けサービス価格指数5」の一部として、日本銀行が公表

している IP-VPN と広域イーサネットを対象とする WAN サービスの価格指数をみると、

近年は緩やかな上昇傾向となっている。 

 

【図表Ⅳ－５】 WAN サービスの価格指数の推移 

 
出所：日本銀行「2010 年基準 企業向けサービス価格指数」に基づき作成 

 

  

                                                  
5 「企業向けサービス価格指数」とは、企業間で取引される「サービス」の価格に焦点を当てた物価指数であ

り、指数の対象となっているサービスの価格に、各々のサービスの重要度（ウエイト）を掛け合わせ、集計す

ることにより作成した物価指数である。価格は、サービスの代表的な価格を個別に調査することにより入手し、

ウエイトは、指数の対象となっている企業間取引額から算出している。指数は、個別に調査したサービスの代

表的な価格をそれぞれ指数化し、ウエイトで加重平均することにより作成している。なお、詳細は「企業向け

サービス価格指数の解説」（日本銀行）参照。 
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１．３ 評価に当たっての勘案要素 

WAN サービスの提供形態として、従来の通信回線中心のサービス提供とは別に、クラウ

ドコンピューティングサービスや各種アプリケーション等とともに通信回線サービスを

一体的に提供する形態が登場していることから、WAN サービス市場の評価に当たっても、

クラウドコンピューティングサービスの動向について勘案する必要がある。 

 

(1) クラウドコンピューティングサービスの概況 

クラウドコンピューティングサービスは、『利用者が必要なコンピュータ資源を「必要

な時に、必要な量だけ」サービスとして利用できる、従来とは全く異なる情報通信システ

ムの利活用策であり』6、ユーザーである企業の置かれている状況や要望に応じてシステム

を独自に組み合わせることができるため、そのサービス内容は多岐にわたるが、提供形態

及び構成要素別に着目すれば、以下のとおり区分することができる。 

 

【図表Ⅳ－６】 クラウドコンピューティングサービスの主な類型 

＜提供形態別＞ 

区分 サービス対象等 

パブリック・クラウド 

 

不特定多数を対象として提供。 

プライベート・クラウド 

 

同一企業内または共通の目的を有する企業群を対象として

提供。 

＜構成要素別＞ 

区分 サービス内容等 

PaaS 

（Platform as a Service） 

サーバー、CPU、ストレージなどのインフラをサービスとし

て提供｡ 

IaaS 

(Infrastructure as a Service) 

アプリケーションを稼働させるための基盤（プラットフォ

ーム）をサービスとして提供｡ 

SaaS 

（Software as a Service） 

アプリケーション（ソフトウェア）をサービスとして提供｡

 

出所：総務省「スマート・クラウド研究会報告書 ―スマート・クラウド戦略―」（2010 年５月）に基づき作成 

  

                                                  
6 総務省「スマート・クラウド研究会報告書 ―スマート・クラウド戦略―」（2010 年５月）より 
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【図表Ⅳ－７】 主な WAN サービス提供事業者によるクラウドコンピューティン

グサービスの提供例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：各社 HP を基に総務省作成 
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(2) クラウドコンピューティングサービスの売上高等 

総務省・経済産業省「平成 26 年情報通信業基本調査」（2015 年３月 13 日公表）によれ

ば、情報通信業を営む企業7のうち、クラウドコンピューティングサービス8を提供してい

る企業数は 2012 年度の 123 社から、2013 年度には 141 社（前年度末比＋14.6％）に、ま

たその売上高は、2012 年度の 802 億円から、2013 年度には 952 億円（同＋18.7％）に、

それぞれ増加している。 

 

【図表Ⅳ－８】 クラウドコンピューティングサービスの売上高と企業数 

 
出所：総務省・経済産業省「平成 26 年情報通信業基本調査」 

 
  

                                                  
7 主業か否かを問わず少しでも情報通信業を営んでいる企業を計上している。 
8 クラウドコンピューティングサービスとは、「ASP」（アプリケーション・サービス・プロバイダ）、「SaaS」（ソ

フトウェア・アズ・ア・サービス）、「HaaS」（ハードウェア・アズ・ア・サービス）等のネットワーク経由で

提供するサービスをいう。なお、ソフトウェアの開発から一貫して行うものは含まない。 
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(3) ユーザーの利用意向 

総務省「平成 26 年通信利用動向調査」（2015 年７月 17 日公表）によれば、常用雇用者

規模 100 人以上の企業92,136 社の中で、全社的にクラウドコンピューティングサービスを

利用していると回答した企業の割合は、2010 年末の 4.2％から、2014 年末には 20.7％に

増加しており、一部でもクラウドコンピューティングサービスを利用していると回答した

企業も含めると、クラウドコンピューティングサービスに対する法人ユーザーの利用が高

まっていることがうかがえる。 

 

【図表Ⅳ－９】 クラウドコンピューティングサービスの利用状況 

 
出所：総務省「平成 26 年通信利用動向調査」より作成 

 

 

 
 
 
 

  

                                                  
9 公務を除く産業に属する常用雇用者規模 100 人以上の企業。 
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２ 競争状況の評価 

 

（市場動向全般） 

１ WAN サービス市場（IP-VPN、広域イーサネット、NTT 東西のフレッツ・VPN ワイド等）の契

約数は 2014 年度末時点で 132 万（前年度末比＋6.6％）となっており、引き続き増加してい

る。各サービスの契約数の増減率をみると、IP-VPN を除いて減少している。 

 

（事業者別の動向） 

２ 事業者別シェアをみると、NTT 東西は 2014 年度末時点で 36.4％（前年度末比▲1.2 ポイン

ト）、NTT コミュニケーションズは 18.1％（同▲1.6 ポイント）、KDDI は 15.5％（同▲0.4 ポ

イント）、ソフトバンクテレコムは 13.1％（同＋3.6 ポイント）、電力系事業者は 5.2％（同

±0ポイント）となっている。 

また、NTT 系事業者のシェアの合計をみると、2009 年度以降減少傾向にあるものの、まだ

なお６割を超えるシェアを維持しており、2014 年度末時点で 61.1％（同▲2.9 ポイント）で

あった。 

サービス別では、IP-VPN については、NTT コミュニケーションズは 2014 年度末時点で

37.5％（前年度末比▲5.1 ポイント）、KDDI は 9.6％（同▲2.0 ポイント）、ソフトバンクテ

レコムは 26.2％（同＋8.7 ポイント）となっているほか、NTT 系事業者のシェアの合計は

50.9％（同▲5.8 ポイント）となっている。 

広域イーサネットについては、KDDI は 2014 年度末時点で 34.2％（前年度末比＋0.9 ポイ

ント）と、ここ数年増加傾向にある一方、NTT 東西は 30.3％（同▲0.6 ポイント）と減少傾

向であり、NTT 系事業者のシェアの合計は 43.1％（同▲0.6 ポイント）となっている。ソフ

トバンクテレコムは、7.9％（同±0ポイント）であった。 

HHI は近年減少傾向が続いているものの、2014 年度末時点は 4,155（前年度末比▲299）で

あり、引き続き高い水準となっている。 

 

（クラウドコンピューティングサービスの動向） 

３ 情報通信業を営む企業のうち、クラウドコンピューティングサービスを提供している企業

数は、2013 年度は 141 社（前年度末比＋14.6％）、また売上高は 952 億円（同＋18.7％）と、

それぞれ大きく増加している。 

また、クラウドコンピューティングサービスを利用している企業の割合は、2014 年末は

38.7％（前年度末比＋5.7 ポイント）となっており、クラウドコンピューティングサービス

に対する法人ユーザーの利用が高まっていることがうかがえる。 
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（評価） 

４ 上記のような状況を勘案し、WAN サービス市場における市場支配力に関しては、事業者別

シェア等を踏まえれば、NTT 系事業者が協調して市場支配力を行使し得る地位にあると考え

られるが、 

① WAN 市場全体の中での最多のシェアを占める IP-VPN サービスにおいて、NTT 系事業者

のシェアの合計がここ数年、減少傾向にあること、 

② 広域イーサネットサービスにおいては、NTT 系事業者のシェアが減少傾向にある一方、

NTT 東西とシェアが拮抗している KDDI のシェアは増加傾向にあること、 

③ 近年、従来の通信回線中心のサービス提供のみならず、各事業者がクラウドコンピュ

ーティングサービスや各種アプリケーション等との一体的なサービスを新たに展開し

始めており、クラウドコンピューティングサービス を提供している企業数とその売上

高が増加傾向にあること 

等を考慮すれば、実際に市場支配力を行使する可能性は低い。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

第２編 戦略的評価 

 



 

 

 
第２編 戦略的評価 

競争評価では、定点的評価として、データ通信や音声通信等の事業領域について、各種指標を活用

した経年的な分析・評価を実施している。これに対し、2006 年度から開始した戦略的評価では、競争

政策との機動的な連携を図るため、その時々の政策課題に対応したテーマに焦点を当てた分析を行っ

ている。 

戦略的評価のテーマの選定は、2012 年２月改定の「電気通信事業分野における競争状況の評価に関

する基本方針」で定めた基本的な考え方に基づき、毎年度策定する「電気通信事業分野における競争

状況の評価に関する実施細目」で行っている。 

2014年度は、2014年12月24日、「電気通信事業分野における競争状況の評価に関する実施細目2014」

を策定・公表し、電気通信事業における競争政策に影響を及ぼす可能性がある新たな動向として、次

の２つを戦略的評価のテーマとして取り上げることとした。 

○ 固定系超高速ブロードバンドに関する事業者間連携サービスの競争環境への影響に関する分析 

○ 移動系通信に関する新たな料金施策の競争環境への影響に関する分析 
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固定系超高速ブロードバンドに関する 

事業者間連携サービスの競争環境への 

影響に関する分析 
  



 

 

目  次 

 

１ 分析の目的 .......................................................................................................................................................... 197 

２ 固定系超高速ブロードバンドに関する事業者間連携の概要 ...................................................................... 198 

２．１ ＩＳＰとアクセス回線提供事業者の関係 ................................................................................................ 198 

(1) 概要 .......................................................................................................................................................... 198 

(2) 制度の現状.............................................................................................................................................. 199 

２．２ 固定・移動等の連携サービス .................................................................................................................. 200 

(1) 概要 .......................................................................................................................................................... 200 

(2) 制度の現状.............................................................................................................................................. 201 

(3) 連携サービスに関する利用者の選択 .................................................................................................. 202 

３ NTT 東西によるサービス卸に関する動向 ....................................................................................................... 205 

３．１ NTT 東西によるサービス卸に関する現状 ............................................................................................. 205 

(1) 概要 .......................................................................................................................................................... 205 

(2) 卸利用 FTTH サービスの提供事業者 ................................................................................................. 206 

(3) 卸利用 FTTH サービスの概要 .............................................................................................................. 207 

(4) サービス卸に関する事業者公表情報 ................................................................................................. 209 

３．２ サービス卸に関する制度的枠組み ........................................................................................................ 210 

３．３ サービス卸の競争環境への影響の分析 ............................................................................................... 211 

(1) 卸利用ＦＴＴＨサービスの利用状況に関する分析 ............................................................................ 211 

(2) 卸利用ＦＴＴＨサービスの提供状況に関する分析 ............................................................................ 226 

４ ISP による接続を利用した FTTH サービスに関する動向 ............................................................................. 228 

４．１ FTTH サービスの提供形態 ...................................................................................................................... 228 

４．２ 加入光ファイバの接続の利用に係る ISP の動向 ............................................................................... 230 

４．３ 加入光ファイバに係る接続制度の在り方に関する議論 .................................................................... 233 

５ 競争政策上の課題 ............................................................................................................................................. 234 

５．１ NTT 東西によるサービス卸関係 ............................................................................................................ 234 

５．２ ISP による接続を利用した FTTH サービス関係 ................................................................................... 236 

 

補論  固定系通信・移動系通信における事業者変更分析 ................................................................................ 237 

１ 分析の目的 .......................................................................................................................................................... 237 

１．１ 分析の背景 ................................................................................................................................................ 237 

１．２ 分析の方法 ................................................................................................................................................ 237 

２ 固定系通信サービスにおける事業者変更分析 ............................................................................................. 238 

２．１ 固定系ブロードバンドの事業者変更分析 ............................................................................................. 238 

(1) 現在利用している固定系ブロードバンドの契約期間別の事業者シェア ....................................... 238 

(2) 現在利用している固定系ブロードバンドの事業者別の契約年数比 ............................................. 239 

(3) 固定系ブロードバンドの継続利用状況 ............................................................................................... 239 



 

 

(4) 固定系ブロードバンドの継続利用期間と乗換状況 .......................................................................... 240 

(5) 固定系ブロードバンドの乗換経験の有無と継続期間 ...................................................................... 242 

２．２ FTTH サービスの事業者変更分析 ......................................................................................................... 244 

(1) 現在利用している FTTH サービスの契約期間別の事業者シェア .................................................. 244 

(2) 現在利用している FTTH サービスの事業者別の契約年数比 ........................................................ 245 

(3) FTTH サービスの継続利用状況 ........................................................................................................... 246 

(4) FTTH サービスの継続利用期間と乗換状況 ...................................................................................... 247 

(5) FTTH サービスの乗換経験の有無と継続期間 .................................................................................. 248 

３ 移動系通信サービスにおける事業者変更分析 ............................................................................................. 250 

３．１ 移動系通信サービスの事業者変更分析 .............................................................................................. 250 

(1) 現在利用している移動系通信の契約期間別の事業者シェア ....................................................... 250 

(2) 現在利用している移動系通信サービスの事業者別の契約年数比 .............................................. 251 

(3) 移動系通信サービスの継続利用状況 ................................................................................................ 252 

(4) 移動系通信サービスの継続利用期間と乗換状況 ........................................................................... 252 

(5) 移動系通信サービスの乗換経験の有無と継続期間 ....................................................................... 254 

 

 

 



197 

 

１ 分析の目的 

FTTHと通信速度下り30Mbps以上のCATVインターネットから成る固定系超高速ブロードバンドは、

利用者の高速化へのニーズ等を反映し、契約数が 2015 年３月末時点で 2,970 万に達し、固定系ブ

ロードバンド全体の約８割を占めるに至っている。 

固定系超高速ブロードバンドの提供に当たっては、大きく２つの事業者間連携が行われている。 

一つは、インターネット接続1とアクセス回線の提供を巡る事業者間の連携である。特に、加入光

ファイバの約 78％を NTT 東西が保有していることや、NTT 東西に対する業務範囲規制2等により、固

定系ブロードバンド分野においては伝統的にインターネット接続を提供するISPとアクセス回線提

供事業者が別々に成長してきたことから、両者の関係を中心に様々な連携が行われてきた。 

もう一つは、固定系ブロードバンドサービスと、移動系通信や映像系サービス等の他サービスと

の連携である。2012 年２月に KDDI が提供を開始した「au スマートバリュー」は、固定系ブロード

バンドサービスと移動系通信サービスのセット割引を行うものであり、このような連携の代表例と

なっている。 

こうした中、前者については、2013 年４月に ISP のソネットが NTT 東日本の加入光ファイバを接

続3により利用した FTTH サービスの提供を開始する等、新たな動きがみられるところである。 

また、後者については、KDDI の au スマートバリューが固定系ブロードバンドと移動系通信双方

の利用数を更に伸ばす等、進展を続けている。 

更に、サービス卸は、固定系超高速ブロードバンドの提供形態を大きく変えるものであるととも

に、卸先事業者において様々な他サービスとの連携が行われていることから、前述の２つの固定系

超高速ブロードバンドを巡る事業者間連携の在り方に影響を及ぼしている。 

以上を踏まえ、本章は、固定系超高速ブロードバンドに関する事業者間連携サービスについて、

現状を整理するとともに、利用者のサービス選択の実態等を把握することにより、その隣接市場も

含めた競争環境への影響を分析し、競争政策上の課題を整理することを目的とする。 

  

                             
1 インターネットへの接続を可能とする電気通信役務であり、一般に、当該役務を提供する事業者を ISP という。 
2 日本電信電話株式会社等に関する法律（昭和 59 年法律第 85 号）において、NTT 東西は、地域電気通信事業（同一の

都道府県の区域内における通信を他の電気通信事業者の設備を介することなく媒介することのできる電気通信設備を

設置して行う電気通信業務に係る事業）を経営することを目的とする会社とされている。ただし、2001 年の同法改正

により、公正な競争の確保に支障のない範囲内である等の一定の条件を満たした場合、「活用業務」として県間通信業

務を営むことが可能となっている。 
3 電気通信事業法第 32 条 



198 

 

２ 固定系超高速ブロードバンドに関する事業者間連携の概要 

２．１ ＩＳＰとアクセス回線提供事業者の関係 

(1) 概要 

固定系超高速ブロードバンドの提供に当たっては、インターネット接続とアクセス回線の提

供の２つの機能が必要となるが、両者の関係には様々な形態がある。 

すなわち、これら２つの機能を同一の事業者が提供するか否かにより「ISP・アクセス回線

一体型」と「ISP・アクセス回線分離型」に大別される。これらは更に、アクセス回線の調達

方法に着目し、自前で設置する「自己設置」型、接続により利用する「接続」型、卸電気通信

役務4により利用する「卸役務」型、接続と卸電気通信役務を組み合わせた「接続＋卸」型に分

けることができる。 

 

【図表Ⅴ－１】 固定系超高速ブロードバンドの提供形態 

 
※ 契約締結手続や料金請求については、ISP 又はアクセス回線提供事業者が一括して行っている場合がある。 

出所：総務省資料 

  

                             
4 電気通信事業法第 29 条第１項第 10 号 
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「ISP・アクセス回線一体型」の「自己設置」型については、CATV インターネットは通常こ

の形態で提供されているほか、FTTH についても、ケイ・オプティコムや KDDI（関東）がこの

形態によるサービス提供を行っている。 

「ISP・アクセス回線一体型」の「接続」型については、KDDI（関東以外）やソネットがこ

の形態で NTT 東西の設置した加入光ファイバを利用して FTTH サービスを提供している。 

「ISP・アクセス回線分離型」については、NTT 東西の提供する FTTH サービスである「フレ

ッツ光」が前述の NTT 東西に対する業務範囲規制を背景として伝統的にこの形態で提供されて

おり、FTTH 市場における NTT 東西のシェアが７割超であることを踏まえると、FTTH サービス

における主流の提供形態であったといえる。 

2015 年２月から NTT 東西が提供を開始したサービス卸は「卸役務」型であり、「ISP・アクセ

ス回線一体型」と「ISP・アクセス回線分離型」の双方があるが、卸利用 FTTH サービスの多く

は「ISP・アクセス回線一体型」となっている5。したがって、今後卸利用 FTTH サービスの普及

が進展すれば、ISP とアクセス回線提供事業者の関係は、「ISP・アクセス回線一体型」のウェ

イトが増す形で大きく変化することとなる。 

 

(2) 制度の現状 

FTTH のアクセス回線である加入光ファイバについては、NTT 東西が約 78％の設備シェアを有

しており、ボトルネック性があることから、その接続や卸電気通信役務による提供等に当たり、

公正競争の確保との関係が問題となる。 

現在、接続については、第一種指定電気通信設備制度6に基づき、接続料や接続条件について

定めた接続約款の認可制7等が課されている。他方、卸電気通信役務については、指定電気通信

役務8に係る規律を除き、従来認可や届出等の規律は存在していなかったところであるが、2015

年の電気通信事業法の改正9により、第一種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者10が当

該第一種指定電気通信設備を用いて卸電気通信役務を提供する場合には、総務省令で定める事

項の事後届出11が求められることとなった。  

                             
5 大手 ISP である NTT コミュニケーションズ、ソフトバンクモバイル（2015 年７月に「ソフトバンク」に商号変更）、

ビッグローブ等の提供する卸利用 FTTH サービスは「ISP・アクセス回線一体型」となっている。また、NTT ドコモのド

コモ光は、同社が新たに立ち上げた「ドコモ net」を利用するものは「ISP・アクセス回線一体型」、それ以外は「ISP・

アクセス回線分離型」となっている。 
6 加入者回線シェアが 50％超の固定系通信事業者に対して接続等に関する特別の規制を課す制度であり、一般の固定

系通信事業者との関係において非対称規制となっている。 
7 電気通信事業法第 33 条 
8 電気通信事業法第 20 条 
9 平成 27 年法律第 26 号 
10 第二種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者（端末設備シェア 10％超の移動系通信事業者）も同様の規律の

対象となっている。 
11 一定規模以上の回線数の契約を行う事業者等との間の料金その他の提供条件等を届け出させることを想定している。 
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２．２ 固定・移動等の連携サービス 

(1) 概要 

固定系ブロードバンドと、同一事業者あるいは関連会社・提携する事業者の他のサービス・

商品（移動系通信・TV 等）を組み合わせて一体的に提供するサービスがある。利用者は、この

ようなサービスを契約することにより、契約手続の簡素化、料金の割引、料金の一括支払が可

能となる等のメリットがある。例としては、KDDI が 2012 年２月に提供を開始した au スマート

バリューが挙げられる。 

 

【図表Ⅴ－２】 固定系ブロードバンドサービスと他のサービス等との連携（サービス

卸に関連するものを除く） 

 
（注）特に記載のない限り、金額は全て税抜。 

出所：総務省資料 
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au スマートバリューの契約数は提供開始以来一貫して増加しており、2015 年３月末時点で

は移動系で 933 万（人）、固定系で 459 万（世帯）となっている。 

 

【図表Ⅴ－３】 au スマートバリューの契約数及び世帯数 

 

出所：KDDI 決算資料から作成 

 

また、NTT 東西によるサービス卸についても、卸先事業者において、移動系通信や映像系サ

ービスとのセット割引等を行うケースが多く、固定・移動等の連携サービスの新たな選択肢と

なっている。 

 

(2) 制度の現状 

NTT 東西及び NTT ドコモは、電気通信事業法第 30 条に規定する禁止行為規制の対象となって

おり、特定の電気通信事業者に対する不当に優先的又は不利な取扱い等が禁止されている。 

このため、両者の連携に関し、NTT 東西が NTT ドコモのみを合理的な理由なく有利に取り扱

うことや、NTT ドコモが合理的な理由なく NTT 東西のみと排他的にサービスを組み合わせて提

供することは禁止されているところであるが、両者のいずれもがこうした行為を行わず、適正

性、公平性を確保した上でサービスを提供する場合には、NTT ドコモが FTTH サービスと携帯電

話サービスのセット割引を行うことは認められる。 
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(3) 連携サービスに関する利用者の選択 

① サービス選択の決め手 

2015 年２月に実施した競争評価 2014 の利用者アンケート（以下「利用者アンケート 2014」

という。）では、固定系ブロードバンドと他のサービスとの組合せによるサービス（以下「連

携サービス」という。）の利用者に対し、サービスの選択に当たっての決め手を尋ねている。 

連携サービス利用の決め手として最も多い理由は「一括契約による割引があること」となっ

ている。特に、KDDI のほか、電力系事業者・CATV 事業者の利用者では、７割以上がこの点を

決め手として挙げており、これら事業者の多くが au スマートバリューにおいて KDDI と提携し

ていることを踏まえると、同サービスにおける最大の決め手となっていたことがうかがえる。 

次いで、「料金の一括払いが可能」「申込み等の手続が簡単」といった利用者の手続に係る手

間を減らすものが主な決め手となっている。 

 

【図表Ⅴ－４】 連携サービス利用の決め手 

 

（注）複数回答可 

出所：競争評価 2014 利用者アンケート 

 

② 事業者変更 

連携サービスの利用に当たって事業者変更を行ったサービスについて尋ねたところ、固定系

ブロードバンドを挙げた者が 32.7％と最も多く、移動系通信は 12.1％にとどまっている。こ

のことから、固定系ブロードバンドと移動系通信との組合せによるサービス（以下「固定・移

動組合せ型サービス」という。）を利用するに当たっての事業者選択においては、移動系通信

サービスが軸となっている可能性が考えられる。 
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【図表Ⅴ－５】 連携サービス利用において事業者変更経験があるサービス 

 

（注）複数回答可 

出所：競争評価 2014 利用者アンケート 

 

このことは、別の質問に対する回答の結果からもうかがえる。すなわち、固定・移動組合せ

型サービスを利用しない理由を尋ねたところ、「手続が面倒」を挙げた者が最多であったもの

の、「移動系サービスを変更したくない」を挙げた者は 17.7％と、「固定系サービスを変更した

くない」を挙げた者の 9.1％を上回っている。 

 

【図表Ⅴ－６】 固定・移動組合せ型サービスを利用しない理由 

  

出所：競争評価 2014 利用者アンケート 
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ただし、利用者アンケート 2014 は NTT 東西によるサービス卸が本格的に開始される前に行

われたものであり、当時、固定・移動組合せ型サービスとして代表的であったものは au スマ

ートバリューであることから、あくまでも同サービスが念頭に置かれた回答であり、固定・移

動組合せ型サービスの事業者選択一般についていえるものではない可能性には留意が必要で

ある。 

なお、固定系ブロードバンド、FTTH、移動系通信の各サービスの事業者変更について、利用

者アンケート 2014 の結果を用いて総務省と京都大学大学院経済学研究科依田高典研究室が共

同で分析を行っている（分析結果は補論参照）。分析の結果、固定系ブロードバンドと FTTH に

ついて、 

○ 契約年数をみると、特定の事業者と契約して３年未満の利用者については、KDDI グループ

のシェアが相対的に高い 

○ KDDI グループの長期契約者の割合は相対的に低い 

○ KDDI グループの利用者のうち他社サービスからの乗換えた者の割合は相対的に高い 

という結果となっており、３年前の 2012 年に始まった au スマートバリューが FTTH や固定系

ブロードバンド全体で KDDI グループへの乗換えに寄与した可能性を示すものとなっている。 
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３ NTT 東西によるサービス卸に関する動向 

３．１ NTT 東西によるサービス卸に関する現状 

(1) 概要 

NTT 東西が 2015 年２月より提供を開始したサービス卸は、２．１で挙げた ISP とアクセス回

線提供事業者の関係に影響を及ぼすものであるとともに、卸先事業者において、２．２で挙げ

た固定・移動等の連携サービスが提供されている。 

サービス卸は、これまでフレッツ光としてエンドユーザーに直接 FTTH サービスを提供して

きた NTT 東西が、同サービスを卸電気通信役務として他の事業者に提供し、当該他の事業者が

エンドユーザーに対して FTTH サービスを提供するものである。 

 

【図表Ⅴ－７】 NTT 東西によるサービス卸の提供形態 

 

出所：総務省資料 
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(2) 卸利用 FTTH サービスの提供事業者 

NTT 東西の公式サイトによれば、卸利用 FTTH サービスを提供し、又は提供する予定であるこ

とを公表している者は、2015 年６月１日現在で NTT 東西合計 109 者となっている。卸先事業者

を分類すると、MNO が２者、ISP・MVNO 等の通信事業者が 44 者、CATV 事業者が 22 者等となっ

ているほか、通信事業（関連事業を含む。）以外を主とする異業種は５者となっている。 

提供するサービス別でみると、個人向け FTTH サービスが 52 者、IP-VPN サービス等の法人向

けが 12 者等となっている。個人向け FTTH サービスを提供している 52 者のうち、11 者は移動

系通信サービスとのセット割引を提供している。 

 

【図表Ⅴ－８】 卸利用 FTTH サービスの提供事業者の概要 

 

（注）2015 年６月１日現在 

出所：NTT 東西 HP 掲載情報を基に総務省作成 
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(3) 卸利用 FTTH サービスの概要 

主な卸先事業者による卸利用 FTTH サービスの概要は、図表Ⅴ－９のとおりである。 

 

【図表Ⅴ－９】 主な卸利用 FTTH サービスの提供事業者と提供サービス 

 

（注１）2015 年６月１日現在 

（注２）特に記載が無い限り、戸建て向け・ISP 一体・長期契約割引適用後の金額（税抜）。モバイルとのセット販売時の割引額、各

種キャンペーン割引等は含まない。 

（注３）提供料金の平均の算出に当たっては、ISP 料金一体型のみ集計。長期契約割引適用後の金額（税抜）。 集合住宅向けは最も

安いプランで算出。１円単位は切り捨て。 

出所：公表資料を基に総務省作成・競争評価 2014 事業者アンケート 

 

競争評価 2014 では、2015 年３月１日時点で卸利用 FTTH サービスを提供している事業者に対

し、サービス卸に関するアンケート12（以下「サービス卸事業者アンケート」という。）を実施

しており、30 者から回答を得た。回答では、戸建て向け FTTH サービスの料金は平均で 5,050

円となっており、NTT 東西のフレッツ光の料金 5,200 円と比べると、150 円安いという水準に

なっている。ただし、前述のとおり多くの事業者が移動系通信サービスとのセット割引を行っ

ており、FTTH サービス単体というよりは、他サービスとのセット割引を通じて料金面でのメリ

ットを利用者に訴えるものとなっているといえる。 

                             
12 サービス卸事業者アンケートの概要は以下のとおり。 

調査方法：電子メールによる任意のアンケート調査 

  対象：30 者 

  スケジュール：2015 年３月 23 日 アンケートの送付 
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FTTH サービスと移動系通信サービスのセット割引の代表的なものとしては、NTT ドコモによ

るドコモ光とのセット割引である「ドコモ光パック」や、ソフトバンクモバイルによる「スマ

ート値引き」での SoftBank 光13とのセット割引が挙げられる。ドコモ光パックにおいては、契

約する NTT ドコモの携帯電話のデータ定額プランにより、ドコモ光の料金との合計から、最大

3,200 円の割引を行っている。また、多くの卸利用 FTTH サービスが「ISP・アクセス回線一体

型」となっているのに対し、ドコモ光では様々な ISP を選択可能となっており、「ISP・アクセ

ス回線一体型」と「ISP・アクセス回線分離型」の双方があることが特徴である。 

なお、ISP が提供する卸利用 FTTH サービスについても、当該 ISP が運営する MVNO のサービ

スとのセット割引を提供している例が多い。 

 

【図表Ⅴ－10】 「ドコモ光」の概要 

 
（注１）2015 年６月１日現在 

（注２）提携 ISP により提供開始時期が異なる。 

出所：NTT ドコモ HP 掲載情報を基に総務省作成 

 

 

 

 

                             
13 サービス開始当初の提供主体はソフトバンク BB であったが、同社は 2015 年４月にソフトバンクモバイルに吸収合

併されている。なお、ソフトバンクモバイルは、同年７月１日にソフトバンクに商号変更を行っているが、本章にお

いては特段の記載が無い限り、同年３月末現在の社名で表記する。 
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(4) サービス卸に関する事業者公表情報 

NTT 東西の 2014 年度決算によれば、2015 年３月末時点のサービス卸の契約数は、NTT 東日本

で 19 万14、NTT 西日本で８万の合計 27 万回線となっている。その多くが従来のフレッツ光か

らの転用15であり、NTT東日本では19万回線中18万、NTT西日本では８万回線中７万を占める。

また、2015 年５月 11 日時点のサービス卸の申込数は、NTT 東日本で新規８万・転用 66 万、NTT

西日本で新規４万、転用 23 万となっている。 

両社は、2015 年度末のフレッツ光の契約数について、NTT 東日本で約 1,080 万、NTT 西日本

で約 851 万を見込んでいる。両社の事業計画公表時の説明によれば、うちサービス卸は NTT 東

日本で約 400 万、NTT 西日本で約 270 万としており、この見込みが実現すれば、2015 年度末に

はフレッツ光全体の３割超がサービス卸ということとなる。 

NTT ドコモも 2014 年度決算においてサービス卸に関連する情報を公表しており、ドコモ光の

申込数は 2015 年３月末時点で約 23 万、うち３割がモバイルを新規契約するとともに、６割が

シェアパックを選択したとしている。また、2015 年度末のドコモ光契約数は 180 万を見込んで

おり、前述の NTT 東西の見込みと照らし合わせると、卸利用 FTTH サービス全体の約４分の１

をドコモ光が占めることとなる。 

 

【図表Ⅴ－11】 NTT グループ 2015 年３月期決算におけるサービス卸に関する公表情報 

 
出所：各社決算資料等を基に総務省作成 

                             
14 NTT 東日本は、2015 年７月５日にサービス卸の契約数が 100 万を突破したことを公表している。 
15 フレッツ光の利用者が、フレッツ光を解約し、卸利用 FTTH サービスを新たに契約するに際し、その契約の切替えを

円滑に実施できるよう、新たに工事等を実施することなく、利用者の契約先を NTT 東西から卸先事業者に変更する手

続をいう。 

● サービス卸の契約数は27万回線（NTT東：19万（うち転用が18万）、NTT西：8万（うち転用が7万））。
● サービス卸を利用したサービス提供事業者数は、NTT東：81社、NTT西：78社（東西で重複あり。2015年5月11日現在）。
● サービス卸の申込み数は、NTT東：新規8万・転用66万、NTT西：新規4万・転用23万 （2015年5月11日現在） 。

● 平成27年度に向けた光コラボレーション推進の取組 （ＮＴＴ東日本 平成26年度決算資料から抜粋）

 光コラボレーションモデルへ新規参入事業者の積極開拓・支援による新規需要創出とリテンション強化
 光コラボ関連オペレーションの早期安定運用と効率化促進 等

● ドコモ光の申込み数は約23万（2015年3月末時点）。うち約3割がモバイルを新規契約。
● 2015年度通期予想は、契約数180万。

ＮＴＴ東西

14.3末 15.3末 14年度純増 16.3見込 15年度純増見込

フレッツ光全体 18,050 18,716 665 19,316 600

NTT東日本 10,187 10,403 215 10,803 400

NTT西日本 7,863 8,313 450 8,513 200

（内数）光コラボ - 270 - - -

NTT東日本 - 190 - - -

NTT西日本 - 80 - - -

NTTドコモ

ＮＴＴ東西のフレッツ光契約数 （公表資料から作成） （単位：千回線）
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３．２ サービス卸に関する制度的枠組み 

サービス卸は、「フレッツ光のサービス提供形態やネットワーク設備形態を変更せずに、提

供先をエンドユーザーから卸先事業者へ変えて提供するもの」16とされており、エンドユーザ

ー向けに提供されているフレッツ光と同様、指定電気通信役務に該当する。指定電気通信役務

には、「保障契約約款」の事前届出義務や公表義務等が課されているものの、当事者間の合意

があれば、相対契約が認められている。 

ただし、NTT 東西には禁止行為規制が課せられていることから、サービス卸の提供に当たり、

特定の電気通信事業者に対する不当に優先的又は不利な取扱いや、他の電気通信事業者の業務

について不当な規律・干渉等を行うことが禁止されているほか、電気通信事業者として、電気

通信事業法に基づく業務改善命令17の対象となり得る。 

これらの現行制度を前提に、総務省では、サービス卸に関して行われる行為について、電気

通信事業法の適用関係を明確化することを目的として、2015 年２月に「NTT 東西の FTTH アク

セスサービス等の卸電気通信役務に係る電気通信事業法の適用に関するガイドライン」（以下

「サービス卸ガイドライン」という。）を策定・公表している18。その中では、例えば、NTT 東

西が競争阻害的な卸料金の設定19や卸先事業者の業務に関する不当な規律・干渉20等を行う場合

には、電気通信事業法上問題となり得ることを明示している。 

また、前述のとおり、2015 年の電気通信事業法改正により、第一種指定電気通信設備を設置

する電気通信事業者が当該第一種指定電気通信設備を用いて卸電気通信役務を提供する場合

には、総務省令で定める事項の事後届出が求められることとなった。 

サービス卸に関する制度的枠組みとしては、卸先事業者に対する規律も存在する。例えば、

NTT ドコモに対しては NTT 東西と同様に禁止行為規制が課せられており、特定の ISP に対する

不当に優先的又は不利な取扱いを行うといったことが禁止される21。このほか、サービス卸ガ

イドラインにおいて、禁止行為規制や業務改善命令の要件に照らし、卸先事業者が行う電気通

信事業法上問題となり得る行為についても示している。 

  

                             
16 情報通信審議会 2020-ICT 基盤政策特別部会基本政策委員会第９回（2014 年６月 27 日開催）NTT 説明資料 
17 電気通信事業法第 29 条 
18 http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kiban02_02000148.html 
19 サービス卸ガイドラインにおいては、具体例として、サービス卸の卸料金について、競争事業者を排除又は弱体化

させるために適正なコストを下回る料金を設定すること等を挙げている。また、サービス卸の料金が利用者単位で設

定される場合の「適正なコスト」とは、１利用者当たりの接続料相当額を基本とする額とするとしている。 
20 サービス卸ガイドラインにおいては、具体例として、卸先事業者に対して、サービス卸を利用して提供される役務

から接続を利用して提供される役務へと利用者を移転させることを不当に制限すること等を挙げている。 
21 2015 年の電気通信事業法改正により、市場支配的な移動系通信事業者に係る不当に優先的な取扱い等の禁止の対象

は、特定関係法人である電気通信事業者であって総務大臣が指定するものへと緩和することとされている。 
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３．３ サービス卸の競争環境への影響の分析 

(1) 卸利用ＦＴＴＨサービスの利用状況に関する分析 

競争評価 2014 では、通常の利用者アンケートに加え、卸利用 FTTH サービスに関する追加ア

ンケート22（以下「サービス卸利用者アンケート」という。）を 2015 年３月末よりサービス認

知者を対象に実施した。このアンケート結果を用い、卸利用 FTTH サービスの利用状況に関す

る分析を行った。 

 

① 利用者アンケートによる利用・予約の状況 

サービス卸利用者アンケートの結果では、卸利用 FTTH サービスの認知者中、サービスを実

際に利用又は予約している者の割合は約 29％であった。利用者・予約者が実際に利用・予約し

ているサービスの内訳は、ドコモ光が 46.6％で、NTT コミュニケーションズの「OCN 光」（18.1％）、

SoftBank 光（7.5％）が続く23。 

 

【図表Ⅴ－12】 卸利用 FTTH サービス認知者における利用・予約の状況 

 

出所：競争評価 2014 利用者アンケート 

 

 

 

                             
22 サービス卸利用者アンケートの概要は以下のとおり。 

調査方法：Web によるアンケート調査 

  対象：1,193 名（サービス認知者） 

  スケジュール：2015 年３月末 アンケートの実施 
23 あくまでもサービス卸利用者アンケートの結果であり、実際の卸利用 FTTH サービスのシェアを示すものではないこ

とに留意が必要である。 

利用中

26.9％

予約中

2.3％

未利用だが、利

用する方向で検

討中

17.5％検討したが、利

用しないことにし

た

14.1％

利用する予定は

ない

39.2％

利用者・予約者が
利用・予約しているサービス

サービス認知者における
利用・予約の状況

（n = 348)

ソフトバンクモバイル
「SoftBank光」

7.5％

ソネット「So-net光コラ
ボレーション」

5.2％

ビッグローブ「ビッグ
ローブ光」

5.7％

（n = 1,193)

NTTコミュニケー
ションズ「OCN光」

18.1％

NTTドコモ
「ドコモ光」

46.6％

その他
17.0％計

約29％
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卸利用 FTTH サービスの選択に当たって他サービスと比較したかどうかについて尋ねたとこ

ろ、特に比較していないと回答した者が 78.7％であった。 

 

【図表Ⅴ－13】 卸利用 FTTH サービスの選択に当たってのサービス比較事業者数 

 

出所：競争評価 2014 利用者アンケート 

 

② 利用者アンケートによる事業者変更の状況 

サービス卸利用者アンケートでは、卸利用 FTTH サービスの利用・予約に伴う各サービスの

事業者変更についても尋ねている。 

 

ア 固定系ブロードバンドの事業者変更 

固定系ブロードバンドの事業者変更の状況については、これまで NTT 東西の FTTH を利用

していた者が 85.6％であり、卸利用 FTTH サービスの大多数を転用が占めるという事業者公

表情報とも整合するものであった。そのほか、NTT東西以外のFTTH事業者からの変更が4.6％、

ADSL からの変更が 3.4％、CATV インターネットからの変更が 1.7％となったほか、これまで

固定系ブロードバンドサービスを利用していなかった者の新規加入が 2.6％となった。 

 

 

 

 

特に他社と比較
していない

78.7％

２社
15.5％

３社
5.2％

４社以上 0.6％

（n = 348)



213 

 

【図表Ⅴ－14】 卸利用 FTTH サービス利用に伴う固定系ブロードバンドサービスの変更

割合 

 

出所：競争評価 2014 利用者アンケート 

 

このように、サービス卸の固定系ブロードバンドにおける実質的な事業者変更への影響は、

少なくとも初動段階では大きいものとはいえないと考えられる。 

 

イ 移動系通信の事業者変更 

移動系通信の事業者変更の状況については、卸利用 FTTH サービスの利用・予約に伴い移

動系通信の事業者変更を行った者は 14.1％、今まで利用していた回線とは別に新たに回線を

契約した者は 2.6％、今まで移動系通信サービスを利用していなかったが新たに回線を契約

した者は 0.6％であった。 

これをドコモ光の選択者でみると、14.8％が事業者を変更、2.5％が新たに回線を契約し

たと回答している24。また、SoftBank 光の選択者でみると、46.2％が事業者を変更したと回

答している。 

 

 

 

                             
24 前述のとおり、NTT ドコモの公式発表によれば、ドコモ光の申込み者の３割が同社の移動系通信サービスを新規契

約したとしている。 

その他, 2.0％

（n = 348)

NTT東西以外のFTTH
事業者から変更

4.6％

ADSLから変更
3.4％

CATVから変更
1.7％

これまで固定系BBを
利用していなかった

2.6％

これまでNTT東西の
FTTHを利用

85.6％



214 

 

【図表Ⅴ－15】 移動系通信の事業者変更割合 

 
出所：競争評価 2014 利用者アンケート 

 

変更を行った者が変更前後に利用していた／利用している移動系通信事業者をみると、

NTT ドコモは 30.6％から 46.9％、au（KDDI）は 26.5％から 6.1％、ソフトバンクモバイルは

18.4％から 28.6％へと変動している。すなわち、全体としては、卸利用 FTTH サービスの提

供を行っていない KDDI から、同サービスの提供を行っている NTT ドコモとソフトバンクモ

バイルへと移動系通信の利用者が移動している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

14.1％ 14.8％

46.2％

2.6％ 2.5％0.6％

64.9％
70.4％

50.0％

11.5％
8.0％

3.8％6.3％ 4.3％

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

利用者・予約者全体(n=348) ドコモ光選択者(n=162) SB光選択者(n=26)

分からない

移動系通信サービスを利用していない

事業者を変更していない（または変更の予約をしていない）

今まで移動系通信サービスを利用していなかったが、新たに回線を契約した

今まで利用していた回線とは別に、新たに回線を契約した

事業者を変更した（または変更の予約中）
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【図表Ⅴ－16】 変更を行った者の変更前後の移動系通信事業者 

 

出所：競争評価 2014 利用者アンケート 

 

このように、サービス卸は特に固定・移動連携サービスを通じ、移動系通信における事業

者変更を一定程度もたらしているという状況が分かる。 

なお、事業者変更後に利用している移動系通信事業者別に選択した卸利用 FTTH サービス

をみると、NTT ドコモの利用者ではドコモ光が 70.2％と最多であり、次いで OCN 光が 14.1％

となっている。au（KDDI）の利用者では、ビッグローブ光が 21.2％と最多であり、次いで

OCN 光が 15.2％となっている。ソフトバンクモバイルの利用者では、SoftBank 光が 54.5％

と最多であり、次いで OCN 光が 15.9％となっている。 
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216 

 

【図表Ⅴ－17】 変更後に利用している移動系通信事業者別の選択した卸利用 FTTH サー

ビス 

 

出所：競争評価 2014 利用者アンケート 

 

このように、卸利用 FTTH サービスの利用者・予約者のうち、移動系通信に関して NTT ド

コモとソフトバンクモバイルを利用する者の多くは、卸利用 FTTH サービスについても両社

の提供するサービスを選択していることが分かる。 

 

ウ ISP の事業者変更 

ISP の事業者変更の状況については、卸利用 FTTH サービスの利用・予約に伴い ISP の事業

者変更を行った者は 23.6％であった。 

これをドコモ光の選択者でみると 27.2％が、SoftBank 光の選択者でみると 46.2％が ISP

の事業者変更を行ったと回答している。 
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【図表Ⅴ－18】 ISP の事業者変更割合 

 

出所：競争評価 2014 利用者アンケート 

 

変更を行った者が変更前後に利用していた／利用している ISP をみると、ソフトバンクモ

バイルの「Yahoo!BB25」が 15.9％から 14.6％、NTT コミュニケーションズの「OCN」が 15.9％

から 13.4％、NTT ぷららの「ぷらら」が 4.9％から 13.4％に変動したほか、NTT ドコモがド

コモ光の提供開始に併せて新たに立ち上げた「ドコモnet」が変更後に23.2％を占めており、

少なくとも初動段階においては最も有力な ISP の一つとなっていることが分かる。 
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【図表Ⅴ－19】 変更を行った者の変更前後の ISP 

 

出所：競争評価 2014 利用者アンケート 

 

前述のとおり、ドコモ光においては様々な ISP が選択可能となっているが、ドコモ光の選

択者に選択した ISP を尋ねたところ、ドコモ net が 19.1％、OCN が 17.9％、ぷららと BIGLOBE

がそれぞれ 14.8％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

23.2％15.9％

14.6％
15.9％

13.4％

4.9％

13.4％

6.1％

8.5％

4.9％

7.3％
43.9％

11.0％

8.5％ 8.5％

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

変更前のISP事業者（n=82） 変更後のISP事業者（n=82）

ドコモnet（NTTドコモ） Yahoo！BB（ソフトバンクモバイル） OCN（NTTコミュニケーションズ）

ぷらら（NTTぷらら） BIGLOBE（ビッグローブ） So-net（ソネット）

その他 分からない



219 

 

【図表Ⅴ－20】 ドコモ光選択者が選択した ISP 

 
出所：競争評価 2014 利用者アンケート 

 

このように、サービス卸は「ISP・アクセス回線分離型」から「ISP・アクセス回線一体型」

へという FTTH サービスに関するビジネスモデルの主流形態の変更や、NTT ドコモによる ISP

事業の開始を背景に、ISP における事業者変更を相当規模でもたらしているという状況が分

かる。 

 

③ 利用者アンケートによるサービス選択をめぐる消費者の意識・行動 

サービス卸利用者アンケートでは、卸利用 FTTH サービスの選択をめぐる消費者の意識・行

動についても尋ねている。 

 

ア サービスを知ったきっかけ 

卸利用 FTTH サービスの利用者・予約者がサービスを知ったきっかけとしては、事業者か

らの電話勧誘等が 43.4％と最多であった。これをドコモ光の選択者でみると、店頭でのお知

らせが多く、SoftBank 光の選択者でみると、事業者からの電話勧誘等や店頭でのお知らせが

多いという結果となった。 
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【図表Ⅴ－21】 卸利用 FTTH サービスを知ったきっかけ 

 
（注）複数回答可 

出所：競争評価 2014 利用者アンケート 

 

イ 情報の入手 

卸利用 FTTH サービスに関する情報の入手方法としては、各社の Web サイトが 35.6％、店

頭での説明が 20.4％であった。これをドコモ光の選択者でみると、店頭での説明が 30.2％、

Web サイトが 27.8％となっている。また、SoftBank 光の選択者でみると、店頭での説明が

38.5％と多い。 

 

【図表Ⅴ－22】 卸利用 FTTH サービスに関する情報の入手方法 

 

出所：競争評価 2014 利用者アンケート 
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このように、移動系通信事業者は携帯電話販売店等の営業チャネルを卸利用 FTTH サービ

スの営業においても活用しているという状況がうかがえる。 

情報を入手した際の分かりやすさについては、47.2％が分かりやすかったと回答している。

他方、分かりにくかったと回答した者では、料金体系が複雑で分かりにくかったと回答した

者が 28.0％と最多であった。 

 

【図表Ⅴ－23】 卸利用 FTTH サービスに関する情報を入手した際の分かりやすさ 

 
（注）複数回答可 

出所：競争評価 2014 利用者アンケート 

 

ウ 契約の決め手 

卸利用 FTTH サービスの利用者・予約者に対して、契約の決め手を尋ねたところ、支払額

が安くなることや割引条件の良さといった料金関係を挙げる者が最多であった。次いで、工

事が必要ない26、電話番号の変更が不要といった手続関係を挙げる者が多かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                             
26 前述のとおり、フレッツ光の利用者が転用により卸利用 FTTH サービスを利用する場合、原則として工事が不要とな

っている。 

（n = 271)
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分かりやすかった

料金体系が複雑で良く分からなかった

契約期間や優遇措置の受けられる範囲など、料金以外の提供条件が良く

分からなかった

他社のプランとの比較ができなかった（違いが良く分からなかった）

利用できるサービスの範囲、内容が良く分からなかった

過去のプランとの比較ができなかった（違いが良く分からなかった）

その他
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【図表Ⅴ－24】 卸利用 FTTH サービスの契約の決め手 

 
（注）複数回答可 

出所：競争評価 2014 利用者アンケート 

 

エ サービスの選択基準 

前述のとおり、2015 年２月に実施した利用者アンケート 2014 からは、固定・移動組合せ

型サービスの利用に当たっての事業者選択に際し、移動系通信サービスが軸となっている可

能性がみられたところである。ただし、これは au スマートバリューが念頭に置かれている

可能性があることを踏まえ、サービス卸利用者アンケートにおいても、改めて卸利用 FTTH

サービスの利用者・予約者に対し、サービスの選択基準について質問を行っている。 

その結果、卸利用 FTTH サービスの利用者・予約者全体では、固定系ブロードバンド接続

回線を基準に選んだと回答した者が 31.3％と最も多く、次いで移動系通信を基準に選んだと

した者が 25.6％となっている。 

このうち、代表的な固定・移動組合せ型サービスであるドコモ光と SoftBank 光について

みると、ドコモ光選択者では移動系通信を基準に選んだと回答した者が 45.1％と最も多く、

SoftBank 光選択者では固定系ブロードバンド接続回線を基準に選んだと回答した者が

34.6％と最多で、移動系通信を基準に選んだと回答した者が 30.8％とこれに次ぐ。 
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【図表Ⅴ－25】 卸利用 FTTH サービスの選択基準 

 
出所：競争評価 2014 利用者アンケート 

 

前述のとおり、サービス卸利用者アンケートにおける卸利用 FTTH サービスの利用者・予

約者の 85.6％が従来のフレッツ光からの転用であることを踏まえると、固定系ブロードバン

ド接続回線を基準に選んだと回答した者の大多数は、移動系通信や ISP といった他のサービ

スを積極的な基準としていない者を意味するにとどまると考えられる。 

他方、特に代表的な固定・移動組合せ型サービスであるドコモ光と SoftBank 光について、

移動系通信を基準に選んだと回答した者の割合が相当程度あることから、移動系通信におけ

る事業者選択が卸利用 FTTH サービスの事業者選択に影響を及ぼしている可能性があると考

えられる。 

ただし、前述のとおり、サービス卸は移動系通信における事業者変更を一定程度もたらし

ていることから、利用者は必ずしも既に利用している移動系通信事業者に併せて卸利用 FTTH

サービスの事業者を選択しているものではないことには留意が必要である。 

なお、卸利用 FTTH サービスの選択基準として、移動系通信を基準に選んだと回答した者

と固定系ブロードバンド接続回線を基準に選んだと回答した者に対し、なぜそれを基準に選

んだのかを尋ねたところ、両者ともに電話番号・メールアドレスを変更したくないことや、

割引条件・料金面の良さを挙げる者が多かった。 

そのほか、移動系通信を基準に選んだと回答した者については、変更のための解約金等を

支払いたくないこと、サービス変更や解約等の手続の煩雑さ、SNS・アプリ等の設定・内容

のリセットをしたくないことを挙げる者が、固定系ブロードバンド接続回線を基準に選んだ

と回答した者に比較すると相対的に多い結果となった。 
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【図表Ⅴ－26】 卸利用 FTTH サービスの選択理由 

 

（注）複数回答可 

出所：競争評価 2014 利用者アンケート 

 

オ サービスの満足度 

卸利用 FTTH サービスの利用者に対し、サービスに満足しているかを尋ねたところ、61.1％

が満足しており変更の希望はないとの回答であった。 

 

【図表Ⅴ－27】 卸利用 FTTH サービスの満足度 

 

出所：競争評価 2014 利用者アンケート 
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サービスに不満があると答えた者の中では、不満な点として、割引条件が悪いことを挙げ

た者が 33.0％と最多であり、変更や解約等の手続が煩雑であることを挙げた者が 25.7％と

次ぐ。 

 

【図表Ⅴ－28】 卸利用 FTTH サービスの不満点 

 
（注）複数回答可 

出所：競争評価 2014 利用者アンケート 

 

カ サービスを利用しない理由 

卸利用 FTTH サービスを認知しているものの利用意向がない者に対し、利用しない理由を

尋ねたところ、現在の固定系のサービスで満足していると回答した者が 54.7％で最多となっ

ている。 

 

【図表Ⅴ－29】 卸利用 FTTH サービスを利用しない理由 

 

（注）複数回答可 

出所：競争評価 2014 利用者アンケート 
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他の通信サービスとの一括契約等による割引サービスを受けている
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その他
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(2) 卸利用ＦＴＴＨサービスの提供状況に関する分析 

前述のとおり、競争評価 2014 ではサービス卸事業者アンケートを実施しており、このアン

ケート結果を用い、卸利用 FTTH サービスの提供状況に関する分析を行った。 

 

① 事業者アンケートによるセット割引の実施状況 

サービス卸事業者アンケートの結果では、30 者中６割に当たる 18 者がセット割引を実施し

ていると回答している。セット割引の対象となるサービスとしては、移動系サービスが 11 者、

TV・映像系サービスが５者、その他が３者となっている。 

 

【図表Ⅴ－30】 セット割引の実施状況 

 
出所：競争評価 2014 事業者アンケート 

 

② 事業者アンケートによるキャンペーンの実施状況 

サービス卸事業者アンケートの結果では、30 者中８割弱の 23 者がキャンペーンを実施して

いると回答している。具体的には、手数料・工事費等の割引が 14 者、卸利用 FTTH サービスの

料金の割引が８者、現金・ポイントの還元が５者、オプション割引が２者となっている。 

 

【図表Ⅴ－31】 キャンペーンの実施状況 

 

出所：競争評価 2014 事業者アンケート 

セット割引を実施している事業者の割合

（注）複数のサービスをセット割の対象としている事業者については、重複して集計している。

セット割引の対象となるサービス
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その他

(者)
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（注）複数の特典があるキャンペーンを実施している事業者については、重複して集計している。
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未実施
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③ 事業者アンケートによるサービス提供に当たっての課題 

サービス卸事業者アンケートでは、卸利用 FTTH サービスの提供に当たっての課題について

も自由記述の形式により尋ねている。 

回答を分類すると、「卸売の料金が高い・サービスの差別化が困難」が約 50％と最も多い。

料金面で他のサービスとの差を付けることが困難であることのほか、後述のとおり、サービス

卸は NTT 東西のインフラに大部分を依存するものであり、サービスの質での差別化の困難に直

面している状況がうかがえる。 

次いで多いのは、「受注システム及びその運用が煩雑」が約 33％、「仕様・提供条件が複雑・

情報提供の不足」が約 30％となっており、卸元事業者である NTT 東西と卸先事業者との間にお

ける契約・工事等の調整に係る課題が挙げられている。 

 

【図表Ⅴ－32】 卸利用 FTTH サービスの提供に当たっての課題 

 

（注）複数回答可 

出所：競争評価 2014 事業者アンケート 
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４ ISP による接続を利用した FTTH サービスに関する動向 

４．１ FTTH サービスの提供形態 

NTT 東西以外の競争事業者が FTTH サービスを提供するに当たっては、大きく「自己設置」型、

「接続」型、「卸役務」型の３つの形態がある。 

「自己設置」型の場合、サービスを提供する事業者が自ら加入光ファイバを含む電気通信設

備を設置する。このため、膨大な設備投資が必要である一方、価格面でもサービス面でも工夫

をしやすいという特徴がある。 

「卸役務」型の場合、サービスを提供する事業者は、NTT 東西から卸電気通信役務の提供を

受けて NTT 東西の FTTH サービスを再販する形となる。このため、サービス面では NTT 東西の

定める仕様となるという特徴がある。 

「接続」型の場合、加入光ファイバは NTT 東西のものを利用する一方、OLT27等はサービスを

提供する事業者が自ら設置する。このため、一定の設備投資が必要となるが、価格面やサービ

ス面では様々な工夫が可能であり、「自己設置」型と「卸役務」型の中間的な提供形態である

といえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                             
27 OLT（Optical Line Terminal）は、光信号を終端して電気信号に変換する装置（OSU：Optical Subscriber Unit）

を集積したものであり、電気通信事業者の局舎に設置される。 
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【図表Ⅴ－33】 競争事業者による戸建て向け FTTH サービスの提供形態（例） 

 

（注）上記の契約者数は、50 万単位の概数としている。 

出所：総務省資料 

 

「接続」型のサービス提供に関係する NTT 東西の加入光ファイバの貸出し状況については、第１

編第２章第１節「固定系ブロードバンド市場」１．１(4)②「貸出回線数」に述べたとおりである。 
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４．２ 加入光ファイバの接続の利用に係る ISP の動向 

ISP が NTT 東西の加入光ファイバを利用した FTTH に係るサービスを提供する際、アクセス回

線部分については自らサービス提供を行わず、with FLET'S としてインターネット接続サービ

スのみを提供する「ISP・アクセス回線分離型」の形式が従来大多数であった。 

このような中、ソネットが 2013 年４月より、前述の「接続」型で NTT 東日本の加入光ファ

イバを利用した「ISP・アクセス回線一体型」の FTTH サービスである「NURO 光」の提供を開始

した。NURO 光では、ソネットが自ら OLT・ONU28を設置し、G-PON という NTT 東日本とは異なる

通信規格を採用することで、通信速度下り最大２Gbps のサービスを実現し29、FTTH サービスの

差別化を行っている。 

 

【図表Ⅴ－34】 ソネットが提供する NTT 東日本の加入光ファイバを利用した FTTH サー

ビス 

 
（注）NTT 東西では、通信規格に「GE-PON」を採用している。 

出所：ソネット「NURO 光」 HP 掲載情報（総務省一部追記） 

 

一般的に、ISP は「ISP・アクセス回線一体型」で「卸役務」型又は「接続」型により FTTH

サービスを提供することで、インターネット接続のみを提供する場合に比べ、より多くの収益

を上げることが可能となる。収益と共に費用も増加することとなるが、仮に同じ利益率を実現

するとした場合、利益についてもより多くを上げることが期待できることとなる。 

                             
28 ONU（Optical Network Unit）は、光信号と電気信号を変換する装置であり、加入者宅に設置される。 
29 ソネットは、2015 年６月より一部地域において通信速度下り最大 10Gbps のサービスの提供を開始している。この

サービスにおいては、G-PON の後継規格である XG-PON が採用されている。 
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「卸役務」型と「接続」型を比較した場合、後者はより多くのネットワークに係る投資が必

要となるため、ネットワーク費用がより高額となる。したがって、「卸役務」型と「接続」型

のいずれがより多くの利益を上げることを可能とするかは、ネットワーク費用をどの程度効率

化することが可能かという要素と、卸料金と接続料の差30という要素によって決まることとな

る。 

 

【図表Ⅴ－35】 FTTH サービスの提供類型による ISP の収支構造の違い（イメージ） 

 

（注） 戸建て向け FTTH サービスを想定。また、グラフはあくまでも比較のためのイメージであり、実際のサービスに係る収支額

を示したものではない。例えば接続料については、加入光ファイバの主端末回線一芯線当たりの契約者の収容率によって異な

ることとなる。 

出所：総務省資料 

 

ISP が「卸役務」型と「接続」型の両方のサービスを提供することも考えられるが、一般に、

「接続」型において相対的に必要となる費用がリスクの高い初期投資に係るネットワーク費用

であることを踏まえると、まずは「卸役務」型により FTTH サービスに参入して一定の顧客ベ

ースを獲得した後に「接続」型への移行を促すことは、ISP にとって合理的な参入戦略である

と考えられる。 

この点に関し、NTT 東西によるサービス卸の提供開始を受けて、多くの ISP が卸利用 FTTH

                             
30 サービス卸ガイドラインにおいては、電気通信事業法上問題となり得る行為の例として、サービス卸の卸料金につ

いて、競争事業者を排除又は弱体化させるために適正なコストを下回る料金を設定することを挙げている。また、サ

ービス卸の料金が利用者単位で設定される場合の「適正なコスト」とは、一利用者当たりの接続料相当額を基本とす

る額とするとしている。 
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サービスを提供しているが、NTT 東西が 2014 年 10 月に公表した資料31によれば、卸利用 FTTH

サービスを提供する事業者が、サービス卸の顧客情報を用いるなどして、「卸役務」の形態に

よって提供するサービスから、加入光ファイバの「自己設置」又は「接続」の形態によって提

供するサービスへと意図的に利用者を移行させる行為を継続・反復的に行っている場合には、

サービス卸の契約を解除し、違約金を適用する旨が明記されており、NTT 東西によると、実際

の契約においても、こうした規定が一律に盛り込まれているということである。 

 

  

                             
31 https://www.ntt-east.co.jp/info/detail/pdf/141016_01_01.pdf 
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４．３ 加入光ファイバに係る接続制度の在り方に関する議論 

情報通信審議会において、加入光ファイバに係る接続制度の在り方についての議論が行われ

た。これは、電気通信事業者が NTT 東西が設置したシェアドアクセス方式32の加入光ファイバ

を「接続」で利用する場合、現行の接続料体系の下では、主端末回線を共用することのできる

契約数を増加させ、「利用者当たりの接続料相当額」を引き下げることが事業戦略上決定的に

重要となるところ、主端末回線１芯線に収容する契約者数の平均値（収容率）が思うように上

がらず、高い収容率を実現している NTT 東西との競争は困難との競争事業者の指摘等を背景と

するものである。 

2015 年９月に示された情報通信審議会の答申33では、加入光ファイバに係る接続料の算定方

法の在り方や、光配線区画に係る課題への対処の在り方等について、取るべき方策を示してい

る。 

 

【図表Ⅴ－36】 加入光ファイバに係る接続制度の在り方についての情報通信審議会答

申概要 

 

出所：総務省資料 

 

  

                             
32 設備効率を高めるため、ネットワークの途中にスプリッタを挿入して一芯の加入光ファイバを最大８ユーザーで共

用する方式であり、主に戸建て向けの FTTH サービスで使用されている。 
33 情報通信審議会答申「加入光ファイバに係る接続制度の在り方について」（2015 年９月 14 日）

http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kiban03_02000320.html 

●加入光ファイバに係る接続制度の在り方

基本的な考え方

○ 「接続」型の提供形態は、我が国のFTTH市場におけるサービスの多様性等を図る観点から、今後とも、多様な事業者により広く活用される
ことを期待すべき提供形態であり、接続料は利用しやすく、接続条件は円滑な接続の実現が図られるものであることが必要。

○ また、事業者が、「自己設置」「接続」「卸役務」の三形態の中から合理的に選択できる環境が整備され、これらのバランスが適切に保たれる
ことにより、市場全体の需要増につながることが重要である。

① 加入光ファイバに係る接続料に関する当面の措置

② 加入光ファイバに係る接続制度の在り方の見直し

○ 委員会における審議では、接続料体系を見直すことも一案との意見もあったが、NTT東西による接続料の低廉化に向けた取組と同時に行う
場合、接続料水準が急激に低廉化することもあり得ると考えられる。

○ 「自己設置」型事業者の設備投資インセンティブに与える影響についても考慮することが必要であるため、まずは、NTT東西において、償却
方法の定額法への移行等の取組について、平成28年度以降の接続料の低廉化※を図る観点から速やかに検討を進めることが適当である。

○ 総務省において、先般成立した改正電気通信事業法の３年後の見直しと併せて、改めて見直しの検討を行うことが適当である。

③ 「サービス卸」の卸料金との関係について

○ 総務省において、公正な競争の促進などの観点から、接続料と「サービス卸」の料金水準やFTTH市場における競争の状況に関する検証を
定期的に実施し、その結果を情報通信審議会に報告することが適当である。

（２）その他加入光ファイバに係る競争政策上の課題への対処の在り方

（１）加入光ファイバに係る接続料の算定方法の在り方

○ NTT東西において、１本の芯線には８契約者まで収容するという「８収容」の原則等を接続約款に明文化することが必要である。なお、実効性を
確保する観点から、電気通信事業法施行規則を改正するなど、原則を接続約款における必要的記載事項とすることが適当である。

○ 総務省において、光配線区画の特定に必要な情報が新たに提供されるよう告示の見直しを行うことが適当である。

※ ＮＴＴ東西の推計では、１主端末回線当たりの接続料（平成27年度2,929円）は、平成31年度には2,000円程度になる見込み。



234 

 

５ 競争政策上の課題 

５．１ NTT 東西によるサービス卸関係 

NTT 東西によるサービス卸は、第一種指定電気通信設備を利用して行われる事業者間取引で

あり、FTTH サービスの小売市場における公正な競争の土台となるものであることを踏まえつつ、

卸料金の適正性や不当に差別的な卸電気通信役務の提供が行われていないか等の公平性を検

証していく必要がある。また、事業者間取引のみならず、小売市場においても競争阻害的な料

金の設定が行われていないか等を検証していく必要がある。 

サービス卸ガイドラインを踏まえつつこのような検証を行っていく上で、サービス卸に関連

する競争の状況を適切に把握することが重要である。 

卸利用 FTTH サービスにおいては、現時点では従来 NTT 東西のフレッツ光を利用していた者

の転用が多いところであるが、他社からの事業者変更や新規加入等の動向を注視しつつ、固定

系超高速ブロードバンド市場やFTTH市場が新たな価値の創造等を通じて拡大するのか、また、

これら市場における競争状況がどのように変動していくのかを注視していく必要がある。 

その際、NTT 東西の保有する設備のボトルネック性の有無を判断するものとして第一種指定

電気通信設備制度の運用の基準となっている加入者回線の設備シェアを最も重視すべき指標

としつつ、サービス卸の普及により大きく変動することが予想される小売市場の競争状況につ

いても、事業者間取引を中心に規律している現行の第一種指定電気通信設備制度の運用状況を

チェックする上での補完的な把握と、小売市場自体における競争阻害要因の有無の探知のため

の把握という双方の観点から、具体的な把握方法や公表方法等について検討を進めていくこと

が必要である。 

また、固定系超高速ブロードバンド市場／FTTH 市場と隣接市場との間における相互の影響に

ついても十分な注視が必要である。 

サービス卸は FTTH サービスの提供の主流を「ISP・アクセス回線分離型」から「ISP・アク

セス回線一体型」へと変化させつつあるとともに、固定・移動組合せ型サービスが提供され、

移動系通信事業者は携帯電話販売店等の営業チャネルを FTTH サービスの営業においても活用

している中で、固定系超高速ブロードバンド市場／FTTH 市場、ISP 市場、移動系通信市場が相

互に影響し合いつつそれぞれの市場における競争状況に変化をもたらす可能性がある。 

実際に、サービス卸利用者アンケートの結果では、サービス卸は一定程度の移動系通信の事

業者変更と、相当程度の ISP の事業者変更をもたらしている。特に ISP 市場においては、少な

くとも初動段階では新規参入である NTT ドコモのドコモ net が卸利用 FTTH サービスにおいて

有力な ISP となっており、同社が移動系通信市場において市場支配的な事業者であることも踏

まえつつ、その動向を引き続き注視していく必要がある。 

さらに、卸元事業者である NTT 東西と卸先事業者との間において、契約・工事等の調整に係
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る課題が挙げられており、利用者に対して速やかに卸利用 FTTH サービスを提供する上での支

障となっていることが想定されることから、これら課題を解決するための事業者間協議34を促

進することが必要である。 

  

                             
34 （一社）テレコムサービス協会に、サービス卸の利用に関して NTT 東西と NDA を締結している会員事業者を構成員

とする「FVNO 委員会」が設置され、共有する課題について総務省・NTT 東西との間で意見交換や課題解決の働きかけ

等を行うこととされている。 
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５．２ ISP による接続を利用した FTTH サービス関係 

ISP がアクセス回線部分を含めて FTTH に係るサービスを提供する場合、大規模な設備投資が

必要となる「自己設置」型に比べると参入が容易な形態として、「卸役務」型と「接続」型の

双方が考えられる。 

実際、多くの ISP が卸利用 FTTH サービスの提供を開始しているが、「卸役務」型の場合、一

般的に必要となるネットワーク費用は「接続」型に比べて少なく、より参入に当たってのハー

ドルが低いと考えられるものの、サービス面では NTT 東西の定める仕様となり、差別化が図り

にくい35という特徴がある。 

他方、「接続」型については、FTTH サービスの差別化が可能であることから、単なる料金面

にとどまらない競争に寄与すると考えられる。また、接続料は卸料金と小売料金との間におけ

るマージンスクイーズの有無の判断に当たって参照が可能である等、競争政策に当たってのベ

ンチマークとしての意義を有すると考えられる。 

これらを踏まえると、今後とも、卸電気通信役務のみならず接続を利用したサービスが提供

されることで固定系超高速ブロードバンド市場／FTTH 市場における競争が働くことが重要で

ある36。 

このため、加入光ファイバに係る接続制度の在り方に関する情報通信審議会の答申を踏まえ、

光配線区画に係る制度の見直し等を行いつつ競争促進的な接続制度を運用していくことが重

要であり、特にサービス卸の提供に伴い接続によるサービス提供に対する不当な制限が行われ

ることのないよう、公正競争上の問題がないか監視を続けつつ、サービス卸ガイドラインを踏

まえた対応を行うことが必要である。 

 

 

  

                             
35 ただし、FTTH サービスのみで考えるのではなく、他のサービスとの組合せ等によりサービス全体としての価値を高

め、差別化を図ることが考えられる。 
36 情報通信審議会の答申においても、「FTTH 市場における競争を促進する観点からは、市場における競争の前提とし

て、「自己設置」「接続」「卸役務」という三形態の中から、電気通信事業者が自らの資金力や事業戦略に応じた選択を

合理的に行うことができる環境が整備されていることが必要であり、これらのバランスが適切に保たれることにより

FTTH 市場全体の需要増につながることが重要である」とされている。 
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補論  固定系通信・移動系通信における事業者変更分析 

 

１ 分析の目的 

１．１ 分析の背景 

契約数における経年の事業者シェアの変化は、おおむね新規契約者による純増と、既契約者

の他事業者への乗換えを反映している。特に近年、固定系ブロードバンド、移動系通信共に契

約数全体の伸びに鈍化がみられることから（2015 年３月末時点／固定系ブロードバンド契約数

3,672 万（対前年比＋2.5％）、携帯電話契約数１億 4,998 万（対前年比＋5.4％））、各事業者は、

他事業者からの乗換利用を想定したサービスメニュー、優遇条件等を用意し、自社への顧客誘

導に積極的な取組をみせている。 

このような動向を踏まえ、各サービスにおける同一事業者の継続利用及び事業者変更の状況

を把握する観点から、競争評価 2014 における分析の一環として、京都大学大学院経済学研究

科の依田高典研究室との共同で「事業者変更分析」を実施しており、本分析は当該調査結果を

踏まえたものである。 

なお、移動系通信の高速ブロードバンド化の進展に伴い、固定系通信を利用せず、移動系通

信のみを利用する者が増加している状況を踏まえて、昨年度（2013 年度）から、調査対象とし

て同対象者を加える形で拡充を行った。具体的には今年度（2014 年度）は、従来の調査対象で

ある「移動系通信・固定系通信の両サービスを利用する者」（n=2,129）に、「固定系通信を使

わない、移動系通信サービスのみの利用者」（n=1,037）を加えて調査・集計・分析を行ってい

る。 

 

１．２ 分析の方法 

固定系ブロードバンド、FTTH、移動系通信の各市場別に、現在利用しているサービスの事業

者、契約年数、事業者変更経験の有無等について、利用者アンケート結果を基に分析を行った。

事業者変更経験については、例えば、NTT 東西のサービスプランＡから、サービスプランＢに

変更した場合は、同一事業者を継続利用したものとして利用年数を累計する形で処理を行って

いる。 

なお、利用者アンケートに基づくという性質上、分析対象は利用者アンケートで回答のあっ

た特定の事業者による特定のサービスに限定されるものであり、網羅的な結果ではない点には

留意が必要である。 
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２ 固定系通信サービスにおける事業者変更分析 

２．１ 固定系ブロードバンドの事業者変更分析 

(1) 現在利用している固定系ブロードバンドの契約期間別の事業者シェア 

固定系ブロードバンドの利用者に対して、現在利用している同サービスの継続契約年数を尋

ねたところ、６年以上と回答した者が 50.5％で最多であり、次いで３年以上６年未満との回答

者が 24.9％、３年未満との回答者が 24.6％であった。 

回答者の利用状況を事業者シェアでみた場合、全体としては、NTT 東西の利用者が 49.8％、

KDDI グループの利用者が 20.2％、ソフトバンクグループの利用者が 7.9％、その他が 22.1％

であった。一方、継続契約期間の別（３年未満／３年以上６年未満／６年以上）で事業者シェ

アをみた場合、次のような状況であった。 

・ NTT 東西はいずれの継続契約期間の別（３年未満／３年以上６年未満／６年以上）でも安

定して５割程度のシェア（48.4％～51.0％）を有している。 

・ 継続契約期間３年未満では、KDDI グループが 26.9%のシェアを示しており、同社における

３年以上６年未満／６年以上の継続契約者よりも高めの比率となっている。 

・ ソフトバンクグループについては、６年以上の継続契約者におけるシェア 9.1％に対して、

３年未満の継続契約者のシェアは 6.9％であり、短期契約者がより少ない状況であった。 

・ ６年以上の継続契約者ではその他事業者を利用する者の比率が 24.7％、３年未満の継続契

約者では 17.8％であった。その他事業者を選ぶ利用者が減り、特定の事業者に集中する傾向

にあると考えることができる。 

 

【図表Ⅴ－補１】 現在利用している固定系ブロードバンドの契約期間別の事業者シェア 

 

出所：競争評価 2014 利用者アンケート 



239 

 

(2) 現在利用している固定系ブロードバンドの事業者別の契約年数比 

前項（1）の調査結果を基に、固定系ブロードバンドの事業者別に契約年数を調べたところ、

NTT東西では６年以上の継続契約者が50.6％で最多、３年以上６年未満の継続契約者が25.5％、

３年未満の継続契約者が23.9％であった。これは利用者全体に近い数値と傾向を示しているが、

回答者全体におけるNTT 東西利用者の比率（49.8％）の影響があるものと考えられる。 

KDDI グループでは６年以上の継続契約者が 40.6％と利用者全体に比べて低い一方、３年未

満の継続契約者は 32.7％と高い比率であった。後者は時期的に同社が 2012 年から提供を開始

した au スマートバリューの影響が出ているのではないかと考えられる。 

ソフトバンクグループでは６年以上の継続契約者が 58.2％、その他事業者では６年以上の継

続契約者が 56.6％であり、いずれも利用者全体や NTT 東西に比べて高い比率となっている。こ

れは後述の FTTH サービスのデータとの対比から、ADSL や CATV インターネットの継続利用者の

存在が背景にあるものと考えられる。 

 

【図表Ⅴ－補２】 現在利用している固定系ブロードバンドの事業者別の契約年数比 

 

出所：競争評価 2014 利用者アンケート 

 

(3) 固定系ブロードバンドの継続利用状況 

固定系ブロードバンドの利用について、事業者変更経験の有無等について尋ねたところ、回

答者全体では、現在利用している事業者を以前から継続的に利用しており、事業者変更経験は

ないと回答した者（継続利用者）の比率（継続利用率）が 55.5％、以前利用していた事業者か

ら、現在利用している事業者に変更したことがあると回答した者（非継続利用者）の比率（非
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継続利用率）が 44.5％であった。この結果から、事業者変更経験の有無は、ほぼ１：１と考え

ることができる。 

事業者別にみた場合、NTT 東西の利用者は、継続利用率 71.9％、非継続利用率 28.1％で、全

体や他社に比べて継続利用者が多い反面、他社からの乗換えが少ない傾向がみられた。 

KDDI グループの利用者は、継続利用率 34.0％、非継続利用率 66.0％で、他社からの乗換者

が多い傾向がみられる。これは前項で同社は３年未満の比較的短期の継続利用者が多い

(32.7％)との結果と一致している。 

ソフトバンクグループの利用者は、継続利用率 62.9％、非継続利用率 37.1％で、継続利用

者が多い傾向がみられる。こちらも前項で同社は６年以上の継続利用者が多い（58.2％）との

結果と一致している。 

その他の事業者の継続利用率は 35.4％、非継続利用率 64.6％であった。前項で６年以上の

継続契約者が多い（56.6％）との結果が出ていることと併せて考えれば、事業者変更経験はあ

るものの、現在利用中のサービスの利用期間が長い利用者が多いとの推測が可能である。 

 

【図表Ⅴ－補３】 現在利用している固定系ブロードバンドの継続利用状況 

 

出所：競争評価 2014 利用者アンケート 

 

(4) 固定系ブロードバンドの継続利用期間と乗換状況 

前項（3）の調査結果を基に、現在利用している事業者の継続利用の有無について、利用期

間別（３年未満／３年以上６年未満／６年以上）を調べたところ、次のとおりであった。 
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利用期間別でみた場合、６年以上の長期利用では、継続利用者の比率が高いこと（68.5％＝

42.7％＋8.4％＋6.2％＋11.2％)が、また利用期間が３年未満の短期利用では、非継続利用者

の比率が高いこと（63.4％＝23.3％＋21.2％＋3.8％＋15.1％)が分かった。 

NTT 東西の利用者を利用期間別でみた場合、６年以上の長期利用では、継続利用者が 42.7％、

非継続利用者（他社から NTT 東西への乗換者）が 7.2％であるのに対して、３年未満の短期利用

では、継続利用者が 25.0％、非継続利用者（他社から NTT 東西への乗換者）が 23.3％であった。 

KDDI グループの利用者を利用期間別でみた場合、６年以上の長期利用では、継続利用者が

8.4％、非継続利用者（他社から KDDI グループへの乗換者）が 7.8％であるのに対して、３年

未満の短期利用では、継続利用者が 5.7％、非継続利用者（他社から KDDI グループへの乗換者）

が 21.2％であった。 

ソフトバンクグループの利用者を利用期間別でみた場合、６年以上の長期利用では、継続利

用者が 6.2％、非継続利用者（他社からソフトバンクグループへの乗換者）が 3.0％であるの

に対して、３年未満の短期利用では、継続利用者が 3.1％、非継続利用者（他社からソフトバ

ンクグループへの乗換者）が 3.8％であった。 

その他の事業者の利用者を利用期間別でみた場合、６年以上の長期利用では、継続利用者が

11.2％、非継続利用者（他社からの乗換者）が 13.5％であるのに対して、３年未満の短期利用

では、継続利用者が 2.7％、非継続利用者（他社からの乗換者）が 15.1％であった。 

 

【図表Ⅴ－補４】 固定系ブロードバンドの継続利用期間と乗換状況 

 

出所：競争評価 2014 利用者アンケート 
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(5) 固定系ブロードバンドの乗換経験の有無と継続期間 

(3)及び(4)の調査結果を基に、現在利用している事業者ごとに乗換経験の有無による利用期

間の状況を調べたところ、次のとおりであった。 

回答者全体における継続利用者の比率を事業者別にみた場合、NTT東西が35.8％で最多（KDDI

グループ 6.9％、ソフトバンクグループ 4.9％、その他の事業者 7.8％）であった。一方、非

継続利用者（乗換経験者）の比率は、NTT 東西への乗換えが 14.0％、その他の事業者への乗換

えが 14.3％、KDDI グループへの乗換えが 13.4％、ソフトバンクグループへの乗換えが 2.9％

であった。 

事業者別に継続利用と利用期間の関係性をみたところ、次のとおりであった。 

・ NTT 東西の継続利用者は、６年以上の長期利用が 60.2%で最多であった。これに対して、

非継続利用者（NTT 東西へ乗り換えた者）では、３年未満の短期利用が 41.1％で最多であ

った。これらの数値からは、NTT 東西の継続利用者は長期にわたって利用している、また

他社から NTT 東西へ乗り換えた者がここ数年で増えていると考えることができる。 

・ KDDI グループの継続利用者は、６年以上の長期利用が 61.6％で最多であった。これに

対して非継続利用者（KDDI グループへ乗り換えた者）では、３年未満の短期利用が 39.1％

で最多であった。これらの数値からは、KDDI グループの継続利用者は長期にわたって利用

していること、また KDDI グループへ乗り換えた者がここ数年で増えていると考えること

ができる。 

・ ソフトバンクグループの継続利用者は、６年以上の長期利用が 62.9％で最多、非継続利

用者（ソフトバンクへ乗り換えた者）でも、６年以上の長期利用が 51.6％で最多であった。

これらの数値は、同社グループが大きなシェアを占めていた ADSL サービスの利用者が長

期利用をしていることを表すものと考えられる。 

・ その他の事業者の継続利用者は、６年以上の長期利用が 72.3％で最多、非継続利用者（他

事業者から同社へ乗り換えた者）でも、６年以上の長期利用が 47.9％で最多であった。 
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【図表Ⅴ－補５】 固定系ブロードバンドの事業者別の継続利用状況 

 

出所：競争評価 2014 利用者アンケート 
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２．２ FTTH サービスの事業者変更分析 

(1) 現在利用している FTTH サービスの契約期間別の事業者シェア 

FTTH サービスの利用者に対して、現在利用している FTTH サービスの契約年数を尋ねたとこ

ろ、６年以上の長期契約者が45.5％で最多、次いで、３年以上６年未満の契約者比率が27.3％、

３年未満の短期契約者の比率が 27.2％であったことから、FTTH サービスでも固定系ブロード

バンド全体に準じて、同一事業者の長期利用の傾向が高いことが分かった。（固定系ブロード

バンド全体の６年以上の長期利用者は 50.5％） 

利用者全体を事業者別にみた場合、NTT 東西の利用者が 65.5％、KDDI グループの利用者が

13.1％、ソフトバンクグループの利用者が 2.1％、その他事業者が 19.4％との結果であり、NTT

東西が最大のシェアを示す結果となった。契約期間の別（３年未満／３年以上６年未満／６年

以上）で事業者シェアの変化をみた場合、次のような状況がうかがえた。 

・ NTT 東西はいずれの契約期間の別（３年未満／３年以上６年未満／６年以上）でも６～７

割前後の高いシェアを有しているが、より短期の契約期間ではシェアが低下する傾向がみら

れた。（６年以上 70.4％→３年以上６年未満 63.2％→３年未満 59.4％） 

・ KDDI グループの契約期間別のシェアは、６年以上（7.9％）→３年以上６年未満（14.9％）

→３年未満（19.8％）であったことから、NTT 東西とは逆に、より短期の契約者でシェアを

伸ばしている様子がうかがえた。 

・ ソフトバンクグループの契約期間別のシェアは、６年以上（1.0％）→３年以上６年未満

（1.9％）→３年未満（4.1％）であり、微増ながらも、KDDI グループと同様、より短期の契

約者でシェアを伸ばしている様子がうかがえた。 

・ その他事業者の契約期間別のシェアは、６年以上（20.6％）→３年以上６年未満（20.0％）

→３年未満（16.7％）であり、より短期の契約者でシェアが低下する傾向がみられた。 
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【図表Ⅴ－補６】 現在利用している FTTH の契約期間別の事業者シェア 

 

出所：競争評価 2014 利用者アンケート 

 

(2) 現在利用している FTTH サービスの事業者別の契約年数比 

前項(1)の調査結果を基に、FTTH サービスの事業者別に契約年数を調べたところ、NTT 東西

は６年以上の継続契約者が 48.9％で最多、３年以上６年未満の継続契約者が 26.4％、３年未満

の継続契約者が 24.7％であった。これは利用者全体に近い数値と傾向を示しているが、回答者

全体における NTT 東西利用者の比率（65.5％）の影響があるものと考えられる。 

KDDI グループでは６年以上の継続契約者が 27.6％と利用者全体に比して低い一方、３年未

満の継続契約者は 41.2％と高い数値であった。後者は、固定系ブロードバンドサービス全体と

同様、時期的に同社が 2012 年から提供を開始した au スマートバリューによる影響が出ている

のではないかと考えられる。 

ソフトバンクグループでは６年以上の継続契約者が 21.9％と利用者全体に比して低い一方、

３年未満の継続契約者は 53.1％と高い数値となっている。ただし、本調査におけるアンケート

回答者中における同社グループの利用者の数が少ないため（全体の 2.1％）、この傾向について

は、別途の調査で精査を行うことが望ましいと考える。 
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【図表Ⅴ－補７】 現在利用している FTTH サービスの事業者別の契約年数比 

 

出所：競争評価 2014 利用者アンケート 

 

(3) FTTH サービスの継続利用状況 

FTTH サービスの利用について、事業者変更経験の有無等について尋ねたところ、回答者全体

では、現在利用している事業者を以前から継続的に利用しており、事業者変更経験はないと回

答した者の比率（継続利用率）は 56.3％、以前利用していた事業者から、現在利用している事

業者に変更したことがあると回答した者の比率（非継続利用率）は 43.7％であった。この結果

からは、利用者の過半数が、最初の事業者をそのまま使い続けていると考えることができる。 

事業者別にみた場合、NTT 東西の利用者は、継続利用率 70.9％、非継続利用率 29.1％で、全

体や他社に比べて継続利用者が多い反面、他社からの乗換えが少ない傾向がみられた。 

KDDI グループの利用者は、継続利用率 22.1％、非継続利用率 77.9％で、他社からの乗換者

が多い傾向がみられる。これは、前項で同社は３年未満の比較的短期の利用者が多い（41.2％）

との結果と一致している。 

ソフトバンクグループの利用者は、継続利用率 65.6％、非継続利用率 34.4％で、継続利用

者が３分の２を占める。 

その他の事業者の継続利用率は 28.8％、非継続利用率 71.2％。前項の６年以上の長期契約

者が多い（48.5％）との結果と併せて考えると、事業者変更経験はあるものの、短期間で事業

者を渡り歩くのではなく、変更後の事業者に定着し、利用期間が長期化する傾向にあるとの推

測が可能である。 
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【図表Ⅴ－補８】 現在利用している FTTH サービスの継続利用状況 

 

出所：競争評価 2014 利用者アンケート 

 

(4) FTTH サービスの継続利用期間と乗換状況 

前項(3)の調査結果を基に、現在利用している事業者と継続利用の有無について、利用期間

別（３年未満／３年以上６年未満／６年以上）を調べたところ、次のとおりであった。 

利用期間別でみた場合、６年以上の長期利用では、継続利用者の比率が高いこと（71.5％＝

59.6％＋3.5％＋0.9％＋7.5％)が、また利用期間が３年未満の短期利用では、非継続利用者の

比率が高いこと(63.1％＝29.0％＋17.6％＋2.2%＋14.3%)が分かった。 

NTT東西の利用者を利用期間別でみた場合、６年以上の長期利用では、継続利用者が59.6％、

非継続利用者（他社から NTT 東西への乗換者）が 10.8％であるのに対して、３年未満の短期利

用では、継続利用者が 30.4％、非継続利用者（他社から NTT 東西への乗換者）が 29.0％であ

った。 

KDDI グループの利用者を利用期間別でみた場合、６年以上の長期利用では、継続利用者が

3.5％、非継続利用者（他社から KDDI グループへの乗換者）が 4.5％であるのに対して、３年

未満の短期利用では、継続利用者が 2.2％、非継続利用（他社から KDDI グループへの乗換者）

者が 17.6％であった。 

ソフトバンクグループの利用者を利用期間別でみた場合、６年以上の長期利用では、継続利

用者が 0.9％、非継続利用者（他社からソフトバンクグループへの乗換者）が 0.1％であるの

に対して、３年未満の短期利用では、継続利用者が 1.9％、非継続利用者（他社からソフトバ

ンクグループへの乗換者）が 2.4％であった。 
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その他の事業者の利用者を利用期間別でみた場合、６年以上の長期利用では、継続利用者が

7.5％、非継続利用者（他社からの乗換者）が 13.1％であるのに対して、３年未満の短期利用

では、継続利用者が 2.4％、非継続利用者が（他社からの乗換者）14.3％であった。 

 

【図表Ⅴ－補９】 FTTH サービスの継続利用期間と乗換状況 

 

出所：競争評価 2014 利用者アンケート 

 

(5) FTTH サービスの乗換経験の有無と継続期間 

(3)及び(4)の調査結果を基に、現在利用している事業者ごとに乗換経験の有無による利用期

間の状況を調べたところ、次のとおりであった。 

回答者全体における継続利用者の比率を事業者別にみた場合、NTT東西が46.4％で最多（KDDI 

グループ 2.9％、ソフトバンクグループ 1.4％、その他の事業者 5.6％）であった。一方で、

非継続利用者（乗換経験者）の比率は、NTT 東西への乗換えが 19.0％で同じく最多（KDDI グル

ープへの乗換10.2％、ソフトバンクグループへの乗換 0.7％、その他の事業者への乗換13.8％）

であった。 

事業者別に継続利用と利用期間の関係性をみたところ、次のとおりであった。 

・ NTT 東西の継続利用者は、６年以上の長期利用が 58.4%で最多であった。これに対して、

非継続利用者（NTT 東西へ乗り換えた者）では、３年未満の短期利用が 41.4％で最多であ

った。これらの数値からは、NTT 東西の継続利用者は長期にわたって利用している、また

他社から NTT 東西へ乗り換えた者がここ数年で増えていると考えることができる。 
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・ KDDI グループの継続利用者は、６年以上の長期利用が 54.5%で最多であった。これに対

して、非継続利用者（KDDI グループへ乗り換えた者）では、３年未満の短期契約が 47.1％

で最多であった。これらの数値からは、KDDI グループの継続利用者は長期にわたって利用

していること、また KDDI グループへ乗り換えた者がここ数年で増えていると考えること

ができる。 

・ ソフトバンクグループの継続利用者は、３年未満の短期利用が 38.1％で最多、非継続利用

者（ソフトバンクへ乗り換えた者）でも、３年未満の短期利用が81.8％で最多であった。 

・ その他の事業者の継続利用者は、６年以上の長期利用が 61.2％で最多、非継続利用者（他

事業者から同社へ乗り換えた者）でも、６年以上の長期利用が 43.3％で最多であった。 

 

【図表Ⅴ－補 10】 FTTH サービスの事業者別の継続利用状況 

 

出所：競争評価 2014 利用者アンケート 
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３ 移動系通信サービスにおける事業者変更分析 

３．１ 移動系通信サービスの事業者変更分析 

(1) 現在利用している移動系通信の契約期間別の事業者シェア 

移動系通信の利用者に対して、現在利用している同サービスの契約年数を尋ねたところ、９

年以上との回答した者が 60.9％で最多、次いで３年未満との回答者が 18.7％、３年以上６年

未満との回答者が 10.4％、６年以上９年未満との回答者が 10.0％であった。 

回答者全体の利用状況を事業者シェアでみた場合、全体としては、NTT ドコモの利用者が

42.5％、KDDI グループの利用者が 29.6％、ソフトバンクグループの利用者が 25.1％であった。

この比率は、おおむね実際の契約数ベースの事業者のグループ別シェアに近い数値となってい

る（総務省の四半期データの公表値（2015 年３月末時点）では、NTT ドコモ 42.2％、KDDI グ

ループ 28.6％、ソフトバンクグループ 29.0％。）。 

契約期間の別（３年未満／３年以上６年未満／６年以上９年未満／９年以上）で事業者シェ

アをみた場合、次のような状況であった。 

・ ９年以上の長期利用では、NTT ドコモが 51.3％と最大のシェアを占めるが、利用期間が短

くなるにつれて同社はシェアを落としており（６年以上９年未満 33.3％、３年以上６年未満

27.6％）、３年未満の短期利用での同社シェアは 27.3％と、KDDI グループ（33.5％）、ソフ

トバンクグループ（30.4％）より低い数値となっている。 

・ ３年未満及び３年以上６年未満の比較的短期の利用では、KDDI グループが最多のシェア（３

年未満 33.5％、３年以上６年未満 38.3％）を占めている。 

・ ソフトバンクグループは、９年未満の利用では、30％台を保っているが、利用期間が短く

なるにつれて、微減傾向がみられる。（６年以上９年未満 33.3％、３年以上６年未満 31.6％、

３年未満 30.4％） 

 

【図表Ⅴ－補 11】 現在利用している移動系通信サービスの契約期間別の事業者シェア 

 
出所：競争評価 2014 利用者アンケート 
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(2) 現在利用している移動系通信サービスの事業者別の契約年数比 

前項(1)の調査結果を基に、移動系通信サービスの事業者別に契約年数を調べたところ、NTT

ドコモは９年以上の長期契約者が最多（73.4％）で、契約者全体（60.9％）に比べて高い数値で

あった。これに対して３年未満の契約者では、NTT ドコモは 12.0％と、契約者全体（18.7％）に

比べて低い数値であった。 

KDDI グループとソフトバンクグループについては、９年以上の長期利用者（KDDI グループ

54.4％、ソフトバンクグループ 51.0％）が、契約者全体（60.9％）に比べて少ないこと、３年

未満の短期利用者（KDDIグループ21.2％、ソフトバンクグループ22.6％）が、契約者全体（18.7％）

に比べて多いことで共通点がみられる。 

MVNO などのその他事業者の契約者については、契約者全体に占める比率は低く（2.8％）、ま

た３年未満の短期利用者が 59.6％で最多を占める。 

 

【図表Ⅴ－補 12】 現在利用している移動系通信サービスの事業者別の契約年数比 

 

出所：競争評価 2014 利用者アンケート 
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(3) 移動系通信サービスの継続利用状況 

移動系通信サービスの利用について、事業者変更経験の有無等について尋ねたところ、回答

者全体では、現在利用している事業者を以前から継続的に利用しており、事業者変更経験はな

いと回答した者の比率（継続利用率）は 77.8％、以前利用していた事業者から、現在利用して

いる事業者に変更したことがあると回答した者の比率（非継続利用率）は 22.2％であった。こ

の結果からは、事業者変更経験のある者は四分の一弱と考えることができる。 

事業者別にみた場合、NTT ドコモの利用者は、継続利用率 84.6％、非継続利用率 15.4％で、

全体や他社グループに比べて継続利用者が多い反面、他社からの乗換えが少ない傾向がみられた。 

KDDI グループとソフトバンクグループの利用者の継続利用率は、KDDI グループ 73.2％、ソ

フトバンクグループ 72.1％であり、共に利用者全体の比率(77.8％)に比べて低い数値である。

他方、両グループの非継続利用率は、KDDI グループ 26.8％、ソフトバンクグループ 27.9％で

あり、ともに利用者全体の比率(22.2％)に比べて高い数値である。 

その他事業者の利用者は、継続利用率 73.1％、非継続利用率 26.9％で、ほぼ、KDDI グループ

やソフトバンクグループに準じる数値であった。 

 

【図表Ⅴ－補 13】 現在利用している移動系通信サービスの継続利用状況 

 
出所：競争評価 2014 利用者アンケート 

 

(4) 移動系通信サービスの継続利用期間と乗換状況 

前項(3)の調査結果を基に、現在利用している事業者と継続利用の有無について、利用期間

別（３年未満／３年以上６年未満／６年以上９年未満／９年以上）を調べたところ、次のとお

りであった。 
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利用期間別でみた場合、９年以上の長期利用では、継続利用者の比率が高いこと(89.3％＝

47.2％＋22.7％＋18.2％＋1.1％)が、また利用期間が３年未満の短期利用では、非継続利用者

の比率が高いこと(48.5％＝13.6％＋17.3％＋14.8％＋2.8％)が分かった。 

NTTドコモの利用者を利用期間別でみた場合、９年以上の長期利用では、継続利用者が47.2％、

非継続利用者（他社から NTT ドコモへの乗換者）が 4.1％であるのに対して、３年未満の短期

利用では、継続利用者が 13.6％、非継続利用者（他社から NTT ドコモへの乗換者）が 13.6％

であった。 

KDDI グループの利用者を利用期間別でみた場合、９年以上の長期利用では、継続利用者が

22.7％、非継続利用者（他社から KDDI グループへの乗換者）が 3.8％であるのに対して、３年

未満の短期利用では、継続利用者が 16.2％、非継続利用者（他社から KDDI グループへの乗換

者）が 17.3％であった。 

ソフトバンクグループの利用者を利用期間別でみた場合、９年以上の長期利用では、継続利

用者が 18.2％、非継続利用者（他社からソフトバンクグループへの乗換者）が 2.8％であるの

に対して、３年未満の短期利用では、継続利用者が 15.6％、非継続利用者（他社からソフトバ

ンクグループへの乗換者）が 14.8％であった。 

その他の事業者の利用者を利用期間別でみた場合、９年以上の長期利用では、継続利用者が

1.1％、非継続利用者（他社からの乗換者）が 0.1％であるのに対して、３年未満の短期利用で

は、継続利用者が 6.0％、非継続利用者（他社からの乗換者）が 2.8％であった。 

 

【図表Ⅴ－補 14】 移動系通信サービスの継続利用期間と乗換状況 

 

出所：競争評価 2014 利用者アンケート 
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(5) 移動系通信サービスの乗換経験の有無と継続期間 

(3)及び(4)の調査結果を基に、現在利用している事業者ごとの乗換経験の有無による利用期

間の状況を調べたところ、次のとおりであった。 

回答者全体における継続利用者の比率を事業者別にみた場合、NTT ドコモが 36.0％で最多

（KDDI グループ 21.7％、ソフトバンクグループ 18.1％、その他の事業者 2.0％）であった。

一方で、非継続利用者（乗換経験者）の比率は、KDDI グループへの乗換えが 7.9％、ソフトバ

ンクグループへの乗換えが 7.0％、NTT ドコモへの乗換えが 6.5％の順で近似の数字であった

（その他事業者への乗換えは 0.7％）。 

事業者別に継続利用と利用期間の関係性をみたところ、次のとおりであった。 

・ NTT ドコモの継続利用者は、９年以上の長期利用が 79.9％で最多であった。一方で、非

継続利用者（NTT ドコモへ乗り換えた者）では、９年以上の長期利用、３年未満の短期利

用の比率が共に 39.1％であり、両極化がみられた。この数値からは、NTT ドコモの利用者

の継続利用者が長期にわたって利用していること、また他社から NTT ドコモへ乗り換えた

者がここ数年増えると共に、過去に乗り換えた者も定着化が進んでいることが推測できる。 

・ KDDI グループの継続利用者は、９年以上の長期利用が 63.9%で最多であった。これに対

して、非継続利用者（KDDI グループへ乗り換えた者）では、３年未満の短期利用が 40.5％

で最多であった。この数値からは、KDDI グループの継続利用者は長期にわたって利用して

いること、また KDDI グループへ乗り換えた者がここ数年で増えていると考えることがで

きる。 

・ ソフトバンクグループの継続利用者は、９年以上の長期利用が 61.3%で最多であった。

これに対して、非継続利用者（ソフトバンクグループへ乗り換えた者）では、３年未満の

短期利用が 40.0％で最多であった。この数値からは、KDDI グループと同様に、ソフトバ

ンクグループの継続利用者は長期にわたって利用していること、またソフトバンクグルー

プへ乗り換えた者がここ数年で増えていると考えることができる。 

・ その他の事業者の利用者については、乗換経験の有無にかかわらず、３年未満の短期利

用が多い（継続利用者 55.0％。その他事業者への乗換 62.5％）。 
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【図表Ⅴ－補 15】 移動系電気通信サービスの事業者別の継続利用状況 

 

出所：競争評価 2014 利用者アンケート 
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１ 分析の目的 

2014 年６月以降、電波の割当てを受けて移動系通信サービスを提供する事業者（MNO）各社は、

データ通信に係る料金プランの多段階化と通話定額制等の組合せを内容とする新料金プランを相

次いで導入した。 

従来、MNO 主要各社のスマートフォン向けデータ通信料金については、基本的に月７GB が上限と

なっていた1ほか、利用者の利用実態に応じた多段階のプランが設定されていなかったといえる2。 

このような中で導入された新料金プランは、データ通信に係る料金プランの多段階化により、利

用者の選択肢を拡大した点で特に意義を有するものであるが、データ通信に係る利用者の利用実態

の乖離を是正するものという見方がある一方で、通話の利用時間数が少ない利用者にとっては実質

的には値上げとなるという見方がある。 

これらを踏まえつつ、本章は、新料金プランを始めとする新たな料金施策について、利用実態を

把握するとともに、MNO の財務や MVNO の提供するサービスへの影響等、その競争環境への影響につ

いて総合的に分析を行った上で、料金政策の観点からの課題を整理することを目的とする。 

 

 

  

                             
1 ワイモバイルは月５GB 上限。また、NTT ドコモにおいては、月７GB 上限の他に月３GB 上限のプランを提供。 
2 このことを背景に、第４世代移動通信システムの導入のための特定基地局の開設に関する指針においては、「利用者

の通信量需要に応じた多様な料金設定に関する計画及びその根拠を有すること」が絶対的審査基準の一つとされた。 
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２ MNO 各社の新料金プランに関する動向 

２．１ 新料金プランの概要 

(1) 概況 

MNO 各社が導入した新料金プランは、データ通信に係る料金が多段階で設定されているこ

とや、基本料の中に通話定額料金が組み入れられていることが特徴となっている。このほか、

NTT ドコモ、KDDI、ソフトバンクモバイル3では、家族等でデータ通信容量を実質的に融通で

きるという特徴がある。 

基本料については、NTT ドコモ、KDDI（au）、ソフトバンクモバイルいずれも 2,700 円とな

っている。また、データ通信の料金については、３社共通で通信容量上限が月２GB、５GB、

10GB のプランを設けているほか、事業者によって通信容量上限の設定に違いがみられる。 

 

【図表Ⅵ－１】 携帯電話各社の新料金プラン（スマートフォンの場合）の概要 

 
（注）税抜・2015 年 3 月 31 日現在 

出所：各社ウェブサイトより作成 

 

(2) 事業者別の動向 

① NTT ドコモ 

NTT ドコモは、2014 年６月１日より新料金プラン及び「シェアパック」の提供を開始し、旧

料金プランについては、同年８月 31 日をもって新規受付を終了している。また、旧料金プラ

                             
3 ソフトバンクモバイルは、2015 年７月に「ソフトバンク」への商号変更を行っているが、本章では「ソフトバンク

モバイル」と表記している。 

会社名 ＮＴＴドコモ ＫＤＤＩ （ａｕ）
ソフトバンク

モバイル
ワイモバイル

基本料
（国内通話のかけ
放題を含む）

カケホーダイプラン
（２年契約）

電話カケ放題プラン
（２年契約）

通話し放題プラン
（２年契約）

スマホプランＳ/Ｍ/Ｌ
（２年契約）

2,700円 2,700円 2,700円
Ｓ（1ＧＢ）：2,980円
M（3ＧＢ）：3,980円
Ｌ（7ＧＢ）：5,980円

ネット
接続料

spモード LTE NET S!ベーシックパック
基本料に含む

300円 300円 300円

デ
ー
タ
通
信
料
金

2GB 3,500円 3,500円 3,500円

基本料に含む

3GB － 4,200円 －

5GB 5,000円 5,000円 5,000円

8GB 6,700円 6,700円 －

10GB 9,500円 ※ 8,000円 9,500円 ※

13GB － 9,800円 －

15GB 12,500円 ※ － 12,500円 ※

20GB 16,000円 ※ － 16,000円 ※

30GB 22,500円 ※ － 22,500円 ※

合計 6,500円～25,500円 6,500円～12,800円 6,500円～25,500円 2,980円～5,980円

備考

※10GB以上は家族間でデータ容量
をシェアすることが可能。

・2014年6月1日提供開始。
・同年10月から未使用の容量を翌月
に繰り越し可能。

・3GB、13GBのプランも提供。

・家族間において、データ通信量を
0.5GB単位で融通可能。

・2014年8月13日提供開始。

※10GB以上は家族間でデータ容量
をシェアすることが可能。

・未使用の容量を翌月に繰り越し可能。
・2014年7月1日提供開始。
・同年8月1日から、10GBプランの定
額料が9,500円から8,000円に変更。

・他社携帯電話・ＰＨＳ・固定電話（ＩＰ
電話含む）への１回当たり10分以内
の国内通話が月300回まで可能。

・2014年8月1日提供開始。
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ンを維持したまま機種変更した場合、端末代金分を割り引く「月々サポート」の割引適用対象

外となるため、新料金プランへの移行を強く促すものとなっている。 

このことを背景に新料金プランの契約数は増加しており、NTT ドコモが公表した情報によれ

ば、2014 年 10 月に 1,000 万、2015 年２月に 1,500 万、同年６月に 2,000 万を突破している。 

新料金プランは NTT ドコモの財務にも影響を及ぼしており、同社の 2014 年度第２四半期決

算においては、新料金プランの影響により、ARPU が前年同月比 110 円減となったほか、営業利

益は 2014 年度の当初の業績予想から 1,200 億円減となった旨公表している。 

ただし、2014 年度第３四半期決算においては、新料金プランの収支影響は底打ちし改善トレ

ンドへとしており、その要因として、10 月以降５GB 以上の選択率が 50％超となったこと、12

月にはポテンシャル層（新料金プラン移行後に使用が増える利用者）比率が約半数に拡大する

とともに、移行後の請求単金がプラスになったことを挙げている。 

最終的な 2014 年度決算においては、同年度の収支影響（累計）は 1,070 億円減となったも

のの、改善トレンドは継続としている。 

 

② KDDI 

KDDI は、2014 年８月 13 日より新料金プラン、同年 12 月 18 日より「データギフト」の提供

を開始している。旧料金プランの扱いについては、NTT ドコモとは異なり、引き続き受付を行

っている。 

KDDIの2014年度第２四半期決算においては、データ定額選択の内訳として、５GB以上が44％、

２GB・３GB が 56％となった旨を公表している。 

また、2014 年度第３四半期決算において、音声 ARPU が前年同期から 110 円減となったこと

の主な要因の一つとして、新料金プランへの移行を挙げている。 

 

③ ソフトバンクモバイル 

ソフトバンクモバイルは、2014 年７月１日より新料金プラン、同年８月１日より「家族デー

タシェア」の提供を開始している。旧料金プランの扱いについては、当初、NTT ドコモと同様

2014 年８月末に新規受付を終了予定としていたが、一旦同年 11 月末終了予定と変更した後、

最終的には同年 12 月１日以降も受付が可能となっている。 
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２．２ 新料金プランの競争環境への影響の分析 

(1) 新料金プランの利用状況に関する分析 

① 新料金プランの利用割合 

利用者アンケート 2014 によれば、新料金プランの認知度は 26.5％であり、利用者の割合は

全体の 7.0％であった。 

各社別の新料金プランの利用割合をみると、NTT ドコモは 11.3％、KDDI（au）は 4.9％、ソ

フトバンクモバイルは 5.5%、ワイモバイルは 3.5％であった。NTT ドコモは 2015 年２月６日に

新料金プランの利用者が 1,500 万を突破した旨を公表しており、同年３月末時点の同社の契約

数が約 6,660 万であることを踏まえると、実際の新料金プランの利用割合よりも低く数値が出

ていることとなる。ただし、他社との比較において、NTT ドコモの新料金プランの利用割合が

高い数値となっているのは、前述した旧料金プランの扱いの差によるところが大きいと考えら

れる。 

 

【図表Ⅵ－２】 新料金プランの認知度及び利用割合 

 

出所：競争評価 2014 利用者アンケート 

 

新料金プラン利用者のデータ通信のプラン別の契約割合については、２GB 上限が 44.7％と

半数近くを占めるほか、10GB 上限が 14.3％、５GB 上限が 13.3％となっている。 
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【図表Ⅵ－３】 データ通信のプラン別の契約割合 

 

出所：競争評価 2014 利用者アンケート 

 

また、データシェアプラン4の利用については、新料金プラン利用者の 27.7％が利用してお

り、そのうち複数回線を一人でシェアしている者が 5.9％、二人以上でシェアしている者が

21.8％であった。 

これを各社別にみると、NTT ドコモでは 39.4％、au（KDDI）では 2.9％、ソフトバンクモバ

イルでは 13.4％となっている。au（KDDI）の数字が低いのは、同社が「データギフト」の提供

を開始したのが 2014 年 12 月と他２社に比べて遅かったことが要因として考えられる。 

 

【図表Ⅵ－４】 データシェアプランの利用割合 

 

出所：競争評価 2014 利用者アンケート 

                             
4 NTT ドコモの「シェアパック」、KDDI の「データギフト」、ソフトバンクモバイルの「家族データシェア」、ワイモバ

イルの「シェアプラン」が該当する。 
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② 新料金プランの選択理由 

新料金プランの利用者に対し、新料金プランを選択した理由を尋ねたところ、「音声通話定

額を利用したいから」が 40.3％と最多で、「前のプランよりも値段が安くなるから」「新料金プ

ランしか選べなかったから」がそれぞれ 20.8％でこれに次ぐ。 

 

【図表Ⅵ－５】 新料金プランの選択理由 

 
出所：競争評価 2014 利用者アンケート 

 

また、旧料金プランを利用し続けている者に対してその理由を尋ねたところ、「音声通話料

金の値段が高くなってしまう可能性があるから」と答えた者が 29.6％、「新料金プランがある

ことを知らなかったから」が 27.6％、「手続が面倒だから」が 25.7％であった。 

 

【図表Ⅵ－６】 旧料金プランの利用理由 

 
（注） 複数回答可 

出所：競争評価 2014 利用者アンケート 
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③ 新料金プランへの変更後の支払金額の増減 

新料金プランの利用者に対し、新料金プランへの変更後の支払金額の増減状況を尋ねたとこ

ろ、「以前のプランよりも安くなった」と答えた者が 44.0％、「以前のプランよりも高くなった」

と答えた者が 32.9％であった。 

 

【図表Ⅵ－７】 新料金プラン後の支払金額の増減状況 

 
出所：競争評価 2014 利用者アンケート 

 

具体的な増減額については、増額の平均は 970 円、減額の平均は 972 円であった。 

 

【図表Ⅵ－８】 新料金プラン後の支払金額の増減額 

 

出所：競争評価 2014 利用者アンケート 
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また、データシェアプランの利用者に対し、利用後の支払金額の変化を尋ねたところ、家族

全体で下がったと答えた者が 64.7％、そのうち利用者個別・家族全体ともに下がったと答えた

者が 38.7％であった。 

 

【図表Ⅵ－９】 データシェア利用後の支払金額の変化 

 

出所：競争評価 2014 利用者アンケート 

 

④ 新料金プランの利用状況のまとめ 

以上より、新料金プランの初動段階の利用状況については、NTT ドコモの利用者を中心に音

声通話をよく使用する者がデータ通信の利用容量上限を抑えた形で契約し、その結果支払額も

安くなっているという音声通話を軸とした選択が行われた状況がうかがい知れる。このことは、

前述のとおり、NTT ドコモにおいて 2014 年度は財務上マイナスの影響が出たこととも整合的で

ある。 

 

(2) MVNO の動向 

MNO 各社が新料金プランの提供を開始した 2014 年６月以降、MVNO においても新規参入や料

金値下げ等の動きがみられる。これらは必ずしも新料金プランへの対抗を意図しているもので

はないと考えられるが、利用者の選択肢の拡大に寄与している。 

 

① 新規参入等 

2014年６月には、ケイ・オプティコムがKDDIの回線を利用したMVNOサービスである「mineo」

の提供を開始した。また、同年８月には KDDI が MVNO 子会社である KDDI バリューイネイブラ

38.7％

26.0％

13.9％

8.7％

12.7％

利用者個別、家族全体共に下がっている

利用者個別には上がった者もいるが、家族全体では下がっている

利用者個別には下がった者もいるが、家族全体では上がっている

利用後の支払額は、利用者個別、家族全体共に上がっている

その他

（n=59）

64.7%
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ーを立ち上げ、同年 12 月から「UQ mobile」を提供している5。 

NTT ドコモの回線を利用する MVNO についても、フュージョン・コミュニケーションズ、ニフ

ティ、カルチュア・コンビニエンス・クラブ等による MVNO 参入が行われている。 

 

【図表Ⅵ－10】 MNO による新料金プラン提供開始以降の MVNO の新規参入等（代表例） 

 

出所：各社ウェブサイト等から作成 

 

② 料金値下げ等 

MVNO 各社は、直接的な料金値下げのほか、実質的な料金値下げとなるデータ通信増量を行っ

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                             
5 このほか、ソフトバンクモバイルも子会社の SB パートナーズを通じて MVNO 事業を推進していくことを公表してい

る。 

○2014年6月3日
・ケイ・オプティコムが「mineo」の提供開始。

○2014年10月29日
・フュージョン・コミュニケーションズが「楽天モバイル」の提供開始。

○2014年11月26日
・ニフティが「NifMo」の提供開始。

○2014年12月17日
・DMM.comが「DMM mobile」の提供開始。

○2014年12月18日
・KDDIバリューイネイブラーが「UQ mobile」の提供開始。

○2015年4月2日
・NTTコミュニケ－ションズはゲオホールディングスと業務提携し、「ゲオスマホ」の提供開始。

○2015年5月5日
・カルチュア・コンビニエンス・クラブとフリービットがそれぞれ51%、49％出資した合弁会社のトーンモバイ
ルから「TONE mobile」の提供開始。
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【図表Ⅵ－11】 MNOによる新料金プラン提供開始以降のMVNOの料金値下げ等（代表例） 

 

（注）全て税抜の月額料金 

出所：各社ウェブサイト等から作成 

 

この結果、データ通信プランにおいて、月 1,000 円程度で利用可能なデータ容量は、2014

年度当初では１GB であったものが、2015 年７月時点では３GB が一般的となっている。 

 

 

  

○2014年10月1日
・IIJは、ミニマムスタートプラン（データ通信専用の場合900円）を1GBから2GBに増量。
・NTTコミュニケーションズは、OCNモバイル ONE（データ通信専用の場合1,100円）を1GBから2GBに増
量。

・ハイホーは、hi-ho LTE typeD ミニマムスタート（データ通信専用の場合933円）を1GBから2GBに増量。
・ソネットは、PLAY SIM（データ通信専用の場合880円）を1.1GBから2GBに増量。

○2014年11月1日
・ビッグローブは、エントリープラン（データ通信専用の場合900円）を1GBから2GBに増量。
・BB.exciteは、LTE1GBコース（通信容量1GBのデータ通信専用）を1,062円から750円に値下げ。

○2015年4月1日
・IIJは、ミニマムスタートプラン（データ通信専用の場合900円）を2GBから3GBに増量。
・NTTコミュニケーションズは、OCNモバイル ONE（データ通信専用の場合1,100円）を2GBから3GBに増
量。

・ハイホーは、hi-ho LTE typeD ミニマムスタート（データ通信専用の場合933円）を2GBから3GBに増量。
・ソネットはPLAY SIM（データ通信専用の場合880円）を2GBから4GBに増量。
・ビッグローブは、エントリープラン（データ通信専用の場合900円）を2GBから3GBに増量。
・ニフティは、データ通信専用SIMカードプラン（データ通信専用の場合900円）を2GBから3GBに増量。
・DMM.comは、3GBプラン（通信容量3GBのデータ通信専用）を1,280円から850円に値下げ。また、2GB
プラン（データ通信専用の場合770円）を新設。

・フュージョン・コミュニケーションズは、データSIMプラン（データ通信専用の場合900円）を2.1GBから
3.1GBに増量。

・U-NEXTは、データ専用プラン（データ通信専用の場合1,480円）を3GBから5GBに増量。また、ダブル
フィックスプラン（従量制のプラン）を1GB以下680円、1GB超過1,680円から1GB以下680円、1GB超過
900円に値下げ。

○2015年5月1日
・KDDIバリューイネイブラーは、データ高速プラン（データ通信専用の場合980円）を2GBから3GBに増量。
・ケイ・オプティコムは、シングルタイプ（データ通信専用の場合980円）を2GBから3GBに増量。

○2015年5月14日
・BB.exciteは、LTE1GBコース（通信容量1GBのデータ通信専用）を750円から720円に値下げ。
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３ 国際ローミングに関する動向 

MNO による新料金プラン以外の新たな料金施策のうち特徴的なものとして、ソフトバンクモバイル

が 2014 年９月に開始した「アメリカ放題」がある。これは、ソフトバンクモバイルの利用者が米国

本土やハワイ等に滞在している際、米国の通信事業者でありソフトバンクの子会社でもあるスプリン

トのネットワークでの通話や SMS、データ通信に日本国内の料金を適用するオプションサービスであ

る。 

この「アメリカ放題」は、新料金プランの５GB 以上のプランの場合、申込み不要でサービス利用料

無料となっている。また、新料金プランの２GB 以上のプランや旧料金プランの場合、申込みが必要で

サービス利用料は月額 980 円となっている。 

 

【図表Ⅵ－12】 ソフトバンクモバイルの「アメリカ放題」の概要 

 

出所：ソフトバンクウェブサイトより作成 

 

このようなサービスが打ち出された背景としては、国際ローミング料金があると考えられる。国際

ローミングとは、国内で使用している端末・電話番号のまま、海外で通信サービスを利用できるよう

にするものである。 
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【図表Ⅵ－13】 国際ローミングの概要 

 

（注）各社の国際ローミング料金は、2015 年３月 31 日現在。 

   通話料、着信料は１分当たりの金額。SMS 料金は１通当たりの金額。データ通信料金は１日当たりの金額。 

各社の提供条件は以下のとおり。 

   ・NTT ドコモ：30MB まで利用可能（30MB を超過すると通信速度を最大 16kbps に制限。）。 

   ・KDDI：24.4MB まで利用可能（24.4MB を超過すると従量課金。なお、上限額は 2,980 円。）。 

   ・ソフトバンクモバイル：25MB まで利用可能（25MB を超過すると従量課金。なお、上限額は 2,980 円。）。 

   ・ワイモバイル：15MB まで利用可能（15MB を超過すると従量課金。なお、上限額は 2,880 円。）。 

出所：各社ウェブサイトより作成 

 

現在、我が国の移動系通信事業者が海外の移動系通信事業者との間で国際ローミング協定を締結す

る場合、音声通信に係る事業者間精算料金については認可制となっている6。ただし、データ通信に係

る事業者間精算料金や、国際ローミングの利用者料金についての事前規制は存在しない。 

利用者アンケート 2014 において、国際ローミングの利用状況について尋ねたところ、利用経験が

あると回答した者は 13.0％であった。また、国際ローミングの利用における不満としては、「料金が

高い」が 72.2％と最も高かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                             
6 電気通信事業法第 40 条、電気通信事業法施行規則（昭和 60 年郵政省令第 25 号）第 27 条第１号 
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【図表Ⅵ－14】 国際ローミングの利用状況 

 

出所：競争評価 2014 利用者アンケート 

  

13.0%

87.0％

はい いいえ

（n=1,883）

72.2%

9.8％

8.2％

2.4％

1.2％

6.1％

0% 20% 40% 60% 80%

料金が高い

設定がめんどう

利用方法がわかりにくい

対象エリアが少ない

つながりにくい

その他
（n=245）

国際ローミングの利用経験の有無 国際ローミングの利用における不満



272 

 

４ 料金政策上の課題 

MNO 各社の新料金プランについては、少なくとも初動段階においては、音声通話をよく使用する者

にとって料金低廉化による支払額の減というメリットをもたらしたものと考えられる。しかしながら、

アンケート調査結果による利用状況を踏まえると、平均的な音声通話・データ通信の利用を行う者に

とって、新料金プランによって音声通話料金とデータ通信料金のトータルで料金低廉化等のメリット

が実現されるものであるかについての評価は現時点では困難である。 

ただし、今後は必ずしも音声通話を頻繁に使用しない者も順次新料金プランに移行していくことが

想定されることから、引き続き新料金プランが利用者に与える影響について、MVNO の動向も含めて注

視していくことが必要である7。 

また、新料金プランの特徴の一つであるデータ通信料金の多段階化が、利用者にとって利用しやす

く、かつ公平なものとなっているかどうかについても注視が必要である。 

この点につき、総務省は、2015 年３月に電気通信事業報告規則（昭和 63 年郵政省令第 46 号）を改

正し、移動系通信事業者の設定するデータ通信に係る利用者料金プランが実際の利用実態と合致して

いるかを検証するため、LTE の一契約者が一か月間に利用するデータ通信量の分布及び料金プランご

との契約数を把握することとしたところである。今後、移動系通信事業者からの報告を受け、上記検

証を適切に進めていくことが重要である。 

国際ローミングについては、多くの利用者が料金が高いという不満を持っている点を踏まえ、二国

間協議の推進や、その進捗を踏まえた制度的な担保措置の検討等、その低廉化に向けた取組を進めて

いくことが必要である。 

 

 

                             
7 ただし、仮に支払額が増加したとしても、そのことで利用者がより利便性や価値の高いサービスを受けられること

となったとすれば、利用者の利益となると考えられることに留意が必要である。 



    

 

 

 

 

 

 

 

第３編 競争政策等留意事項 
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第３編 競争政策等留意事項 

 

2014 年度の競争評価の結果を踏まえ、今後の総務省における競争政策及び料金政策等に関し、次の

点に留意して進めることとする。 

ただし、以下はあくまでも今回の定点的評価及び戦略的評価の結果から導き出された政策課題等に

ついて整理したものであり、総務省としての政策的関心事項を網羅的に提示するものではない。また、

変化の激しい電気通信事業分野にあって、新たな課題が生じた場合には、以下にかかわらず速やかに

対応することが必要である。 

 

１ 移動系通信 

 

○ NTT ドコモの市場支配力の存在について、電気通信事業法の禁止行為規制を適用する事業者の

指定に当たり、収益シェアを用いて判断していることも踏まえつつ、収益シェアを基本とした検

証を行っていく。その際、これまで収益シェアは非公表となっていることから、透明性を確保す

るための方策について検討する。 

○ NTTドコモの市場支配力の行使やMNO３グループが協調した市場支配力の行使の有無について、

禁止行為規制を含む第二種指定電気通信設備制度の運用状況を中心として検証を行っていく。 

○ MNO３グループが協調して市場支配力を行使し得る地位にあることを踏まえ、引き続き MVNO の

事業展開の更なる促進に取り組む。併せて、多様化する MVNO の実態をより的確に把握するため

の方策について検討する。 

○ サービス変更に係るスイッチングコストについては、2014 年 12 月に改正した SIM ロック解除

ガイドラインの運用状況や、2015 年３月に改正した電気通信事業報告規則に基づき把握する販売

奨励金等の動向、期間拘束・自動更新付契約の見直し等を踏まえつつ検証を行っていく。 

○ 戦略的評価第１章における「競争政策上の課題」及び第２章における「料金政策上の課題」を

踏まえた対応を行っていく。 

 

２ 固定系データ通信 

 

○ 固定系ブロードバンド市場に関し、NTT 東西の市場支配力の行使や同社を含む複数事業者が協

調した市場支配力の行使の有無について、禁止行為規制を含む第一種指定電気通信設備制度の運

用状況を中心として検証を行っていく。 

○ 固定系ブロードバンド市場に関し、CATV インターネットの契約数が実質的に減少傾向となって

いるところであり、FTTH と CATV インターネットの競争関係に留意しつつ、引き続きその動向を

注視する。 

○ 戦略的評価第１章における「競争政策上の課題」を踏まえた対応を行っていく。 
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３ 固定系音声通信 

 

○ 固定電話市場に関し、NTT 東西の市場支配力の行使や同社を含む複数事業者が協調した市場支

配力の行使の有無について、禁止行為規制を含む第一種指定電気通信設備制度の運用状況を中心

として検証を行っていく。 

○ 固定電話市場に関し、0ABJ-IP 電話の契約数が従来の固定電話の契約数を逆転したところであ

り、現行制度上 NTT 東西の加入電話がユニバーサルサービスとされていることにも留意しつつ、

引き続きその動向を注視するとともに、PSTN から IP 網へのマイグレーションに関する課題への

対応方策についての検討を進める。 

 

 


